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（午前９時００分 開会） 

○中西議長 おはようございます。本日予算審査特別委員会の開催をお願いいたしました

ところ委員の皆様には早朝からご出席をいただきまして、本当にありがとうございま

す。 

  嶋田委員には所用のため少しおくれるとの連絡を受けています。 

  ただいまから本会議から付託をされました平成１８年度斑鳩町一般会計、各特別会計

及び水道事業会計予算についての審査を行っていただきますが、会議に先立ちまして

正副委員長を互選いただきますため暫時休憩をいたします。 

（午前９時００分 休憩） 

（午前９時０１分 再開） 

○中西議長 再開いたします。 

  休憩中に互選をいただきました結果、委員長に小野委員長、副委員長に里川委員を互

選されましたので、お二人にはよろしくお願いをいたします。 

  ここで委員長と交代のため暫時休憩をいたします。 

（午前９時０１分 休憩） 

（午前９時０２分 再開） 

○小野委員長 再開いたします。 

  皆さんのご推挙によりまして予算審査特別委員会委員長を務めさせていただきます。

里川副委員長とともに委員会の運営に当たらせていただきますので、皆さんのご協力

方よろしくお願い申し上げます。 

  理事者各位におかれましても的確な説明、答弁をされるよう努められ、スムーズな審

査ができますようお願いしておきます。 

  それでは、ここで署名委員を委員長において指名いたします。 

  里川委員、松田委員の両委員を指名いたします。両委員にはよろしくお願いいたしま

す。 

  初めに、町長のあいさつをお受けいたします。小城町長。 

○小城町長 おはようございます。議案の第２２号の平成１８年度斑鳩町一般会計予算に

ついて、特に今回は８６億という予算を組んでおります。今、委員長おっしゃったよ

うに、慎重審議を得まして、また理事者側としても誠意ある回答をさせていただいて、

できるだけまた皆さんのご審議をお願いしておきます。 
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  それでは、最終的に原案どおりご承認いただくことをよろしくお願いしまして、あい

さつとします。ありがとうございました。 

○小野委員長 それでは、本会議から付託を受けました議案第２２号、平成１８年度斑鳩

町一般会計予算について、議案第２３号、平成１８年度斑鳩町国民健康保険事業特別

会計予算について、議案第２４号、平成１８年度斑鳩町老人保健特別会計予算につい

て、議案第２５号、平成１８年度斑鳩町大字龍田財産区特別会計予算について、議案

第２６号、平成１８年度斑鳩町公共下水道事業特別会計予算について、議案第２７号、

平成１８年度斑鳩町介護保険事業特別会計予算について、議案第２８号、平成１８年

度斑鳩町水道事業会計予算について、以上７議案を一括上程し、議題といたします。 

  初めに、審査の方法についてお諮りいたします。最初に一般会計について審査するこ

ととし、理事者から一般会計の総括説明と歳入全般についての説明を受けた後これに

対する質疑を行い、次に歳出については第１款から各款ごとに説明、質疑を順次行う

こととして一般会計の審査を行い、次に各特別会計の審査については会計ごとに全体

の説明を受けた後それぞれ質疑を行うことで審査を進めたいと思います。このような

順序で行っていきたいと思いますが、ご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○小野委員長 それでは、そのように進めてまいります。 

  初めに、議案第２２号、平成１８年度斑鳩町一般会計予算についての審査に入ります。 

  総括説明と歳入全般についての説明を求めますが、本会議初日に町長から施政方針に

ついて詳細な内容の説明を受けておりますので、この説明を受けていることを前提に

これと重複しない内容での説明を求めます。植村総務部長。 

○植村総務部長 それでは、議案第２２号、斑鳩町一般会計予算の総括説明をさせていた

だきます。 

  まず、議案書を朗読させていただきます。 

議案第２２号 平成１８年度斑鳩町一般会計予算について 

  標記について、地方自治法第２１１条第１項の規定により、別紙のとおり提出し、議

会の議決を求めます。 

  平成１８年３月２日提出 

斑鳩町長 小 城 利 重 

  それでは、一般会計予算書に基づきましてご説明をさせていただきたいと思います。 
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  初めに、本町の財政環境につきましてご説明を申し上げたいと思います。 

  本町の財政環境は、歳入面につきましては、町民税において日本経済が民間需要中心

に緩やかな改善を示し、景気回復による雇用・所得環境の改善が見込まれていること

や配偶者特別控除上乗せ分の廃止、生計同一の妻への本則課税、老年者控除の廃止な

どの税制改正により増収が見込まれる回復の兆しが見えております。 

  しかしながら、基幹的な一般財源であります地方交付税や固定資産税が、地方交付税

では地方交付税改革に伴う交付税総額の抑制、固定資産税にありましては１８年度評

価替えにより在来分の家屋が減価することや土地についても本町の地価が平均４．

７％下落したことが影響したことから引き続き減収しており、さらには地方交付税の

振り替えである臨時財政対策債も大幅に減額されるなど主要一般財源収入の減少傾向

に歯止めがかからない状況にあります。 

  一方、歳出面におきましては、少子・高齢社会の進展に対応した社会保障関連経費の

増加や障害者自立支援法の施行に伴う新たな取り組み、本町の課題でありますＪＲ法

隆寺駅周辺整備をはじめとする都市基盤整備への対応、本町の責務である史跡藤ノ木

古墳や史跡中宮寺跡の整備など文化財の保存・継承への取組みなど、各分野において

相当額の財政需要が生じております。さらには、安全・安心の町づくりなど時代の変

化に即した新たな施策の展開も求められております。 

  そうしたことから平成１８年度におきましても引き続き大幅な財源不足が生ずる厳し

い状況となってございます。このため職員総数の抑制、町三役・教育長の給料の抑制、

部課長及び課長補佐の管理職手当の抑制などによる人件費の抑制や内部管理経費を中

心とした事務事業経費の縮減、さらには団体運営補助金等の補助金の見直しを行うと

ともに臨時財政対策債、減税補てん債などの特例的な町債を発行するなどして収支の

均衡に努めておるところでございます。 

  しかしながら、これら対応だけでは収支の均衡を図ることは難しく、なお不足する財

源につきましてはやむを得ず公共施設整備基金や都市計画事業整備基金、藤ノ木古墳

整備基金などの目的基金の活用に加え財政調整基金の取崩しを行い、収支の均衡を図

ったところでございます。 

  このように基金の取崩しによって対応する厳しい財政環境でありますが、「第３次斑

鳩町総合計画」に掲げた主要施策の着実な推進と、今求められている行政課題に果敢

に取組むため、限られた財源を真に必要な優先度の高い施策・事業に優先的に配分し、
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予算を編成したところでございます。 

  以上、簡単でございますが、本町の財政環境についての説明とさせていただきます。 

  それでは、お配りいたしております一般会計予算書の１ページをお開きいただきたい

と思います。 

  初めに、予算総則につきまして朗読をさせていただきます。 

平成１８年度斑鳩町一般会計予算 

  平成１８年度斑鳩町一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

  （歳入歳出予算） 

  第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８６億円とする。 

  ２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。 

 （債務負担行為） 

  第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる

事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

  （地方債） 

  第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債

の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

  （一時借入金） 

  第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、１５億円と定める。 

  （歳出予算の流用） 

 第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

  （１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係

る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

平成１８年３月２日提出  

斑鳩町長 小 城 利 重 

  次に、予算総則に定めました「債務負担行為」と「地方債」の内容につきましてご説

明を申し上げます。９ページをお開きいただきたいと思います。 

  はじめに、債務負担行為についてでございますが、第２表、債務負担行為として、債
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務負担行為にかかります事項、期間及び限度額について定めております。 

  債務保証では、斑鳩町土地開発公社が資金調達として金融機関から借り入れます資金

の債務保証額を定めております。その期間につきましては平成１８年４月１日から平

成１９年３月３１日とし、限度額は３０億円と定めてございます。 

  次に、債務負担行為でありますが、平成１９年度から導入を予定しております「学校

給食調理・洗浄業務委託契約」にかかります債務負担行為、そして斑鳩町土地開発公

社に依頼しております都市計画道路事業用地取得等に係る事業の債務負担行為を定め

ております。 

  「学校給食調理・洗浄業務委託契約」では、債務負担行為の期間を平成１９年１月１

日から平成２２年３月３１日とし、限度額は３，１５０万円と定めております。 

  本ページの「都市計画道路事業用地取得」から次のページ、「（仮称）文化財活用セ

ンター事業用地取得」までは斑鳩町土地開発公社に依頼しております用地取得にかか

る債務負担行為を定めてございます。その期間につきましてはそれぞれにおきまして、

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日とし、限度額は都市計画道路事業用地

取得では４億４００万円、都市計画道路代替用地取得では６億４，８００万円、道路

新設改良事業用地取得では２億４，４００万円と定めております。それでは１０ペー

ジに移りまして、法隆寺駅周辺整備事業用地取得では６億５，７００万円、（仮称）

総合福祉会館事業用地取得では１億９，７００万円、町単独土地改良事業用地取得で

は１，０００万円、（仮称）文化財活用センター事業用地取得で３，９００万円とそ

れぞれ定めてございます。 

  それでは、１１ページにお移りいただきたいと思います。地方債についてでございま

す。第３表、地方債として、起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法

について定めてございます。その内容についてご説明をさせていただきます。 

  恐れ入りますが、予算書の４０ページから４１ページをお開きいただきたいと思いま

す。初めに、第１目の民生債でございます。総合福祉会館建設事業債といたしまして、

（仮称）総合福祉会館の建設にかかります町債２，９７０万円を計上いたしておりま

す。これについては起債充当率７５％、交付税の措置率は５２．３％を見込んでござ

います。 

  次に、第２目の農林水産業債であります。土地改良事業債として農道整備等にかかり

ます町債２，３１０万円を計上いたしております。これについては資金手当として借
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入れるものでございまして、起債充当率は７５％となってございます。 

  次に、第３目の土木債であります。地方特定道路整備事業債といたしまして法隆寺線

整備事業にかかります町債８，７００万円を計上いたしてます。これにつきましては

起債充当率１００％、交付税の措置率は一部資金手当として借り入れる分を除きまし

て３０％を見込んでございます。また、まちづくり事業債として、（仮称）文化財活

用センター整備、ＪＲ法隆寺駅周辺整備事業等にかかります町債５，８２０万円を計

上いたしております。これらについては起債充当率は７５％、交付税の措置率は７．

５％を見込んでございます。ＪＲ法隆寺駅周辺整備事業債といたしましては、ＪＲ法

隆寺駅の駅舎橋上化等にかかります町債４億３，９１０万円を計上いたしております。

これらについては起債充当率は７５％または１００％でございます。交付税措置率に

つきましては一部資金手当として借り入れますものを除きまして２２．５％を見込ん

でございます。 

  次に、第４目の臨時財政対策債でありますが、引き続き地方負担分の地方一般財源の

不足に対処するため、地方財政法第５条の特例といたしまして発行される臨時財政対

策債３億３，１７０万円を計上してございます。この臨時財政対策債の元利償還相当

額については、その全額が後年度地方交付税の基準財政需要額に算入されることとな

ってございます。 

  最後に、第５目の減税補てん債でございますが、恒久的減税の実施に伴う減収の一部

に対処するため地方財政法第５条特例といたしまして発行するものでございまして、

４，０１０万円を計上いたしております。 

  これらの町債を合わせました合計額は１０億８９０万円となり、前年度の予算額と比

較いたしまして１億７，９５０万円、１５．１％の減となってございます。 

  予算書の１６９ページをお開きいただきたいと思います。地方債残高の見込みについ

てでございますが、平成１８年度末の一般会計における地方債残高見込み額につきま

しては、一番右上でありますが、８７億１，７０７万８，０００円となる見込みでご

ざいます。上水道事業、公共下水道事業合わせました残高合計につきましては一番右

下の１７０億２６７万９，０００円となる見込みとなってございます。 

  続きまして、一般会計歳出予算にかかります総括説明をさせていただきます。歳出予

算の各費目の詳細につきましては後ほど各担当部長から説明をさせていただくことに

なりますが、私の方からは簡単に予算の目的別に沿って前年度の予算額との比較、予
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算の財源内訳及びその主な取り組み、そして性質別の主な増減についてご説明を申し

上げたいと思います。 

  それでは、予算書の１５ページをお開きいただきたいと思います。はじめに、第２款

の総務費につきましては８億８，２７２万４，０００円を計上いたしております。前

年度と比較いたしまして４５１万５，０００円、０．５％の増額となっております。

予算の財源内訳につきましては、国・県支出金で４，９６５万５，０００円、その他

で４，４４６万３，０００円、一般財源で７億８，８６０万６，０００円となってご

ざいます。 

  その主な取り組みにつきましては、地域集会所施設整備の支援で１，０３８万９，０

００円、職員研修の実施で１０１万３，０００円、文化振興財団への支援で１，２７

９万６，０００円、男女共同参画社会づくりの推進で１１２万６，０００円、女性総

合相談の実施で５０万円、宝くじまちの音楽会の開催で７０万円、町制６０周年記念

式典の開催で４００万円、地域防犯の推進で８９万３，０００円、青少年健全育成の

推進で２１８万６，０００円をそれぞれ計上いたしております。 

  次に、第３款の民生費につきましてでございますが、１７億９，３１４万７，０００

円を計上いたしております。前年度と比較いたしまして８，６０５万２，０００円、

５％の増額となってございます。予算の財源の内訳につきましては、国県支出金で４

億３，５０２万１，０００円、地方債で２，９７０万円、その他で１億２，８３１万

６，０００円、一般財源で１２億１１万円となってございます。 

  その主な取り組みにつきましては、社会福祉協議会との連携で３，９５０万円、高齢

者優待券交付事業など高齢者福祉の推進で２億４，６４５万５，０００円、医療費の

助成で１億２，２９７万４，０００円、人権問題の啓発で１３３万７，０００円、障

害者自立支援事業など障害者福祉の推進で２億５，３３９万２，０００円、介護保険

事業への支援で２億２，６４１万円、（仮称）総合福祉会館の建設では４，０００万

円、児童手当の給付で１億５，７８２万９，０００円、保育体制の充実など児童保育

の推進で３億２，３０２万４，０００円をそれぞれ計上いたしております。 

  次に、第４款の衛生費でございます。８億２，１６１万６，０００円を計上いたして

おります。前年度と比較いたしまして１億１７０万７，０００円、１１％の減額とな

ってございます。予算の財源内訳は、国・県支出金で２，３２０万３，０００円、そ

の他で７，４０５万９，０００円、一般財源で７億２，４３５万４，０００円となっ
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ております。 

  その主な取り組みでございますが、愛と輝き夢フェスタの開催で１２６万円、高齢者

インフルエンザ予防接種などの感染症予防の対策では３，４８６万４，０００円、乳

児健診など母子保健の推進で６６３万３，０００円、基本健康診査などの健康づくり

の推進で５，６４６万５，０００円、ＩＳＯ１４００１の推進・啓発などの環境対策

で２４０万４，０００円、ごみ処理・し尿処理で５億１，３８８万円などをそれぞれ

計上いたしております。 

  次に、第５款の農林水産業費につきましては１億２，６３５万８，０００円を計上い

たしております。前年度と比較いたしまして１，００８万４，０００円、７．４％の

減額となっております。その予算の財源内訳でございますが、国・県支出金で８７３

万８，０００円、地方債で２，３１０万円、その他で２，１６９万３，０００円、一

般財源で７，２８２万７，０００円となっております。 

  その主な取り組みでございますが、産業フェスティバルの開催など農業振興で３７８

万３，０００円、農道等の土地改良事業への対応で６，４４４万３，０００円、生産

調整推進対策の推進で５４５万５，０００円、遊休農地解消総合対策の推進で７７万

５，０００円、里山林機能回復の推進で５１万６，０００円などを計上いたしており

ます。 

  次に、第６款の商工費についてでございます。１億５１３万７，０００円を計上いた

しております。前年度と比較いたしまして６３万２，０００円、０．６％の減額とな

っております。予算の財源内訳につきましては、国・県支出金で２８３万円、地方債

で２９０万円、その他で１，０６５万円、一般財源で８，８７５万７，０００円とな

ってございます。 

  その主な取り組みでございますが、シルバー人材センターの充実で１，０４３万円、

商工会に対する支援で１，２００万円、債務保証による支援体制の整備で３００万円、

観光協会に対する支援で８５５万円、木造世界遺産の活用で１５０万円、斑鳩の里ふ

るさと秋祭りの開催や観光ルートサインの設置などの歴史街道ネットワーク事業への

取組みで８６０万７，０００円、観光自動車駐車場内のトイレ改修で５１２万５，０

００円などを計上いたしております。 

  次に、第７款の土木費でございます。２０億８４７万１，０００円を計上いたしてお

ります。前年度と比較いたしまして１億４，２２８万２，０００円、７．６％の増額
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となっております。予算の財源内訳は、国・県支出金で１億１，８０５万３，０００

円、地方債で５億４，７１０万円、その他で３億４，４９２万１，０００円、一般財

源で９億９，８３９万７，０００円となっております。 

  その主な取り組みについてでございますが、道路環境の整備で４，５８４万２，００

０円、道路の新設改良で２億６，１６８万円、水路等の河川改修で３，８２０万円、

法隆寺線の整備で１億３，２００万円、公共下水道事業への支援で３億３，１８２万

１，０００円、景観形成作物の栽培で３１１万５，０００円、ＪＲ法隆寺駅周辺整備

の推進で９億９，６１７万５，０００円などをそれぞれ計上いたしております。 

  次に、第８款の消防費でございます。３億３，１０７万８，０００円を計上いたして

おります。前年度と比較いたしまして３４８万８，０００円、１．１％の増額となっ

ております。予算財源の内訳につきましては、その他で１２万円、一般財源で３億３，

０９５万８，０００円となってございます。 

  その主な取り組みでございますが、西和消防組合との連携で２億９，０４３万４，０

００円、消防団の運営で１，９３０万３，０００円、災害物資の備蓄で２８０万円、

避難所施設の充実で３１０万円、防災ハザードマップの作成で９０万円などをそれぞ

れ計上いたしました。 

  次に、第９款教育費についてでございます。９億８，７５０万８，０００円を計上い

たしております。前年度と比較いたしまして１億６，０１８万３，０００円、１４％

の減額となってございます。予算の財源内訳につきましては、国・県支出金で１億４，

１９６万３，０００円、地方債では３，４３０万円、その他で６，０１２万４，００

０円、一般財源で７億５，１１２万１，０００円となってございます。 

  その主な取り組みでございますが、小・中学校講師の配置で１，８９２万９，０００

円、小・中連携教育の調査研究で７０万円、「子ども安全安全メール」の配信で６４

万円、学校校舎の耐震補強で１，１００万円、新規格机・いすの導入で６２１万円、

学校図書の整備で４２８万８，０００円、総合的な学習の推進で１５０万円、日本伝

統文化の学習で６４万円、斑鳩の里文化芸術祭の開催で１５７万４，０００円、（仮

称）文化財活用センターの整備で８，０８５万円、町内遺跡の発掘調査・保存で３９

０万２，０００円、史跡藤ノ木古墳整備で６，１５０万１，０００円、史跡中宮寺跡

の整備で６，６１５万８，０００円、法隆寺若草伽藍跡歴史講演会の開催で２０万円、

図書館サービスの充実で１，１５６万３，０００円、町立図書館蔵書の充実で１，９
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００万円、小・中学校、町民プール、スポーツセンターへの自動体外式除細動器の導

入で５７万４，０００円などをそれぞれ計上いたしております。 

  最後に、第１１款の公債費についてでございます。１３億９，８８２万円を計上いた

しております。前年度と比較いたしまして１，９６８万７，０００円、１．４％の増

額となってございます。予算の財源内訳につきましては、国・県支出金で２，４５０

万９，０００円、その他で１，８８７万７，０００円、一般財源で１３億５，５４３

万４，０００円となっております。平成１４年度及び１５年度に発行いたしました臨

時財政対策債、平成１５年度に発行いたしました中宮寺跡史跡用地購入事業債にかか

ります元金償還が始まったことから増額となってございます。 

  続きまして、歳出予算の性質別の状況につきましてご説明申し上げます。恐れ入りま

すが、平成１８年度予算関係参考資料の１３ページ、一般会計性質別明細書により大

きく増減のありましたものを中心に前年度との比較でご説明をさせていただきたいと

思います。 

  はじめに、義務的経費でありますが、３５億５，３７０万円となってございます。前

年度と比較いたしまして２，３３７万円、０．７％の減となっております。人件費に

つきましては、職員総数の抑制、町三役、教育長の給料の抑制、部課長及び課長補佐

の管理職手当の抑制などにより前年度と比較いたしまして１億２０万４，０００円、

５．８％の減となっておりますが、扶助費が児童手当の拡充や高齢社会の進展により、

また公債費では平成１４年度及び１５年度に発行した臨時財政対策債、平成１５年度

に発行いたしました中宮寺跡史跡用地購入事業債にかかります元金償還がはじまった

ことからそれぞれ増となってございます。 

  次に、経常的経費でございますが、３１億９，８４６万円となってございます。前年

度と比較いたしまして７，６２２万９，０００円、２．３％の減となってございます。

経常的経費のうち物件費につきましては内部事務経費の見直しやごみ処理業務等委託

料の縮減が図れたことなどによりまして前年度と比較いたしまして１億９万６，００

０円、６．４％の減となっております。また、補助費等では団体運営補助金等の補助

金の見直しなどにより、５５２万５，０００円、０．８％の減となってございます。 

  一方、繰出金につきましては、公共下水道事業特別会計繰出金では事業加入負担金や

使用料収入の増加が引き続き見込めることから前年度と比較いたしまして８３９万１，

０００円、２．５％の減、また国民健康保険事業特別会計繰出金が県補てん制度の廃
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止等により前年度と比較して１，３１４万２，０００円、６．９％の減となったもの

の介護保険事業、老人保健などの社会保障関係への繰出金が増加したことから２，７

４１万６，０００円、３．１％の増となっております。 

  最後に、投資的経費につきましては１７億８，３７１万６，０００円となっておりま

す。前年度と比較いたしまして４，５７２万６，０００円、２．６％の増となってお

ります。これにつきましては中宮寺跡史跡用地購入事業にかかります事業費は減とな

ったものの、ＪＲ法隆寺駅周辺整備事業費の増や史跡藤ノ木古墳整備事業、（仮称）

文化財活用センター整備事業への取り組みによるものでございます。 

  以上、簡単ではありますが、歳出予算にかかります総括説明とさせていただきます。 

  続きまして、歳入予算の内容についてご説明を申し上げます。一般会計予算書の１６

ページをお開きいただきたいと思います。あわせまして予算関係資料の４ページから

１０ページにかけまして税目ごとの積算の内容を添付しておりますので、あわせてご

らんいただきたいと思います。 

  はじめに、第１款の町税についてでございます。町税全体につきましては２８億６，

７５０万円を計上いたしております。前年度の予算額と比較いたしまして１億１，９

９０万円、４．４％の増となってございます。引き続き課税客体、課税標準等の的確

な把握、着実な滞納整理を図り、その確保を図ってまいりたいと考えております。 

  それでは税目ごとに説明させていただきますと、第１項の町民税については景気回復

による雇用・所得環境の改善が見込まれていることや、配偶者特別控除の上乗せ分の

廃止、生計同一の妻への本則課税、老年者控除の廃止などの税政改正により増収が見

込まれることから、前年度の予算額と比較し１億７，２８０万円、１４％の増を見込

んでおりまして、１４億６７０万円を計上いたしております。 

  次に、第２項固定資産税については、１８年度評価替えにより在来分家屋が減価する

ことや本町の地価が引き続き下落していることが影響して減収となっておりますこと

から前年度の予算額と比較いたしまして５，２４０万円、４．５％減の１１億８７０

万円を計上いたしております。 

  次に、１７ページでございます。第３項の軽自動車税につきましては課税台数の増加

によりまして増収が見込まれることから前年度予算額と比較いたしまして１２０万円、

３．８％増の３，２８０万円を計上いたしております。 

  次に、１８ページ、第４項のたばこ税についてでございます。税制改正により増収が
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見込まれることから前年度の予算額と比較し５００万円、２．６％増の１億９，９０

０万円を計上いたしております。 

  第５項の都市計画税につきましては、固定資産税と同様の理由により減収となります

ことから前年度の予算額と比較いたしまして６７０万円、５．３％減の１億２，０３

０万円を計上いたしております。 

  次に、１９ページの第２款の地方譲与税についてでございます。地方譲与税全体では

２億７，４１０万円を計上いたしております。前年度の予算額と比較いたしまして９，

６１０万円、５４％の増となっております。 

  第１項の所得譲与税につきましては、国庫補助負担金改革に伴いまして所得税から個

人住民税の分割的な税源移譲を実施するまでの間の暫定措置といたしまして所得譲与

税による税源移譲が実施されますことから前年度と比較いたしまして９，５４０万円、

９５．１％増の１億９，５７０万円を計上いたしております。 

  第２項の自動車重量譲与税におきましては５，８００万円、第３項の地方道路譲与税

では２，０４０万円をそれぞれ計上いたしております。これらにつきましては平成１

７年度の譲与見込額をもとに地方財政計画等に基づいて算定したものでございます。 

  続きまして、２０ページでございます。第３款の利子割交付金でございます。預金利

子の低迷等により前年度の予算額と比較いたしまして１，０００万円、３０．３％減

の２，３００万円を計上いたしております。 

  次に、第４款の配当割交付金につきましては１，４００万円を計上いたしております。

前年度の予算額と比較いたしまして６０万円、４．１％の減となっております。これ

につきましては平成１７年度の交付見込額をもとに地方財政計画等に基づいて算定し

たものでございます。 

  次に、第５款株式等譲渡所得割交付金については１，１００万円を計上いたしており

ます。前年度の予算額と比較いたしまして７６０万円、２２３．５％の増となってお

ります。これにつきましても平成１７年度の交付見込額をもとに地方財政計画等に基

づいて算定したものでございます。 

  次に、２１ページでございます。第６款の地方消費税交付金についてでございます。

景気回復により個人消費等の改善が見込まれることから前年度の予算額と比較いたし

まして６３０万円、３．３％増の１億９，６３０万円を計上させていただいておりま

す。 
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  次に、第７款のゴルフ場利用税交付金についてでございますが、等級の引下げがござ

いましたこと等によりまして前年度の予算額と比較いたしまして８００万円、２０％

減の３，２００万円を計上いたしております。 

  次に、２２ページにお移りいただきたいと思います。第８款の自動車取得税交付金で

ございます。４，６８０万円を計上いたしております。前年度の予算額と比較いたし

まして１９０万円、４．２％の増となっております。これにつきましては平成１７年

度の交付見込額をもとに地方財政計画等に基づいて算定いたしております。 

  次に、第９款の地方特例交付金についてでございます。地方特例交付金につきまして

は恒久的な減税の実施による地方税の減収の一部を補てんするために交付されるもの

でありまして、前年度の予算額と比較いたしまして２，０６０万円、１８．１％減の

９，３２０万円を計上いたしております。 

  続きまして、第１０款地方交付税についてでございます。新年度につきましては２１

億３，１００万円を計上いたしております。前年度の予算額と比較し１億２，７００

万円、５．６％の減となっております。普通交付税につきましては交付税総額の抑制

や基準財政需要額に算入される事業費補正分等の減によりまして前年度と比較いたし

まして１億２，７００万円、６．４％減の１８億５，１００万円、また特別交付税に

あっては本町の特殊事情でございますＪＲ法隆寺駅駅舎橋上化事業や文化財の保全・

継承にかかります財政需要を勘案いたしまして昨年度と同額の２億８，０００円を計

上いたしております。 

  恐れ入りますが、予算関係参考資料の１１ページをお開きいただきたいと思います。

この表につきましては、平成１８年度地方交付税交付見込額算出表といたしまして平

成１７年度交付決定額との状況を比較したものでございます。普通交付税については

平成１７年度交付決定額との対比で１億７，７０６万５，０００円、８．７％の減と

なっております。 

  恐れ入りますが、一般会計予算書の２３ページに戻っていただきたいと思います。第

１１款の交通安全対策特別交付金についてでございます。交通安全対策特別交付金に

ついては４６０万円、前年度の予算額と比較いたしまして４０万円、９．５％増を見

込んでございます。これにつきましては平成１７年度の交付見込額をもとに国におけ

る交付金計上額の伸び率に基づいて算定いたしたものでございます。 

  次に、第１２款、分担金及び負担金についてであります。前年度予算額と比較いたし
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まして１７５万６，０００円、１．６％の減の１億５３９万８，０００円を計上いた

しております。 

  はじめに、第１項の分担金については、農林水産業費分担金といたしまして農道整備

等の土地改良事業にかかります分担金１，４６８万３，０００円を計上いたしており

ます。 

  次、２４ページに移ります。第２項の負担金についてでございます。新年度は９，０

７１万５，０００円を計上いたしております。前年度の予算額と比較いたしまして２

４万２，０００円、０．３％の減となっております。その主な内訳は民生費負担金で

保育園の保育料８，５５１万２，０００円、老人福祉施設措置費負担金４８１万円な

どとなってございます。 

  次に、２５ページに移ります。第１３款の使用料及び手数料についてでございます。

前年度予算額と比較いたしまして５６８万２，０００円、２．４％増の２億３，８８

５万２，０００円を計上いたしております。 

  はじめに、第１項の使用料については２５ページから２６ページにかけて記載いたし

ておりますが、各公共施設の使用料、幼稚園の保育料といたしまして１億５，５９７

万３，０００円を計上いたしております。前年度の予算額と比較いたしまして９９万

２，０００円、０．６％の増となっております。 

  次に、第２項の手数料については２６ページから２７ページにかけてに記載いたして

おります。ごみ処理・し尿処理手数料をはじめ各種証明手数料など８，２８７万９，

０００円を計上いたしております。前年度予算額と比較いたしまして４６９万円、６．

０％の増となってございます。 

  次に、２８ページにお移りいただきたいと思います。第１４款の国庫支出金でござい

ます。国庫支出金全体では４億７，７８７万９，０００円を計上いたしております。

前年度の予算額と比較いたしまして７，９９３万３，０００円、１４．３％の減とな

ってございます。 

  その主な内訳でございますが、第１項の国庫負担金では被用者児童手当負担金、非被

用者児童手当負担金が「三位一体の改革」に伴って県に税源移譲されることにより、

減額となるものの、私立保育園における広域保育委託に係ります保育所運営費負担金、

自立支援給付費等にかかります障害福祉費負担金が増額となりますことから前年度予

算額と比較いたしまして１，６５３万８，０００円、９．２％増の１億９，６１４万
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７，０００円の計上となってございます。 

  一方、第２項の国庫補助金につきましては、（仮称）文化財活用センター整備、ＪＲ

法隆寺駅周辺整備等に活用しますまちづくり交付金、史跡藤ノ木古墳等の整備にかか

ります保存整備費等補助金、史跡中宮寺跡の整備にかかります史跡等購入費補助金が

増額となるもののＪＲ法隆寺駅自由通路等の整備に活用いたします交通安全施設等整

備事業費補助金が減額となりましたことから前年度の予算額と比較いたしまして９，

６８７万６，０００円、２６．１％の減の２億７，３６８万６，０００円の計上とな

ってございます。 

  次に、３０ページにお移りいただきたいと思います。第３項の国庫委託金であります。

国民年金事務取扱交付金の増によりまして前年度の予算額と比較いたしまして４０万

５，０００円、５．３％の増の８０４万６，０００円の計上となってございます。 

  続きまして、第１５款の県支出金であります。県支出金全体では３億２，６０９万３，

０００円を計上いたしております。前年度の予算額と比較いたしまして２，２２２万

２，０００円、７．３％の増となっております。 

  その主な内訳につきましては、第１項県負担金で国庫負担金と同様事由によりまして

保育所運営費負担金、障害福祉費負担金が増額となったことや被用者児童手当負担金、

非被用者児童手当負担金が「三位一体の改革」に伴いまして県に税源移譲され、県か

ら交付されることから４，９８０万５，０００円、２８．５％増の２億４，４７０万

８，０００円の計上となってございます。 

  次は、３１ページから３３ページにつけて記載しております第２項の県補助金でござ

いますが、県単独土地改良事業費補助金、保存整備費等補助金、史跡等購入費補助金

が増額となったものの障害福祉に係ります補助金が障害者自立支援法の施行に伴って

減額となりますことから２，３７３万２，０００円、２０．７％減の９，１１５万７，

０００円の計上となっております。 

  また、第３項県委託金では、県議会議員選挙の準備等にかかります選挙費委託金が増

額となるものの国勢調査事務市町村交付金が減額となりますことから３８５万１，０

００円、２７．４％減の１，０２２万８，０００円を計上いたしております。 

  次に、３４ページでございます。第１６款の財産収入であります。第１項の財産運用

収入といたしまして普通財産の貸付けに伴います使用料と各基金にかかります利子で

６８万円を計上いたしております。 
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  次に、３５ページの第１７款寄附金については名目予算のみの計上といたしておりま

して、１，０００円を計上いたしております。 

  次に、第１８款の繰入金でございます。新年度は５億５１０万６，０００円を計上い

たしております。前年度の予算額と比較いたしまして１億４，１００万円の増となっ

ております。 

  第１項基金繰入金で内部努力を行う一方、臨時財政対策債、減税補てん債などの特例

的な地方債なども活用しながら収支の均衡を努めましたが、なお不足する財源につい

てやむを得ず財政調整基金から１億４，０００万円、ＪＲ法隆寺駅周辺整備の財源と

いたしまして公共施設整備基金から１億７，０００万円、公共下水道特別会計繰出金

の財源といたしまして都市計画事業整備基金から１億７，０００万円、史跡藤ノ木古

墳整備の財源といたしまして藤ノ木古墳整備基金から２，０００万円の基金繰入金を

計上いたしてございます。 

  次に、３６ページでございます。第１９款繰越金についてでございます。平成１７年

度予算の執行を見る中で２億円を計上させていただいております。 

  次に、第２０款諸収入についてでございます。諸収入全体では４，３５９万１，００

０円を計上いたしております。前年度の予算額と比較いたしまして３５８万９，００

０円、７．６％の減となっております。 

  第１項延滞金加算金及び過料については、町税の滞納に係ります延滞金８０万円を計

上いたしております。 

  第２項町預金利子については、歳計予算に係ります預金利子１万円を計上いたしてお

ります。 

  次、３７ページにお移りいただきたいと思います。第３項の貸付金元利収入につきま

しては、福祉医療費資金貸付金にかかります元金収入３６０万円を計上いたしており

ます。 

  第４項受託事業収入につきましては、広域保育受託料６９６万４，０００円、発掘調

査受託料４３９万円をそれぞれ計上いたしております。 

  第５項の雑入につきましては、３７ページから４０ページに記載いたしておりますが、

その主な内訳についてでございます。３８ページでは雇用保険料の納付金として１５

４万９，０００円、保育園職員給食費負担金として２６１万４，０００円、３９ペー

ジでは職員駐車場使用料６５８万８，０００円、土地改良施設維持管理適正化事業費
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交付金で６８４万円、市町村振興宝くじ交付金で２８２万５，０００円をそれぞれ計

上いたしております。 

  ４０ページの第２１款町債については、先ほど説明をさせていただいておりますので、

ここでの説明は省略とさせていただきます。 

  以上をもちまして一般会計予算の総括説明とさせていただきます。よろしくご審査の

方お願いを申し上げます。 

○小野委員長 それでは、一般会計についての総括説明と歳入全般についての説明が終わ

りましたので、これに対する質疑をお受けいたします。里川委員。 

○里川委員 幾つかお尋ねしたいことがあるんですが、まず予算書９ページにあります債

務負担行為のところで、先ほども説明がありました学校給食調理・洗浄業務の委託契

約なんですが、これ１９年１月１日からということで、そして３年３カ月になってる

わけなんですけれども、この年度途中からされるということと、そして契約の方が３

年３カ月というのをどういうふうに私も判断したらいいのかなということでよくわか

らなかったんです。その辺のところを年度途中と３年３カ月というふうな決定された

経過ですね、ここのところはぜひ聞いておきたいなというふうに思っているところで

す。とりあえず１つずつ。 

○小野委員長 野﨑教育委員会総務課長。 

○野﨑教委総務課長 ただいまご質問の債務負担行為の学校給食調理・洗浄業務の委託契

約につきまして１９年の１月１日ということ、年度途中であるということでございま

すけれども、これにつきましては正職員の退職が今後続く上、退職の不採用によりま

して人員職員の確保難しい現状であり、より安定した人員を確保する必要があること

から現在の自校調理方式を維持しながらより安定した人員を確保して安心した給食を

実施するために１９年度から学校給食の調理・洗浄業務の民間委託の導入を取り入れ

まして、正職員の退職にあわせまして学校栄養職員が配置されております学校から順

次実施していくということで、４月１日からの導入になりますので、その間、契約を

１月にいたしまして、２月、３月の間に、学校が始まりますまでの間に業者の方で事

前にそういう衛生面の教育指導、それから調理員に対します現場での実際的な調理を

していただいて、さらには学校での試食会等もあわせながら４月導入に向けて万全な

体制をとるということで１８年度中で契約させていただくということでお願い。一応

２２年の３年契約ということで決めさせていただきまして、他市町村の実施、八尾市
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とか柏原市等でも一応３年契約という形でやられておりまして、そちらの事例も考慮

させていただきまして一応３年契約でさせていただきたいいうことでお願いさせてい

ただいておるところであります。 

○小野委員長 里川委員。 

○里川委員 今の説明で年度途中の方はわかりましたけれども、３年というのは他の市町

村の事例などを参考にしてということなんですけれども、いきなりと言うたらおかし

いんですが、そういう初めてこういうことを委託するということについて３年やって

本当に大丈夫なのかなというのが、我々から見るとちょっとその点が心配なんですが、

他の市町村の事例とおっしゃっておられたんですが、他の市町村もやっぱり初めて導

入されるときからもう大体こんな３年契約でされてるということなんでしょうか。 

○小野委員長 野﨑教育委員会総務課長。 

○野﨑教委総務課長 他市町村につきましても３年契約ということでやられているという

ことでございます。 

  それと契約でございますけれども、三者契約という形で、その会社がもし業務中に食

中毒なり起こした場合、もうすぐに明くる日から対処できないということになります

ので、それをかわって保証していただく、そのかわりに続いてやっていただくという

形での会社との契約も一応考えてまいりたい。それにつきましては八尾市の方でもい

ろいろ検討されてやられておるんで、そういうようなことも一応検討に入れながら契

約にしていきたいと考えております。 

  それとそういうことで１年契約ですとまた毎年毎年もし入札の結果で業者がかわるな

りということで、調理師さんとの人的な確保もある中でいろいろそういう調整つきに

くいということで一応３年契約という形で考えております。 

○小野委員長 里川委員。 

○里川委員 わかりました。また細かい点については別の機会にも聞かせていただきたい

というふうに思います。 

  続けてよろしいですか。 

○小野委員長 どうぞ。 

○里川委員 それと１つずつの項目で言うとなるとちょっと各部にまたがっていることな

ので、総括的な形で私ちょっと聞かせていただきたいと思ったのが、この予算の概要

で出していただいておりますものをずっと見させていただきましたら、去年の決算の
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ときに教育長と大分議論もさせていただきました人権教育にかかわるところなんです

けれども、総務部、そして住民生活部、教育委員会、そこにわたりましてこの予算の

概要のところで人権意識の高揚と書かれた後、人権教育、同和教育の推進ということ

でまたこういうふうに並べて書かれてる。並列、並べて書くということの意味が私よ

くわからなくて、決算のときにも言うと、やっぱり別のもんなんですか、そういう意

識をお持ちなんですかということで尋ねさせてもうたら、そうじゃないということで

おっしゃられたと思うんですけれども、どうもこれ総合計画から引っ張っておられて、

総合計画がこういうふうになってるということから、もう各部でそのままされてると

いうことについてちょっと疑問に感じております。この間ずっとそういうことを言っ

てきてるけれども、そういうところでは見直しが十分なされてない。 

  それとともに同じ内容のことなんですけれども、私たちは議会の委員会のあり方とか

いろんな研究をする中で、私は各部の分掌事務について調べさせていただいたんです。

一体分掌事務は各部でどれぐらいあるかと。現在の例規集から引っ張り出しますと、

ここでびっくりしたのは人権という言葉一個も出てこないんですよ、分掌事務、例規

集の中のね。それでここの概要書にあるような状態が例規集はもっとひどい状態にな

ってて、人権という言葉も出てこなくて、教育委員会の生涯学習課、そして福祉課、

そして観光産業課、ここで人権という言葉を使わずに、もう同和教育という言葉しか

入っていないということで、ちょっと驚いてます。その点につきまして、やっぱりも

う前から言ってることですし、斑鳩町の方針としてきちっと、この人権の問題かって

職員さんの中でも、そしてこういう文書類でも整理ができない、徹底できないという

ことであれば町民の皆さんにも決して徹底できるものではないというふうに私思って

るんですが、そこのところこの問題について再度、決算のときにももう私あれで決着

ついてると思ってたのに非常に残念なんですけど、各部にまたがりますので、ちょっ

とお聞きしたいと思います。 

○小野委員長 植村総務部長。 

○植村総務部長 ただいまご質問されておる関係につきましては、もとは総計の関係につ

きましてのまずありましたけども、これにつきましては１７年度末におきましては前

期実施計画は終了した。後期実施計画策定するということになってまいります中で、

そういった点については見直してまいりたいというふうに考えております。 

  それと分掌の関係につきまして、いろいろそういった関係出ております。いずれにい
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たしましてもこの地域改善等特別事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律につ

きましては平成１４年３月３１日で失効しております。といいましてもやはり同和問

題についてはすべて解決したということではございませんけれども、しかしながら人

権という基本的な中でもこれらの施策につきましても積み上げてきておりますことか

らご指摘の内容につきましては指摘してまいりたいと、そういうふうに考えておりま

すので、よろしくご理解のほどお願いいたします。 

○小野委員長 里川委員。 

○里川委員 例規集なんかも何度もいろいろ差しかえもあります。この３月議会終わりま

したらまたきっと差しかえなどもしていかないといけないような状況になってきます

ね。条例改正なんかもたくさんありますので。やっぱりその都度こういう点について

も気をつけて整理の方をぜひとも、現状に合ってるかどうかという確認ですね、この

ことについてはやっぱりきちっとやっていただきたいということを再度きちっとお願

いをしておきたいというふうに思います。総括的にはそれで結構です。 

○小野委員長 ほかにございませんか。 

  ないようですので、これをもって総括説明と歳入全般に対する質疑を終結いたします。 

  次に、一般会計予算の歳出について各款ごとに審査を進めます。 

  第１款議会費についての審査に入ります。 

  説明を求めます。浦口議会事務局長。 

○浦口議会事務局長 それでは、第１款の議会費の予算の状況について説明をさせていた

だきます。 

  予算に関する説明書の４２ページから４３ページにかけてでございます。本年度の予

算額につきましては、町議会の運営等に要する所要の額として１億５１３万５，００

０円を計上いたしました。前年度の予算額と比較しまして１億６１万８，０００円、

９．２％の減となっております。これは人件費において現在議員２名が欠員となって

いることにより前年度と比較しまして報酬で７１２万８，０００円、期末手当で２４

４万６，０００円、共済費で６７万７，０００円の減額となることが主な要因であり

まして、職員も含めた人件費総額では１，０２５万円の減額となっております。また、

物件費であります旅費、需用費、役務費等につきましても前年度より３６万８，００

０円の減額となっており、全体として縮減されたものとなっているところでございま

す。 
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  なお、４月から当分の間議員報酬を減額することとされておられますことから予算執

行の段階におきましては報酬で３４５万６，０００円、期末手当で１３５万１，００

０円、合計で４８０万７，０００円がさらに減額される予定でございます。 

  その他につきましては例年各委員会等におきまして行政視察研修が行われているとこ

ろでありますが、本年度も昨年度同様バス借り上げによります視察研修を行っていた

だきますよう、その所要額を計上いたしております。以上が本年度予算の主な内容で

ございます。 

  その他の費用につきましても議会活動に係ります通年の所要額をもって平成１８年度

議会費の予算計上とさせていただいております。 

  簡単でございますが、第１款議会費の説明とさせていただきます。よろしくご審議の

方お願いをいたします。 

○小野委員長 第１款議会費についての説明が終わりましたので、これに対する質疑をお

受けいたします。予算に関する説明書の４２ページから４３ページまでです。どうぞ。

松田委員。 

○松田委員 通常はこの予算審査の際に議会費についての質疑というのはなかったと思う

んですけど、あえて今回聞きたいと思うんです。議会は、少なくとも単独町制を施行

し、財政の健全化を図っていこうとする行政側の姿勢を評価をしながら、議会として

も経費の節減に努めたいという立場からそれぞれ検討をしてまいりました。そして議

員報酬と議員定数についても一定の結論を出して、その結論については理事者側も十

分にご承知だろうと思うんです。そうした立場から議員報酬などについては１８年度

から実施ということで具体的な条例改正案を提出をする段階になっています。 

  このことについて一体行政はどう評価をしてるんだろうかということについてであり

ます。私は、余りこのことについて行政は触れていないというふうに思うんですが、

私どもとしては議会の任務として常に言われているように団体の意思決定を行う意思

機関としての機能と、それから執行機関の監視を行う監視機関としての機能を損なう

ことがあってはならんという大前提に立っていることはご承知のとおりでありますし、

議会の任務はそこにあるというふうに考えています。そのことを損なわないために一

体どのようにして財政の健全化のために我々としては、議会は経費の節減を図ってい

くことができるのかという立場でいろいろ検討してまいりました。 

  議会の現状について、これは反省も含めて言えることかと思いますけれども、任意の
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反省の側面から眺めてみますといわゆる議員の構成が多様な民意を反映しているもの

ではないということ、あるいは住民参加の取組みが遅れているという指摘などがある

ことについても否定をいたしません。それから監視機能の面からも行政改革や公金支

出への関心が十分ではないという指摘のほか議員定数が多過ぎるとか報酬が高過ぎる

とか、あるいは透明性が低いなどの指摘のあることも十分承知をし、それらのことを

念頭に置きながら議会としても議会運営委員会で議長の諮問を受けながら慎重な討議

を続け、議会みずからの自主的な判断のもとで、あるいは抑制措置をとることにいた

しまして、それが今回の議員報酬の面であり、あるいは議員削減の一つの方向として

決定づけたものであるというふうに私は思っています。しかもこれは多数決で決める

ということではなくて議員の全体の意思決定として満場一致で決定されたものである

いうところに私は最大の意義を見出したいというふうに思うんです。 

  そこで、これらの決定について町が設定をされました住民検討会議の皆さん方を大変

中間報告でも出されておりまして、その中間報告は議員報酬が１５％カット、議員定

数は１６名を１０名にせよという関係での中間答申も出されていまして、そうした立

場から議会の決定については極めて不満であるという意思が表明されているようであ

りますけれども、それについて私は若干住民検討会議の討議がどうであったのかとい

うことについて十分承知をいたしておりませんので、この際その場所にご出席をいた

だいて補佐的な関係あるいは意見開陳など行われたという行政側なりその住民検討会

議に出席されました立場からの見解をお聞きをしたいと思うんですけども、我々とし

ては、議員報酬についてまず申し上げたいと思うんですけども、今日まで議会として

は費用弁償あるいは役職手当、政務調査費などについてはすべていわゆるご遠慮を申

し上げていくという立場をとって、できるだけ議員が歳費のほかにいろいろと諸手当

を受けてかなりな収入を得てるんではないかと言われるような批判のないようにして

いきたい。そして議会活動としては報酬一本やりであるという立場に立っての抑制措

置を講じながら、透明性を図りながら対応してきたというふうに思うんですが、この

辺についてはいわゆる検討会議などでどのように報告をし、このことが例えば推定を

しますといわゆる報酬の何％に該当するというふうに見られているのかどうかという

ことなどについて一体どのような説明とどのような理解が今日まで、他の議会が行っ

ているようないわゆる費用弁償をいまだに受けてるとか、あるいは役職手当を得てる

とか、あるいは政務調査費を支給を受けてるとかいう関係と比較してみて斑鳩町の場
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合もっと私は節減をしているというふうに思うんです。自主的な努力をして抑制措置

を講じてきてるというふうに思う。そういったことがどのように反映をされ、論議の

過程において認識をされたのか、その上に立って今回のような中間答申が出たという

ふうにお考えになってるのかどうか、そのことについてまず、いろいろ疑問に思いま

すので、できれば説明を得たいというふうに思うんです。 

  議員定数の関係ですが、議員定数の関係については中間答申でも言われてますように

常任委員会の最低数としてはやっぱり５名が必要であろうということについては認識

が一致してるようでありますけれども、だからといって１０名にするから５名の委員

会を２つの委員会にしなさいという関係になっているように思います。このことにつ

いて私どもも議員定数と常任委員会数との関係は密接不可分の関係にある。しかし、

冒頭申し上げましたような議会機能の設定、役割、任務から考えますとそれをおろそ

かにすることはできないということから、ただ単に減らせばいいということだけで済

ますわけにもいくまいということなどがありますし、さらにそういったことを解消す

るためには現行の地方自治法のいわゆる１０９条の１項の改正することを強く求めて

います。それは言うならば議員の複数常任委員会の所属制限の廃止を強く要請してい

るということであります。少なくともこのことが今、中央段階におきましても十分に

検討をされ、具体的な検討課題になっていて、近く我々の要望どおりにこの所属制限

の廃止が行われる動きにあるというふうにも推察をいたしています。とすればその時

点でもって我々としては当然に議会機能を果たしながら委員会構成などの十分の検討

を行うことができる。そしてその上に立って議会機能を安全に果たすことができるこ

とについての検討の余地が残されてくる、あるいは道が開けてくるいう一つの展望に

立っていることも疑いのない事実であります。 

  ところが地方自治法の関係では、今日まで議員定数については上限の定めをしていま

すが、下限についても撤廃をいたしました。しかし、これらについても今後検討して

いくかどうかということについての必要性は認めながらも、今日までの合併問題など

も念頭に置きながら２２年度までは一応そのままにします。その後の関係のあり方に

ついては今後検討していったらいいということも言われていることなどをも十分念頭

に置きながら、私どもとしては当面現行の自治法上許される範囲における取り扱いと

あわせて機能を損なわない立場に立って３つの常任委員会を堅持したい。そのために

どうしても必要なものはやっぱり議員定数にかかわりがあるということで、当面の措
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置として一応低減をしていることについて一体どうなのか。余りにも急速に１０名と

いうことを言われている。そのことについても全く否定するわけではないんですけれ

ども、そういう状況というもの、中・長期的展望に立って我々は議会機能をより充実

強化をされていくという展望に立っているという議会の姿勢というものが本当に正し

く理解されているのかどうかということについていささか物足りない感じがします。

この点について行政側としてはどのようにお考えになってるのかどうかということに

ついてぜひともこの際お聞かせをいただいておきたいと思いますし、今後さらにいわ

ゆる検討会議の皆さんに失望与えてもいけませんし、また誤解を与えてもいけません

し、我々の不信感をそこで助長することになってもいけないというふうに思うんです。

そういう立場からいくならば単にこの１８年度から実施をしようとする議会の報酬の

関係についての減額の措置などについても十分にその意図するところを少しはしてい

ただく必要があるのではないか、こういうような立場からあえてこの場所での発言を

させていただいて町側の見解を聞き、なおかつ町側としても検討会議に参加をしてお

いでになるわけですから、検討会議についてもその意図するところは十分に説明をし、

理解を得る中で行政側と議会がまさに車の両輪のごとく相切磋琢磨をして財政健全化

への方向を歩もうとするんだということの姿勢をこの際やっぱりはっきりする必要が

あるんではないか、こういうふうに私は思います。そういった立場からこの点につい

ての議会側がとってる態度あるいは検討委員会が示した条件、あるいは行政側が認識

してる状況などについてこの際明確にしながら、このことについてのより一層の混乱

を招くことのないような対応がぜひとも必要ではないか、こういうふうな観点からご

質問申し上げたいと思うんです。 

  特に先ほど説明がありましたように、今回の関係については単に欠員があるから欠員

のままで、それが不用額に上がったんだというふうな印象を受けるかのような予算の

説明の仕方では十分ではないというふうに私は思いますので、その辺についても十分

に議会が我が身の関係については全く切れが悪い、行政側についてだけ批判をしてい

る、ああでもない、こうでもないと言っているというふうに言われることについては

極めて心外でありますので、その点についてのどのようにご理解になってるかという

ことをまずお聞きをしておきたい、こう思います。以上です。 

○小野委員長 植村総務部長。 

○植村総務部長 ただいまご質問いただいた件でございますけども、住民会議の中におき
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ましては我々といたしましてはやはり議員の歳費を含めましたそういった関係の報酬

につきましては近隣市町村の関係等につきましてもつぶさに資料としてお出しさせて

いただきましていろいろの説明もさせていただく中でいろいろとその内容をご検討い

ただいたわけでございます。そうした中でおっしゃっておりますのは、やはり町長の

歳費がこの中間報告にありますように財政健全化に向けましての１５％削減というよ

うな方向を示されておる中で、やはり議会も地方公共団体等といわゆる地方自治法上

対等といいますか、車の両輪といいますか、そういったことである関係上、やはり人

件費の削減については基本的には同じような方向で進められたらいかがなもんかとい

うような関係もありまして１５％というような方針を示されたわけでございます。 

  それと定数の関係につきましては、これも松田委員の方からも申されておりますよう

に、やはり委員会制度についてはそれで是としていこうというような考え方にありま

して、その委員数につきましても５名が適当であろうというような関係でありました。

そうした中でやはりいわゆる委員会の数の設置の問題で現３委員会を２委員会にいう

ように合理的な運用はできないか、そうした方向ですればやはりその関係にいきます

と１０名というようなにできるだろうというようなことで考えられて提唱をされたと

いうようなものでございます。いずれにいたしましてもやはり財政の危機的な関係の

中で議会におかれましてもそういった面で鋭意努力されてることにつきましてはそれ

は評価をされておる中で、やはり今後より一層財政健全化を向けるにつきましてはそ

うした中で進めていただいたらより財政健全化が図れるだろうというような中で提唱

されたというふうになってございます。 

○小野委員長 松田委員。 

○松田委員 全く歯切れの悪い答弁だというふうに思うんです。議会が今日までとってき

た姿勢そのものについて具体的に説明をしていくというよりも近隣町村議会などとの

比較の面を常に出して議論がされてきたことも事実でありますし、今日やっぱりそう

いう姿勢でもって検討会議にも説明をされているように思います。 

  検討会議は具体的な内容検討したんだというふうに私はどうしてもこの中間報告から

読み取れません。少なくとも議員報酬の関係などについては町長が１５％減額するん

だから議会もしなさいよ、同じような任務を持ってるやないかという言い方でしか書

いていません。 

  しかし、定数の関係につきましても、いわゆる１０名にするんだから２つに、５名は
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必要でしょう、だから２つの委員会にしなさいよというような単純な関係で言ってい

て、なぜ、議会の機能と権能という関係についてどう認識をされているのかというこ

とについては全く触れられていません。むしろ私は、そのことの方が大事だと思うん

です。また一面では、冒頭申し上げましたように各界を本当に代表した議会になって

いるのかどうかということについても一般的に指摘されています。我々もそのことに

ついては否定をいたしません。しかし、それはいわゆる生きるための報酬というもの

はぜひとも保障しなければならない。その上に立って議会活動が十分に住民の期待に

こたえられるように唱えなければならん、決めてもらわなければならんという前提が

あるわけなんです。この前提というものを全く無視をした中間答申になって、減らせ

ばいいということだけに終わっていないのかどうか、どうしてもそのように思われて

仕方がない。またそれに拍車をかけるような説明をされてきたんではないのか。ある

いはそういうことについては検討会議の認識不足であるということを指摘したのかど

うかということについては、全くそういうことではないと思う。 

  あわせてさっき言われてるんですけど、この検討会議の内容を見ますと、いわゆる非

常勤特別職の報酬の値下げの問題についても触れられていますけど、これは全く先延

ばしにして十分結論を出している問題ではないわけなんです。しかし、非常勤の特別

職であることは現在の関係については議会もそのとおりだと。ところが議会の関係に

ついては、公選制を得ていますから、公選職であるという立場に立っての認識という

ものが全くないというふうに私は思うんです。しかし、そのことについても中央段階

では十分そのこと議論をする必要があるだろう。一般の非常勤の特別職の関係と、い

わゆる議会の特別職という関係については同一視して一つの条例決めることについて

も問題があるんではないか。位置づけを明確にすべきではないのか。その上に立って

判断をすべきではないかというふうにも指摘をされ、今議論をされているという関係

をどう見てるのかいうことが私はあると思うんです。そういう面から見てくると必ず

しも十分に意を決したものにはなっていないんではないか。 

  しかも今回の１８年度予算の議会関係を見る限りにおいて、２名の欠員があるから減

額になったんだという印象しか与えないような状態になってきているんではないか。

具体的に議会がそれなりに経費の節減なりを町側にも行政側にも求めてると同時に、

我々も努力をしてるという関係というものはどこにも出てこないいうことについてい

ささかやっぱり不満なんです。ですからそのことについてもっと議会と行政が、車の
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両輪であるとするなら、本当に名実ともに両輪であるという認識の上に立って対応す

べきではないのか。余りにも議会を便利使いしてはいけない。しかもまた議会に対し

て物を言いたい関係については第三者を通じて物を言わせるというふうな態度にとら

れるとするならば、それは決して皆さん方の本意ではないというふうに私は思うんで

す。その辺について意思の疎通を欠いていはしないのかというふうに思います。こう

いう関係については必ず問題が出てくるだろうということが検討会議を設置をする段

階の過程から私どもはいろいろ言ってきた。本当にそれだけの能力を持って審議をし

ていただくことができるのどうか。少なくとも行政側がアドバイスをし、こういう関

係について措置を、対応すべきではないかと考えているんで、そこもどうでしょうか

というふうな問題提起をするいう役割も必要になってくるだろういうことも指摘をし

ました。そうだというふうに皆さんも言いました。もしもそうであるならば、今回の

関係についてこの答申をこういう関係に誘導したのは行政側にあるんじゃないかとさ

え言いたくなる内容だというふうに私は思うんです。 

  だからそういう面からついてもう少しやっぱり、総括質疑で申し上げるべきだとは思

いましたけれども、少なくとも１８年度の予算編成、予算はこれから具体的に審議を

進めていきますけれども、私は自立町制を目指す財政健全化の元年であるというふう

に平成１８年度予算編成はとらまえていくべきだというふうに思っているんです。そ

ういう視点からいくならば今申し上げるような関係というものが極めて大事ではない

か。しかもそれを見過ごすことはできないんではないかいうように思うんです。この

点について一体どう思われるのかということについていま少し私は明確な対応、いわ

ゆる他を見て我が姿勢を見直すということも必要だとは思いますけれども、そのこと

を事例にするということじゃなくて、決して我々は他を見ているわけではない。その

ためにいわゆる費用弁償の関係みずから自主性のもとでカットしてる。 

  それからさらに役職手当の関係についても、そういうことは触れていない。あるいは

政務調査費の関係についてもみずからが努力をすることであって、それを金銭を出し

てもらうことによって勉強しなければならんというふうな関係よりもみずからが努力

をすることによってそういうことを今受ける必要がないというふうには返事をしてい

ますし、さらには視察などにつきましても県外視察の関係についても１泊２日に極力

抑制をする、さらに今後抑制をしていこうという姿勢をとってるいう関係について言

うならば、もういわゆる報酬一本やり、それ以外に何物も受けていませんという関係
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を透明性を明確にしながら対応してきている、こういう姿勢についてどう認識するの

かいうことが僕は行政側としても大事だというふうに思う。ところがこういう中間答

申が出ることによって一般的には我々が言うようないわゆる議会が持ってる任務、性

格という関係についておろそかにして、ただ安ければいい、減らせばいいいうことだ

けで終わっている、そのことについて拍手喝采をするかのような態度というものは許

されないんではないのか。しかもそのことについて私は答申は答申として結構だとい

うふうに思いますけれども、そのことによって結果、不満であるからといって我々を

追及し、ののしるという姿勢というものが許されていいのかどうか。その場所には皆

さんも列席されたはず。私はもう少し冷静に立って議論をする場としてなら冷静な議

論をしてもらいたいと思うし、議会との関係についての話し合いの場を持たれたとい

うことでありますけれども、決してそれは冷静な場であった、意見の開陳の場である

というふうには受けとめられがたい状況として聞いています。そうである限りにおい

てこの中間答申そのものとそのねらいというものは一体何なのかということが疑わし

い状態になるというふうに私は思いますので、この点については明確にやっぱり答え

てもらいたいし、明確にいわゆる自立性を持った町政運営を行うための財政再建の元

年であるという認識に立ったらそういったことについて明確にしてほしいというふう

に私は思うんです。この点についてはどうなんでしょうか、再度答弁を願います。 

○小野委員長 植村総務部長。 

○植村総務部長 ただいまおっしゃっておりますような考えにつきましては我々も同じよ

うに痛感するところでございます。今まで費用弁償の関係につきましてもカットされ

てきた経緯もあります。また、政務調査費については、おっしゃるとおりこれはもう

みずからの費用をもってされて勉強していこうということになって、これについては

つけていかないというようなこともされてきました。また、行政視察の関係につきま

しても、やはりできるだけ近くのとこでいいところがないかとか日帰りにしようとか、

そういった分についてもみずから実施していこうというような取り組みもされてきた

ことについては行政としては一定の大きく評価しなきゃならないという点でございま

す。 

  そういったことも入れる中にやはり町と行政はともに同じ目的を目指すというもので

ございますんで、財政健全化、同じ目的でございます。そういった中で進んでいかな

きゃならんということを改めて痛感したとこでございます。 
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  また、先般の議長さんに申し入れまして、やはり議会でお決めになったことについて

住民会議の皆様方がどのような形で進められたというようなことをお知りになりたい

ということでございましたので、私はあえて議長さんにお願いしてそういう説明の場

をお願いしますということで申し上げたとこでございますけども、やはりあのような

状況になってしまい、まことに私としても遺憾と思っております。いずれにいたしま

してもその内容を決められた経緯を説明していただき、議会の中でいろいろなことを

ひざを交えて話をさせていただこうというようなことでお願いしたもんでございます

んで、あのような状況になったということについてはやはり私としては何でございま

すか、やはり残念に思っているとこでございます。その関係につきましてもこれはも

ともと町長がそういったことを目的としてそういった機関といいますか、委員会を設

置されたものでございません。やはり目的もないようなものでございまして、そうい

った方向でさせていただこうということで設置したものでございます。今後答申があ

りましてもこういった目的に沿うた中でやはり進んでまいりたいと考えておりますん

で、よろしくご理解の方お願い申し上げます。 

○小野委員長 松田委員。 

○松田委員 この予算の組み方にしても、こういうことしてもしようがないんかわかりま

せんけれども、例えばこれ１４名で予算が組まれてますよね。欠員は欠員としても、

予算組まない。ところが、例えばこれ先走ったことで申し上げていかんわけですけど

も、１９年度の関係の予算を例えば組むとしたら１９年度の関係は１５名というふう

にするんでしょうね、これは恐らく。そうすると１名増加したという印象を受けるん

でしょうね、一般町民には。僕はそうなると思うんです。１名またふやしたやないか

と。予算を見る限りはそうなると思う。でも今、総務部長が説明をなさっているよう

な関係でいくと、我々と議会との関係についてのそれぞれの経費節減への努力の過程

というものはどこにも出てこない。またひたすらそういう説明もされていないわけで

す。提案説明、施政方針演説、施政方針の関係を見てもどこにもそういうことが書い

てないんです、議会との関係。協力得ましてありがとうございましたって、これ毎年

度同じこと書いているんですけども、それ以上の関係何にも書いてない。本当に経費

節減をしようということについてみずからだけの努力でできるというんなら結構なん

ですけども、我々自身もそういう努力をしてるということについてもう少しやっぱり

従来のマンネリ化状態を打破をしながら、そしてお互いの役割、任務というものを、
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分担というものを見直して、そしてそれを具体的に数字の上でも十分な理解を得る状

態というものをどうつくっていくかということが大事ではないのかというふうに思う

んですよ。そういうことがまさに欠落しているのがこの関係ではないのかいうように

思われて仕方がないんです。だからその辺については私が十分に指摘をし、今後の行

政の上でも新たに言葉の上だけではなくて名実ともにそういうことが実証されるよう

に特に期待をしたい。そういう立場から強く発言を求めたということにとどめておき

たいと思います。 

○小野委員長 ほかにございませんか。 

  今の松田委員の質問、またせんだっての一般質問で同僚議員が住民会議の方との話し

合いというんですか、すり合わせの場に私もおりました。委員長が余り発言するなと

いうように最初に言われてますが、私はあえて申し上げたいと思います。今、総務部

長からも答弁いただきました。総務部長もその場所でおられました。そして残念な形

で推移したということで、総務部長としてはその場におってどうすることもできなか

ったように私は認識しております。 

  それで今お聞きしたいんですが、総務部長はそのことについて町三役にどのように報

告されたのか。 

  また、そのことについてああいうような、あれは会議ではないと思うんですよ。一種

の私は議会に対する乱暴な乱入の仕方だと、そのように認識しております。そのこと

について町長なり助役なりどのように報告受けられて、どのように考えられたか、こ

の正式な場所でご答弁願いたい。 

  まず、総務部長から最初。植村総務部長。 

○植村総務部長 先ほど申し上げましたようなとおりでございまして、そのような会でい

ろいろ話し合いの設定をした気持ちでございましたんでしたけども、しかしそういう

ような状態になったということで議長には大変ご迷惑かけたということで、またその

ほかには議会運営委員会の正副委員長さんもおいででございまして、ただいま委員長

さんもおいででございました。大変申しわけなかったと、それは感じております。そ

してやはりそれぞれの立場で考えていかれるということの中で、議会といたしまして

も議長からの諮問を受けられましてその議会の定数等の見直しということで取り組ん

でこられた中で、やはりいろいろと議論されてきた中で一定のいわゆるまとめがされ

たということでございまして、そのようなことで我々としても申し上げてきたわけで
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ございますけども、結果的な内容としてはやはり数字的に乖離があったということで、

そういった数字のことを中心に住民会議の方が申されておるわけでございますけど、

それはそれなりの理由があってそういうような形に述べられたということは申し上げ

ておったんですけども、やはりもう一度その内容についてじかにお聞きしたいという

ことでございましたので、そういった場を設定させていただいたということ、その場

につきましてもやはり内容をお聞きし、いろいろとひざを交えて説明を、お話を交わ

していただくというような目的でしたものでございましたけども、そのような状態に

なったということで私たちも遺憾に思っておるとこでございます。 

  そういった関係につきましては町長さん、助役さんにもそういうような内容でご説明

を申し上げ、非常に残念であったというような形で申し上げております。 

○小野委員長 芳村助役。 

○芳村助役 私も総務部長から報告を受けました。どういう形で議会と住民会議の皆さん

と話し合いするかというような過程を聞いたわけでございますけども、住民会議の委

員の方々は一応議会が決められたものについて聞きたいというようなことがその場を

持たれたということ聞かせていただきまして、その場で議会の方から説明をずっとさ

れてる途中においても公開討論とか公開質問状とかいうようなことでなってまいった。

これについてはやっぱり冷静にもって話をすべきいうことを私は思うたわけです。ま

た、自分たちの考えを押しつけるというなしに、やっぱり議会は議会で十分審議され

て、こういう結論になるねんから、その状況を把握しながら自分たちが提言したもの

についてもここに提言された内容をもって自分たちも考えていくということで両者が

相深まってさらにこういう問題については検討するというような形でいくのがええん

と違うかなということを今つくづく思うたわけでございますけども、私も非常に途中

でそういうことで言われたことについては、やはり会議の皆さんが十分気をつけてほ

しいな、このように思っておるところでございます。 

○小野委員長 実は会議の途中でではなくて、私は同席しとって、会長さんのごあいさつ

の中に、あくまでも、あっ、これはどういうことなんだなと。私は会長さんと話しす

るのは初めてですけども、あっ、この方はこういう物の言い方されるんかな、語弊が

あったらいけませんけど、それを感じてます。それも確かに部長も助役さんもそうお

っしゃるとおりであったんですよ。私らは説明をさせていただきたいということで、

私もあえて議長に申し入れて、当時のこといろいろなこともありますので、説明要員
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というんですか、出しゃばって出ておりました。だけど会長のあいさつがすごく圧力

的なあいさつでした。これは何か起きるというふうに、それはひしひし感じました。

それでその途中ではそういう状態ですので、まことに申しわけないんですけども、私

は正式にそれは議会に対して謝罪していただきたいと思うんですが、これはあくまで

も非公式の会議ですので、その点につきましては結構です。今、松田委員おっしゃっ

たとおりに、よりこれから混乱しないように行政側としてはきちっと対応していただ

きたい。その原因は、いろんなこと探っていけばいろんな話が出てくると思います。

私は以前に中間報告の広報への掲載について一般質問で苦言を申し上げました。あの

ことも一つの一因になってるんじゃないかなと。というのは話の中でこういうぐあい

に中間報告されてることをあんたたちは知ってるんかということ、そういう言い方も

されたんです。全くそのやり方に対しては不満はありますが、正式な会議でないとい

うことで私は理解してますので、その点を含めてこの予算委員会の委員長としてぜひ

ともよろしく対応していただきたい。今の松田委員の意見もしっかりと受けとめてほ

しい思いますので、よろしくお願いします。 

  それでは、松田委員、どうぞ。 

○松田委員 先ほどちょっと言ってるんですけど、お答えがないんですけども、例えば議

会の費用弁償ですね、それから役職手当あるいは政務調査費、ちょっと言いにくい面

があるのかわかりませんけども、これらを合算して見た場合に何％に大体なるなとい

うふうにお考えなのかどうかということを聞いておきたいと思うんです。例えばそれ

が何％ぐらいになるなということと、あわせて議会が提供してる０．７％の関係を合

わせればどの程度になるのかということだと必ずしも目くじらを立ててしかられんな

らんほど歳費の関係については悪いことでないんと違うかと、議会も配慮してという

ふうに言えるんと違うかというふうに思いますんで、その辺をひとつ聞かせてほしい

と思うんです。この辺はちょっと推定も入りますし、ちょっとわかりにくいかと思い

ますけども、わかりにくいだけではもう結局先ほどの口先で言うただけのことになる。

それをどういう方向するかということにここは大事な問題ですから、一遍聞かせても

らえませんか。 

○小野委員長 植村総務部長。 

○植村総務部長 費用弁償の関係、それと政務調査費の関係、また役職手当といいますか、

そういった関係についてどれぐらいの割合でなるのかという話でございますが、ちょ
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っと今すぐに数字的なもんはご答弁させていただくというような持ち合わせございま

せんので、ちょっとお時間いただいて整理をさせていただきたいと思いますので、よ

ろしくお願いします。 

○小野委員長 松田委員。 

○松田委員 それは結構ですよ。後でも聞かせてもらっても結構なんですが、やっぱりそ

ういうものを含めて議会が努力をしてるんだと。だからそれをパーセントで言うなら

ばこの１５％減らせないと言うけれども、もう既にそういうこと何年か前から続けて

節減に努めているんだという議会の姿勢というものを皆さんが十分承知をしてるんな

ら、そういう説明を口酸っぱく検討委員会にしてほしい。私は、常にそのことを申し

上げてきたわけですね。議会も努力をしてるということについてどういうふうにそれ

を反映しているのかどうかと。住民への反映とあわせてこういう検討をするときに、

あるいは今までは報酬審議会でしたけども、報酬審議会にも反映してほしいいうこと

絶えず言ってきたんですけども、そういう面が実は欠落してる。改めて検討し直さん

なわからないということになってしまうと思う。極めて率直だと思うんですけど、僕

はそういうところがいわゆる検討会議の皆さんがただ安ければ云々というところへ走

ってしまう、あるいはそういう言動になってくる要因を生んでいるんではないかいう

ように思うんですよね。だからそういうことが一つはあるということ。 

  つまり議会の運営のあり方として、多少我々もさらに努力をしていかなければならん

のかもしれませんけれども、やっぱり議員がより議会機能を高めるための方策として

議員の複数常任制の撤廃という関係についても強く働きかけて自治法の改正などを求

めて、その上に立って議員定数と、あるいは常任委員会制の関係というものについて

住民の負託にどうこたえようとしてるのかということについての努力をしてる過程と

いうものをどのように検討会議にご説明をされ、あるいは住民の皆さんにそのことを

どのように知らしめるために努力をしてくれているのかいうことについてはいささか

私は不十分なような気がするんですよ。そこのところに不満があるし、そういう体制

であるからこそ検討会議にこういう発言という、あるいはこういう内容というものも

許してしまう要因になっているんではないんかなという反省はしてほしいということ

がねらいなんですよ。だからその辺を間違わんように。ただ、検討会議との関係、議

会との関係について懇談会を持つとか話し合いするとか、悪いことだって言いません。

それは結構なんです。それはそれぞれにいってもいいんですけど、そのかわりその場
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合についてはもう少し冷静に議論ができるようにやっぱりすべきでしょうねと。それ

でしかもそれについては十分なやっぱり説明資料も用意する必要があるんでしょうね

ということを申し上げておきたいと思うんです。不十分な認識のままでええわええわ

というんなら子どものけんか見てるようなもんですので、そういうことではいかんの

じゃないかということを申し上げたいと思うんです。以上です。 

○小野委員長 ありがとうございます。答弁よろしいですか。答弁要りますか、松田委員。 

○松田委員 また後でいいですよ。余り言うててこっちがとるばっかりですから。 

○小野委員長 ほかにございませんか。 

  ないようですので、これをもって第１款議会費に対する質疑を終結いたします。 

  １１時１０分まで休憩いたします。 

（午前１０時５２分 休憩） 

（午前１１時３１分 再開） 

○小野委員長 それでは再開いたします。 

  次に、第２款総務費についての審査に入ります。 

  説明を求めます。植村総務部長。座ったままで。さっき事務局長のは短かったから立

たせましたので、どうぞ座って。 

○植村総務部長 それでは、第２款総務費についてご説明を申し上げたいと思います。一

般会計予算書の１５ページをお開きいただきたいと思います。第２款総務費につきま

しては、本年度は総額８億８，２７２万４，０００円を計上いたしております。前年

度予算額と比較いたしまして４５１万５，０００円、０．５％の増となっております。 

  それでは、恐れ入りますが、４４ページへ移りたいと思います。はじめに、第１項総

務管理費でございます。４４ページから４７ページにわたってでございます。第１目

の一般管理費でございます。本年度は３億７，６５４万３，０００円を計上いたして

おります。前年度と比較いたしまして６５６万６，０００円、１．８％の増となって

おります。 

  主な予算の内容といたしましては、職員人件費と職員研修、情報公開制度、職員の健

康管理、コミュニティバスの運行、無料法律相談の実施、行政出前講座の開催、地域

集会所施設整備費補助金などに要します費用となっております。 

  また、増額となりました主な要因でございますが、第２節給料、第３節職員手当等な

どの職員に係る人件費は減額となりましたものの第７節の臨時職員賃金、第１９節の
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地域集会所施設整備費補助金などが増額となったことによるものでございます。 

  まずはじめに、職員研修についてでございます。職員研修費用といたしましては、４

５ページの第８節報償費で職員研修費講師謝金といたしまして５万円、第９節の旅費

で特別旅費１１３万６，０００円のうち５９万４，０００円、４６ページに移りまし

て第１３節委託料でメンタルヘルス研修講師委託料として５万円、第１９節負担金補

助及び交付金で職員研修負担金といたしまして２８万円など合わせまして１０１万３，

０００円を計上いたしております。地方分権の対応、行財政改革の推進など行政を取

り巻く環境が厳しくなる中、管理職のマネジメント能力の向上はもとより職員一人一

人の意識改革が求められております。そうしたことから本年度も引き続き各種研修機

関等への派遣、自己研さんのための資格取得や通信教育などの自主研修、またすぐれ

た事例などを研究する先進地視察研修などを積極的に取り入れてまいりたいと考えて

おります。 

  それでは、４５ページでございますが、情報公開制度についてであります。第１１節

の需用費で消耗品費３３２万５，０００円のうち３万４，０００円を計上いたしてお

ります。個人情報保護条例を含む情報公開制度を住民の皆様に広く利用していただく

よう引き続き啓発に努め、より一層の町行政の透明性と公平性の確保に努めてまいり

たいと考えております。 

  次に、職員の健康管理についてであります。本年度も引き続き全職員を対象とした定

期健康診断を実施し、職員の健康管理に努めてまいります。そうしたことから４５ペ

ージの第８節報償費で産業医謝金といたしまして３６万円、同じく４５ページの第１

３節の委託料で職員健康診断等業務委託料として３４３万円をあわせて３７９万円の

計上をいたしております。 

  次に、コミュニティバス運行業務委託料でございます。本年度も町民の公共施設の利

用における利便性を高めるために、また日常生活上の身近な交通機関としてご利用し

ていただくために引き続きコミュニティバスを運行してまいりたいと考えております。

その費用といたしまして、同じく４５ページの第１３節委託料で９２４万円を計上い

たしております。 

  それでは、４６ページに移りたいと思います。同じく１３節の委託料のところをごら

んいただきたいと思います。宿・日直業務委託についてでございます。新年度から日

直業務につきましても業務委託とすることにし、その費用といたしまして宿・日直業
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務委託料５００万円を計上いたしております。 

  次に、無料法律相談についてでございます。町民の皆様が抱かれている悩みや問題に

こたえるために本年度から無料法律相談を月３回に拡充するとともに、その内容につ

きましてもより一層充実したものにしてまいりたいと考えており、その費用として無

料法律相談委託料１３７万６，０００円を計上いたしております。 

  次に、行政出前講座でございます。本年度から従来からの行政出前講座に加えまして

町長みずからが直接町民皆様のもとに出向き、町民の皆様の生の声を聞く町民対話集

会を新たに実施してまいりたいと考えており、第１４節の使用料及び賃借料で会場の

借り上げ料で６万６，０００円のうちその開催費用２万４，０００円を計上いたして

おります。 

  次に、４７ページに移りまして、第１９節の負担金補助及び交付金の中の地域集会所

施設整備費補助金でございます。本年度では集会所の新築が１自治会、修繕、改築が

４自治会が計画されております。また、公共下水道への接続を９カ所見込みましたこ

とから１，０３８万９，０００円を計上させていただいております。 

  次に、４７ページから４８ページにかけてでございます。第２目の文書広報費でござ

います。本年度は５５３万２，０００円を計上いたしております。前年度と比較いた

しまして８３万４，０００円、１７．８％の増となっております。主な予算の内容で

ございますが、町広報紙の発行、声の広報、行政ハンドブック外国語版の内容更新、

町ホームページの運用などに要します費用となってございます。 

  はじめに、町広報紙の発行では、４７ページの第１１節需用費４３９万３，０００円

のうち印刷製本費などで４２８万３，０００円、第１２節役務費で２８万８，０００

円のうち通信運搬費等で１３万７，０００円など合わせまして４６６万１，０００円

を計上させていただいております。 

  次に、声の広報でございますが、同じく４７ページの第８節報償費で声の広報謝金と

して１６万円を計上させていただいております。 

  また、行政ハンドブック外国語版の内容更新につきましては、英語版、スペイン語版

の内容更新費用といたしまして、同じく４７ページの第１３節委託料で行政ハンドブ

ック外国語版更新業務委託料１８万円。 

  町ホームページの運用では、第１４節使用料及び賃借料でプロバイダー使用料２３万

２，０００円などを計上させていただいております。本年度も引き続き町民の皆様か
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らのお声やご意見を反映していくなどより見やすくわかりやすい広報紙となるよう紙

面の充実を図るとともに積極的な行政施策や情報の提供に努めてまいりたいと考えて

おります。 

  次に、４８ページに移らせていただきます。第３目の財政管理費についてでございま

す。本年度は２６３万９，０００円を計上いたしております。予算の内容につきまし

ては、第１４節使用料及び賃借料の財務会計システムに係る電算ソフト使用料２３３

万１，０００円が主なものとなってございます。本町財政の健全化を図るため財政健

全化検討住民会議の提言のもとに委員皆様にもご相談申し上げながら財政健全化計画

を策定し、基金の取り崩しをすることなく連動予算を編成できる持続可能な財政体質

の確立を目標に財政の健全化に取り組んでまいりたいと考えております。 

  次に、同じく４８ページでございますが、第４目会計管理費でございます。第１１節

需用費で決算書の印刷費、第１４節使用料及び賃借料で各会計システムに係る電算ソ

フト使用料など会計事務に要します費用として本年度は５４万４，０００円を計上さ

せていただいております。 

  次に、４８ページから５０ページをごらんいただきたいと思います。第５目の財産管

理費でございます。本年度は８，１５１万円を計上させていただいております。前年

度と比較いたしまして１，５３１万８，０００円、２３．１％の増となっております。

主な予算の内容といたしましては、役場庁舎の維持管理、職員駐車場の土地借り上げ、

基金の運用などに要します費用となってございます。また、増額となりました主な要

因につきましては、本年２月に発行いたしました斑鳩町いきいきの里債の発行額１億

円に係ります償還財源を減債基金に積み立てることとしたことによるものであります。 

  はじめに、役場庁舎の維持管理についてでございますが、本年度は４８ページの第１

１節需用費２，３８２万３，０００円のうち光熱水費等で１，８９１万円、４９ペー

ジに移りまして、第１２節の役務費で通信運搬費等で４０３万１，０００円、第１３

節委託料で２，６５８万１，０００円のうち清掃業務委託料などで２，６２０万２，

０００円など合わせて５，０５６万５，０００円を計上いたしております。 

  また、職員駐車場の土地借上げにつきましては、４９ページの第１４節使用料及び賃

借料で土地借り上げ料４９６万円、基金の運用につきましては財政調整基金等の積立

基金にかかります運用益及び斑鳩町いきいきの里債の償還財源の基金への積み立てと

いたしまして、同じく４９ページの第２５節積立金で２，０２２万７，０００円を計
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上いたしております。 

  次に、５０ページから５２ページにかけてでございます。第６目の企画費でございま

す。本年度は１億６，４２１万３，０００円を計上いたしました。前年度と比較いた

しまして３３４万３，０００円、２．１％の増となっております。主な予算の内容に

つきましては、行財政改革への取り組み、ＯＡ化の推進、町制６０周年記念式典の開

催、男女共同参画社会の推進、地域文化の振興などに要します費用となってございま

す。また、増額となりました主な要因でございますが、５０ページの第１３節委託料

の文化振興センター施設管理運営業務委託料等は減額となりましたものの、５１ペー

ジの同じく委託料の町制６０周年記念式典開催等業務委託料、５２ページに移ります

が、第１９節の負担金補助及び交付金の中の文化振興財団補助金が増額となったため

でございます。 

  はじめに、行財政改革への取り組みについてでございますが、第３次斑鳩町行政改革

大綱に基づく前期実施計画について平成１１年度までの取り組みをまとめ、斑鳩町行

政改革推進委員会のご意見をいただきながら進捗管理を行い、そして住民の皆様にも

町ホームページ等により全事業の進捗状況を公表したいと考えております。また、新

年度は前期計画の最終年度に当たりますことから、後期計画の策定作業を進めてまい

りたいと考えております。その費用といたしまして、５０ページの第１目報酬で１１

万７，０００円を中心に１２万２，０００円を計上いたしております。 

  次に、ＯＡ化の推進でございます。従来の業務の電子化による簡素で効率的な行政運

営を進めるとともに、町民の皆様がご家庭にいながらにしてインターネットを通じて

市町村の申請、届け出等の手続ができる汎用受け付けシステムの開発、運用を県及び

県市町村共同で行ってまいります。これらＯＡ化推進の費用といたしまして、５１ペ

ージに移りますが、第１３節の委託料で１億２８万９，０００円のうち電算機端末機

器入れかえ業務委託料等で４７２万１，０００円、同じく５１ページの第１４節使用

料及び賃借料で４，１６０万４，０００円のうちパソコン使用料４，１２７万１，０

００円、５２ページに移りまして、第１９節の負担金補助及び交付金１，８３２万３，

０００円のうち汎用受け付けシステム開発運営事業負担金等で２０３万７，０００円

など合わせて５，０１０万２，０００円を計上させていただいております。 

  次に、町制６０周年記念式典の開催についてでございます。平成１９年２月１１日を

もって町制施行６０周年を迎えるに当たり、これを節目として記念式典を開催すると
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ともに、これまでの本町の歩みをまとめた町勢要覧の作成を行い、地域への愛着、ふ

るさと意識の醸成を促進してまいりたいと考えております。ちょっと恐れ入りますが、

５０ページにお戻りいただきたいと思います。これら町制６０周年記念式典の費用と

いたしまして、第１３節委託料で町制６０周年記念式典開催等業務委託料４００万円

を計上させていただいております。 

  次に、男女共同参画社会の推進についてでございます。平成１６年４月に施行いたし

ました斑鳩町男女共同参画推進条例を基本理念といたしまして、平成１７年度中に策

定いたします新行動計画、（仮称）新女（ひと）と男（ひと）が輝く未来計画に基づ

く女性総合相談、男女共同参画社会づくりセミナー、女性のエンパワーメント活動支

援等を引き続き行うとともに新計画の概要版を作成し、男女共同参画実施の浸透を図

ってまいります。恐れ入りますが、もう一度５０ページにお戻りいただきたいと思い

ます。これら男女共同参画社会の推進に要します費用といたしまして、第１１節の需

用費で１５０万９，０００円のうち印刷製本費等で４２万６，０００円、同じく５０

ページの第１３節委託料で女性総合相談事業委託料で４６万８，０００円、５２ペー

ジに移りまして、第１９節の負担金補助及び交付金１，８３２万３，０００円のうち

女性エンパワーメント補助金等の２６万４，０００円など合わせまして１６２万６，

０００円を計上させていただいております。 

  最後に、地域文化の振興についてでございます。もう一度５０ページにお戻りいただ

きたいと思います。初めに、地域文化の振興・情報発信の拠点であるいかるがホール

管理運営等につきましても本年度から指定管理者制度を導入してまいりたいと考えて

おり、その費用として第１３節委託料で文化振興施設管理運営業務委託料８，７１８

万６，０００円を計上させていただいております。また、地域の人々に完成度の高い

コーラスを通して質の高い音楽に触れる機会を提供するとともに、一流プロとのジョ

イントというふだん経験できない場を設けることにより新しい芸術文化の創造を図る

ため新たに宝くじ文化公演の開催費用として、５１ページに移りまして、同じく第１

３節の委託料で宝くじまちの音楽会開催業務委託料７０万円を計上させていただきま

す。 

  ５２ページに移らせていただきます。財団法人斑鳩町文化振興財団の活動支援におき

ましては、第１９節負担金補助及び交付金で文化振興財団補助金１，２７９万６，０

００円を計上いたしております。また、住民と行政の協働によるまちづくりを実現さ



－42－ 

せるため「まちづくり太子塾」といたしましてイベント等を計画している住民グルー

プの活動を引き続き支援していくためにまちづくり人材育成補助金として３０万円を

計上いたしております。 

  次に、同じく５２ページでございます。第７目の公平委員会費についてでありますが、

公平委員会を運営するための費用といたしまして、本年度は第１節報酬で委員報酬６

万１，０００円、第１９節負担金補助及び交付金で公平委員会連合会負担金６，００

０円、合わせまして６万７，０００円を計上させていただいております。 

  次に、５２ページから５３ページにかけましての第８目交通安全対策費についてでご

ざいます。本年度は、５２ページの第１３節委託料で放置防止指導業務委託料として

６１万２，０００円、５３ページに移りますが、第１５節工事請負費で交通安全施設

整備工事費といたしまして４６０万円、第１９節負担金補助及び交付金で交通安全対

策事業団体補助金として３３万３，０００円など合わせまして５７８万６，０００円

を計上させていただいております。本年度におきましても交通安全協会等の協力を得

ながら春・秋の交通安全週間を中心にいたしまして広報活動及び街頭指導を行ってま

いりますとともに、園児及び小学生等を対象とした交通安全教室を通しまして交通安

全教育の普及に努めてまいりたいと考えております。また、迷惑駐車の自粛啓発やＪ

Ｒ法隆寺駅周辺の放置自転車対策にも引き続き取り組んでまいりますとともに、交通

安全施設の整備につきましても生活道路における安全確保を図るため道路反射鏡、防

護さく及び各種標識等の整備に努めてまいりたいと考えております。 

  次に、同じく５３ページでございますが、第９目の自転車等駐車場運営費についてで

ございます。本年度は、第１１節需用費で８７万円、第１２節役務費で７万１，００

０円、第１３節委託料で自転車等駐車場運営業務委託料として２，０７６万２，００

０円を計上いたしております。自転車駐輪場の運営につきましては、適切な施設の維

持管理に努めるとともに、利用者の便利を図りながらその運営を図ってまいります。 

  次に、５３ページから５４ページにかけての第１０目の防犯対策費についてでござい

ます。本年度は８１９万４，０００円を計上いたしております。前年度と比較いたし

まして６万３，０００円、０．８％の減となってございます。主な予算の内容でござ

いますが、消防団員による年末警戒の実施、防犯灯の新設、地域防犯の推進、防犯灯

維持管理への助成などに要します費用となってございます。 

  はじめに、年末警戒の実施についてでございますが、年末警戒に従事する消防団員の
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手当といたしまして、５３ページの第１節報酬で５４万４，０００円を計上いたして

おります。 

  次に、防犯灯の新設では、錦ヶ丘から斑鳩ﾌﾞﾗﾝﾁまでの間において防犯灯の設置を予

定しておりますことから、同じく５３ページの第１５節で工事請負費で防犯灯新設工

事費として４０万４，０００円を計上いたしております。 

  また、地域防犯の推進では、だれもが安全で安心して暮らせる地域社会の形成へ向け

子ども１１０番やＳＯＳネットワークなど地域防犯のためのネットワークづくりを進

めるため５４ページの第１９節の負担金補助及び交付金で西和地区防犯協議会負担金

６２万５，０００円、西和地区暴力団排除推進協議会負担金で１７万４，０００円、

生活安全推進協議会補助金１８万円、合わせまして９７万９，０００円を計上すると

ともに防犯灯設置への助成では防犯灯設置補助金として８１万円、防犯灯維持管理へ

の助成では防犯灯維持管理補助金として３４０万３，０００円を計上いたしておりま

す。 

  次に、５４ページの第１１目の青少年対策費についてでございます。本年度は２１８

万６，０００円を計上いたしております。前年度と比較いたしまして１５万２，００

０円、６．５％の減となっております。青少年の健全育成につきましては、青少年問

題協議会を中心に啓発活動、相談事業に取り組み、健全な社会環境づくりを推進する

ために、その費用として第１節の報酬で青少年問題協議会委員報酬として５５万９，

０００円、第７節賃金で相談員に係る賃金１１６万３，０００円、第８節報償費で巡

回活動に係る謝金１８万２，０００円など合わせまして２１８万６，０００円を計上

させていただいております。 

  続きまして、第２項の徴税費についてでございます。恐れ入りますが、５５ページか

ら５６ページをごらんいただきたいと思います。第１目の税務総務費についてでござ

います。本年度は８，２９４万５，０００円を計上いたしております。前年度と比較

いたしまして４４４万５，０００円、５．７％増となってございます。主な予算の内

容につきましては、職員の人件費、固定資産評価審査委員会の運営に要します費用と

各種協議会等の負担金などとなってございます。 

  ５６ページ、５７ページをごらんいただきたいと思います。第２目の賦課徴収費につ

いてでございます。本年度は４，８８３万６，０００円を計上いたしております。前

年度と比較いたしまして５５９万２，０００円、１０．３％の減となってございます。
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賦課徴収の費用といたしまして、５６ページの第１３節委託料で町民税課税事務委託

料等で２，４１０万６，０００円、５７ページに移りますけれども、第１４節の使用

料及び賃借料で電算ソフト使用料等で７７３万円、同じく５７ページの第２３節で償

還金利子及び割引料で町税の過誤納償還金等で５２０万円などを計上させていただい

ております。町税の徴収対策につきましては、三位一体の改革による税源移譲が進む

中、安定した財政基盤の確立のためには税収の確保がますます重要となってまいりま

す。納税者の皆様の「税」に対するご理解を深め、納税意欲を促進し、財源の確保を

図るとともに税負担の公平性の確保から、未納者には滞納処分を前提とする毅然とし

た姿勢であたってまいりたいと考えております。 

  続きまして、５８ページから５９ページでございます。第３項の戸籍住民基本台帳費

でございます。第１目戸籍住民基本台帳費についてでありますが、本年度は６，２３

８万５，０００円を計上させていただいております。前年度と比較いたしまして５３

１万円、７．８％の減となっております。主な予算の内容につきましては、職員の人

件費と住民票等の交付などに要します費用といたしまして、５８ページの第１３節委

託料で住民基本台帳ネットワークシステム関連業務委託料等で５４７万４，０００円、

５９ページに移りますが、第１４節の使用料及び賃借料で電算システム使用料１，６

７６万３，０００円となっております。窓口業務の遂行にあたりましては、個人情報

の取り扱いに細心の注意を払いながら事務処理の正確・迅速化を進めることはもとよ

り接遇マナーのより一層の向上を図り、住民の皆様を温かく迎えるさわやかな役所づ

くりに努めてまいりたいと考えております。 

  続きまして、６０ページから６２ページにかけてでございます。第４項選挙費につい

てでございます。前年度と比較いたしまして４２１万７，０００円、３４％の減とな

ってございます。 

  初めに、６０ページの第１目の選挙管理委員会費についてでございます。選挙管理委

員会の運営費用といたしまして、第１節で報酬で委員報酬３４万３，０００円、第１

１節需用費で６７万６，０００円、第１４節使用料及び賃借料で電算ソフト使用料３

０万円など合わせまして１６３万３，０００円を計上させていただいております。 

  同じく６０ページの第２目常時啓発費でございますが、本年度は第８節報償費で明る

い選挙推進協議会委員謝金６万５，０００円を中心に８万８，０００円を計上させて

いただいております。斑鳩町明るい選挙推進協議会の協力を得ながらすべての選挙が
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公明正大に行われ、一人でも多くの方々が投票に行っていただけるよう、その啓発に

努めているところでございます。 

  次に、６１ページから６２ページをごらんいただきたいと思います。６１ページの第

３目奈良県議会議員選挙費についてでありますが、平成１９年４月ごろに予定されて

おります奈良県議会議員選挙の執行費用といたしまして第３節の職員手当等で６３万

５，０００円、第１１節需用費で２２５万９，０００円、第１２節役務費で１３５万

５，０００円など合わせまして６００万５，０００円を計上させていただいておりま

す。 

  次に、６２ページに移らせていただきますが、第４目の斑鳩町議会議員選挙費では、

同じく１９年４月ごろに予定されております斑鳩町議会議員選挙の執行経費といたし

まして、第３節の職員手当等で１５万円、第１１節需用費で３１万２，０００円、第

１２節役務費で１万５，０００円など合わせて４７万７，０００円を計上させていた

だいております。 

  続きまして、６３ページの第５項の統計調査費、第１目指定統計調査費についてでご

ざいます。本年度では事業所・企業統計調査と工業統計調査が実施されますほか、平

成１９年に実施される商業統計調査の準備調査を予定いたしております。これら指定

統計調査の実施に要します費用といたしまして、第１節報酬の事業所・企業統計調査

員報酬等７６万円などを中心に１１２万５，０００円を計上いたしております。統計

調査の実施に当たりましては、引き続き個人情報の保護等に細心の注意を払いながら

実施してまいりたいと考えております。 

  続きまして、６４ページでございます。第６項の監査委員費、第１目監査委員費につ

いてでございます。監査事務に要します経費といたしまして職員の人件費と第１節報

酬で委員報酬７４万８，０００円、第１１節需用費で４１万円など合わせまして１，

０３１万３，０００円を計上いたしております。 

  以上をもちまして第２款の総務費につきましての説明をさせていただきます。よろし

くご審査のほど申し上げます。 

○小野委員長 １３時まで休憩いたします。 

（午後１２時０２分 休憩） 

（午後 １時０２分 再開） 

○小野委員長 それでは再開いたします。 
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  第２款総務費についての説明が終わりましたので、これに対する質疑をお受けいたし

ます。予算に関する説明書の４４ページから６４ページまでです。松田委員。 

○松田委員 総括的な面で質問しといた方がよかったんかなというふうに思うんですんで、

一つは、団塊世代を迎えて退職者を迎える時期が近くなってきたということで、県で

も退職手当その他の関係の措置をする必要があるということで、特に今度補正予算な

どを提起をしながら一つ基金をつくるというふうなことの提案をしてるようですけど

も、斑鳩町としてこの団塊世代を迎えて一体どういう現状に退職者の関係が見込まれ

てるのかということについてどうなってきてるのか、それを１８年度予算ではどうい

うふうに考えられているのかということについてひとつ聞いておきたいということが

一つ。 

  それからできれば職員の関係で、職員はすべて斑鳩町の在住者なりというふうに認識

を持ちがちなんですけども、見てると結構町外の方が多いように思うんです。だから

そういう意味でいきますと住むところと勤め先とという関係から見てどういうふうに

職員の皆さんお考えになってるやろう。自分の住んでるところはええ、そして斑鳩町

に今勤めてるんやけども、斑鳩町対象してみて実際ええとこ、悪いところというのが

どんなふうにお感じになってるんやろうかいうことなどがどうなんじゃろうかという

ふうに実は思うんですけども、そういう意味では斑鳩町に役場にお勤めになっている

方で町内に居住されてる方と町外に居住されている方というのがわかれば聞かせてほ

しいと思いますけども、できれば私はそのことを含めてそれぞれ一遍職員調査、そう

いう意味での調査をしてみてはどうか。そしていい面、悪い面、あるいは今住んでる

ところについての、なぜそこに住んでるのかという理由、それをいろいろ具体的に調

べてみて、そして職員の意識の高揚とかなんとかいう関係などをいろいろ言われてい

るんですけども、具体的にそういう説明というのが、あんまり調査というのが行われ

てないように思うんですけども、そういう調査をしてみることもこれからの行政の執

行に役立つんではないかというふうに思うんですけども、その辺はどうなのかという

２つの面からお聞きをしたいというふうに思うんです。 

  あとみんな質問事項言うたらいいですか。 

○小野委員長 ２つずつぐらいでしてもうたら。 

○松田委員 そうですか。ならそれだけひとつ、その２つは共通事項になる問題ですから、

あとの関係はそれぞれ項目別の関係で申し上げますけども、一応お聞かせいただきた
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いと思います。 

○小野委員長 西本総務課長。 

○西本総務課長 それでは１点目、退職者の見込み等でございます。平成１７年度末にお

きまして平成１７年度中の退職者が１３人おります。そのうち一般事務職が６名、あ

とは出先におります現業職員でございます。 

  その中で今後の見通しでございますけども、定員適正化計画を斑鳩町の場合は策定を

しておりますけども、その定員適正化計画、平成１９年度まで策定をいたしておりま

すけども、もう既にその１９年度での目標職員数を達しております。 

  今後の考え方でございますが、一般事務職につきましては今後将来的に年齢層におい

て職員がいないということを考えていきますと将来的に管理職がいなくなる、団塊の

世代ができるということで、一般事務職につきましては退職者の約半分程度は採用し

ていきたいと考えております。また、出先等の現業職につきましては臨時職員をもっ

て充て、その施設、出先の方におきましては運営委託とも考え合わせながら臨時職員

をもって当面は充当していきたい、このように考えているところでございます。 

  それから町内、町外の職員でございますけども、ほぼ町内、町外の職員約半数程度で

ございます。詳しい人数はちょっと今申し上げられませんけども、大体半々程度でご

ざいます。 

  町外から見た斑鳩町ということで、私個人的には田原本から来ておりますので、私の

考えということで申し上げたいと思いますけども、斑鳩町は私の住んでるとこよりは

いろいろ福祉の面等があって住みやすい町だなというふうに率直に思っているところ

でございます。 

  また、今後、職員の調査等でございますけども、これにつきましても職員の提案制度

等を踏まえる中で考えていきたいと考えておりますが、今のところ職員の調査は行っ

ていないのが現状でございます。 

  それから退職手当の関係でございますけども、退職手当はご存じのように奈良県市町

村職員退職手当組合に加入いたしておりまして、そちらへは通常毎月負担金を職員、

一般職の場合には給料の１０００分の９０という掛け率で負担金を納めております。

退職手当組合におきましても今現在その基金の関係でいろいろ検討していただいてお

るとこでございまして、まだ退職手当組合の方では今後のその退職手当に充当するよ

うな基金の見込みということを今検討してる最中でございます。以上でございます。 
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○小野委員長 松田委員。 

○松田委員 質問している趣旨が十分にご理解いただいていないかなというふうに思うん

ですけど、職員の退職手当等の関係について１７年度の関係は付託を受けてます、総

務常任委員会で、補正予算も出てますので、その中でお聞きをしていきたいと思うん

です。私が今お聞きしたのは、１８年度以降の関係ですね。これは特に全国的にもい

ろいろ言われているのは退職手当その他の関係で予算が非常に膨張してくるんじゃな

いか、そのことのためにいうこと言われてますから、予算の動向が一体退職の関係と

あわせてどういうふうに影響してるんだろうかということを斑鳩町の場合に置き直し

て今から見ておきたいという立場でこの実は質問をしたわけなんです。ですから採用

とかなんとかという関係は人材確保の関係になってくるんだというふうに思います。

問題は予算にどう、財政的にどういう影響を及ぼしてくるんだろうかということがち

ょっと心配であるから、お聞きをしているということであります。 

  さらに、職員の関係、調べ等の関係については、今後の行政に役立つことになりはせ

えへんかと、それでなるというふうに思われるなら調査してみたらどうであろうかと

いうことの見解を聞いてるだけなんでして、あえてこれについては固執するつもりは

ないんですけども、見解だけをお伺いしたい、こういうことで質問をしたわけなんで

す。再度お答えがいただけるなら、ちょっと財政上の問題も出てまいりましたんで、

予算審議ですから退職見込みと今後のどういう影響を及ぼしてくるんかということに

ついてだけ説明ができればしてください。 

○小野委員長 西本総務課長。 

○西本総務課長 申しわけございません。退職手当につきましては、今後、先ほど申しま

した職員が退職してまいります際に退職手当を支給するわけでございますが、そのと

きに定年等で退職した者については特別負担金が発生してまいります。その分につき

ましてはふえていく、支払っていくということになりますが、退職手当組合の負担金

につきましては今現在退職手当組合の方でその率を検討していただいております。退

職手当組合での資金の関係もございまして退職手当組合に支払う支給率、これを検討

して、増嵩、ふえていくというようなことを聞いておりますが、今現在まだ詳しいこ

とはわかっておらないという状況でございます。 

○小野委員長 意識調査の方については、松田委員は別にあれのようですが、今の提案を

受けてどのように考えておられますか。総務部長。 
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○植村総務部長 職員、町外、町内半々になるぐらいにやはり町外者が多くなってきてお

ります。そうした中でやっぱり先ほど申されておりますようにそれぞれ意識、斑鳩町

に対する愛着、それとやはり町外から来てるとこについては町外の町のやはりよさも

あるだろうと思います。そういったよさについて斑鳩町へどう反映させていけばいい

かというようなこういった付加価値も出てくると思います。そうした面で、やはりあ

る面ではそういった関係上で意識調査をすることによって今後斑鳩町の町づくりに生

かしていけるという手だてでもなろうと思います。そういったことで一からその面に

ついては検討してまいりたいと考えております。 

○小野委員長 松田委員。 

○松田委員 団塊世代の退職者を迎えていろいろ一般の町行政に対する財政的な問題とい

うのは割に深刻だというふうに全国で受けとめられているようなんですよね。そのた

めの手だてを次考えていかなければならんということでかなり重視をされてるという

ふうに思うんです。今の説明を聞くと、案外傍観視されてるような感じで見るんです

けど、そんなふうに認識をしていいんかどうかは多少疑問があります。これは総務委

員会などでまた具体的にお聞きをしていきたいと思うんです。 

  あとは個々の関係いいですか。 

○小野委員長 続けてください。 

○松田委員 今度はこの総務関係、これも全体に及ぼす問題ですけど、非常勤特別職の関

係の報酬がかなり計上されています。ところが、これは中間答申にもありますように

見直しが必要だというふうに言ってるんですけども、審議会などを、報酬審議会です

ね、開かれる予定はあるんだろうと思うんですけども、いつごろ開かれるつもりなの

か、さらに例えば開かれるとするならその場合に諮問される状況というのは報酬だけ

なのか、あるいは報酬とあわせて構成人員あるいは審議会、いわゆる委員会等の存廃

も含めて諮問をする考え方を持ってるのかどうかということが１つです。 

  それから２つ目には、男女共同参画社会の関係が言われてるんですね。ところが、斑

鳩町の行政関係でいわゆる女性管理者についてはどういう格好になっているのか、あ

るいはどの程度見込みながら人事異動の際に考えていこうとしてるのかいうことが聞

きたいいうことと、今日までもしばしば指摘をし、あるいは検討を求めてきたんです

けども、幼稚園の園長を小学校長が兼任していることについて、どうして幼稚園の教

諭の中で園長などが持てないのか、持つようにしてはどうかということをしばしば言
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うてきました。そのことがいまだに実現しないんですけども、それはなぜなのかとい

うことと、あわせて幼稚園の関係を小学校長が兼任をして、しかも小学校長に、今度

は減額になりましたけども、手当を支給してるという関係などについては私はむしろ

男女共同参画社会の関係もあわせ、なおかつ園長としての自覚あるいはその仕事に対

する情熱というんでしょうか、そういう意味からも、なおかつ女性として最高位の幼

稚園については園長という関係などについて希望を満たすためにもそういうこと考え

られないかどうかということをしばしば言ってたんですが、今回も同じようなことが

言われただけで書かれてはいないんですけども、一体どういうふうにお考えになって

るのか。だから口先だけで男女共同参画社会だけが、また検討会やるとか、いや、講

習会やるとか、いや、セミナーを開くとかいろいろ言ってるんですけども、実際にや

ってると現在の斑鳩町の職員の皆さんがおやりになってる。そういう皆さん自身が本

当にそういう男女共同参画社会の関係についての考え方というものが変わってきてる

のかどうかということについては余りそういう部分でもなさそうに見受けるんですけ

ども、その辺の反省も含めて一体どうなのかいうことをお聞きしたいというふうに思

います。 

  それから５０ページの関係で文化振興財団の関係についても言われているんですけど

も、この文化振興財団の管理の中にいわゆるホールにある藤ノ木古墳の出土品の展示

室ですね、この関係はどういうふうになってるのかなと。これは大きくいうと観光行

政の一つとして取り上げていくということになると観光面での借り上げたことになる

のか、あるいはホールそのものの施設として特定の展示室に展示をしてるということ

だけになるのか、この辺で今後のホール運営との関係も出てきますし、さらには文化

財活用センターなどができればそちらへ云々という関係をこの前も言いまして、その

ような方法をとられるのかないうふうにも思っているんですけども、現在あの部屋は

どこが管理することになってるのか、あるいはその管理費の関係などについてはどこ

に帰属しているのかいうことについて聞いておきたい、こういうふうに思うんです。 

  最後には、防犯灯の関係です。いろいろ防犯対策の関係で防犯灯が今度従来と同じよ

うに対応していくというふうに言われていますし、先ほどおっしゃってます新設の方

がどうもあるように言われているんです。ところが、平群などについては駐輪場など

の赤色灯を置いてますし、あるいは奈良でも県警などがやかましゅういうて奈良公園

ですか、近くですね、などについても赤色灯の防犯灯を設置するということを言って
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るようですが、これ夜の場合は成果を見てということ言ってますから、直ちに実施と

いうことにはならんと思うんで、斑鳩町はそういうことを全然触れずに、防犯灯も設

置して云々、こう言っています。そして昨日も一般質問の関係でも防犯灯の整備など

が言われています。確かに今回のこの予算の関係見ても設置、新設なども書かれてい

るんですけども、問題は集落という言い方がいいのかどうか、家と家との間隔、自治

会同士、自治会と自治会との間について間隔があいてるという関係などについては今

まで一つの基準を設けて、町が負担をする分と、それで自治会が負担する分とに区分

けしてるわけですね。それでここからここまでの関係については町が見る防犯灯であ

る、この関係については自治会が見るという防犯灯であるということにして、この予

算措置の関係でも設置の関係と、それから補助の関係と分かれているんですけども、

この辺の基準は従来と変わりがないんかどうか。変わりがないとすれば、今基準はど

ういうふうになってるのかということについてお聞かせをいただきたいということと、

あわせて赤色灯などについて変えていくような考え方持ってるのかどうか。 

  私は、いま一つ、地域警備の関係、防犯の関係についても赤色回転灯をつけてもと言

っているんですけども、きのうら見ましても一体あれをつけて回ってるのはどういう

時間帯を設定してんのやろな、どこを回ってんのかないうふうにも思います。それで

なぜ赤色灯なのかということも思いますし、しかもああいう形の大型の車でええのか

なという感じもしますし、ただ単に一般的に取り扱われているから何もせんわけにい

かんのでしてるんやという関係に見えて仕方がないんですけども、そういうことでは

ないということならそういうことではないで結構なんですけども、どうなのかという

ことなどについて一般的に今までと同じこと言いながら、言葉だけを変えて言ってい

るというふうに思われるんですけど、その辺がどうなのかないうふうに思うんですけ

ども、一体どうなんでしょうか。例えば火災とかなんとかの関係になりますと、とに

かく消防とか警察の関係は赤色灯、それで道路パトロールの関係についてはカキ色か、

そして今度は赤色灯と、次どんな色に変えてくるんか知りませんけど、何か起きたら、

いうふうに思いますけど、そういうふうなことが本当に効果があるというふうに思っ

てやっているのか。あるいは人がやるから、よそがやるからうちもやろうということ

でやってんのか、その辺についてどうもはっきりしない。積極性がないいうふうに思

うんですけど、この辺どうなんでしょうか。ちょっと余計申し上げまして、それぞれ

にお答えください。 



－52－ 

○小野委員長 小城町長。 

○小城町長 １点目の報酬審議会をいつごろ開催するのかという、私は年度変わります６

月ぐらいから始めて、１２月議会には必ず、１２月までに答申をいただくというよう

な形をとっていきたいということで、その中ではこの非常勤の関係等についてもそう

いうことも盛らせていただいて、今住民検討会議で出てくる関係等についても整理を

してもらいたいという気持ちでおります。 

 それと防犯灯の関係等については、これは昨年の防犯協議会等で西和警察署から広域７

カ町でひとつそういうことの取り組みをしてくれないかということから昨年の８月に

講習を受けて、そして町で団体同時に７カ町が出発をしました。そういうことで今、

特に警察あるいは我々と連携を密にしながら、できるだけそういう連携を強化するこ

とによってこういうことで、防犯灯の青色灯については、私はやっぱり下校時の関係

等について教育委員会側と準備もしておりますし、あるいは民間で橋西地域に１カ所

民間で組織していただいたところもございます。そういうことを踏まえながらこうし

て民間が取り組んでいただく、特に自治会等、そういうことを積極的にやっていただ

けることがありがたい話であって、これを別にしなかっても、せんだっても北庄の関

係等については１００日の事故ゼロというのか、そういう関係等について北庄の自治

会が取り組んだということで、このたび西和警察から表彰を受けられるようでござい

ますけれども、そういうことも踏まえてやっぱり地域地域がそういう取り組みをして

いく、そしてまた青色灯については平群町が防犯灯で取り入れる、あるいは大和郡山

市が取り入れるとか、いろいろと出ております。私もやっぱり何かこういう一つのき

っかけというのか、そういうものによって、これもやっぱり私は富雄で行って少女、

小学１年の方が誘拐殺人事件が起こったというとこからいろいろと取り組みが始まっ

てきておるような感じをいたします。そういうことによってやっぱりこういうことの

取り組みがみんなに浸透していって、できるだけそういう協力をしていく、共助する、

そういうことによってそういう事前に事故をなくしていくということにつながってい

くんじゃないかな。これからも大いにそういうことを取り入れていって、住民の方々

がやっぱり仮に橋西でございますけども、ほかでも大いにやっていただいて、こうい

うことを行政ができるだけ協力をいただいて、そしてお互いに地域地域が防犯等を取

り組んでいくことが一番大事であると考えております。 

  あとは担当から。 
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○小野委員長 植村総務部長。 

○植村総務部長 女性管理職の関係でございますけども、現在も、去年１名退職しました

からゼロでございます。そうした関係で今回平成１７年度中に昇格試験をさせていた

だいた結果、今度新たに２名の女性の課長補佐職ができます。４月からそういったこ

とで女性管理職２名が新しく出きてくるということになってございます。以上でござ

います。 

○小野委員長 栗本教育長。 

○栗本教育長 幼稚園の園長の件でございますが、今、松田委員おっしゃっていただいて

るように小学校の校長が園長兼務ということでございます。以前からもそういうお話

いただきながら、十分教育委員会として審議をしながら結論出ていない状況でござい

ますが、こういった部分についても早急に教育委員会で諮りながら十分検討していき

たい、そういうふうに判断をしていきたい、結論を出していきたいというふうに思っ

ています。ただ、１８年度予算については現状のままでいかせていただきますが、１

９年に向けてそうした取り組みをしていきたいというふうに思います。 

○小野委員長 野口企画財政課参事。 

○野口企画財政課参事 いかるがホールの歴史資料室の活用と管理者についてであります

が、今現在松田委員さん申されました藤ノ木古墳常設展示室ということでご利用させ

ていただきます。この活用につきましては、一応いかるがホールに来られました皆さ

ん方への町内外のお客さんに対する歴史民俗の展示室ということで無料でご利用をし

ていただいております。 

  その維持管理等につきましては、財団で管理にあたらさせていただいております。 

○小野委員長 西本総務課長。 

○西本総務課長 あと防犯灯の自治会間の基準ということでございます。昔は基準がござ

いましたですけども、今もう住宅がかなり建ち並んでまいりまして、ほとんど基準を

設けてないのが現状でございます。自治会間の防犯灯につきましては、それぞれの自

治会同士でお話し合いをしていただきまして維持管理をしていただくというふうに決

まりましたら自治会で防犯灯を設置していただき、それに対する補助金を町は支払っ

てるというのが現状でございます。 

○小野委員長 小城町長。 

○小城町長 藤ノ木の関係等についてはガイダンス施設ができたらホールからそのガイダ
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ンスへ移っていただくということで、総務委員会でも質問の中でも申し上げてますよ

うにガイダンス施設の方に移していくということで、後の利用についてはまた振興財

団の方で考えさせていただいてと思ってます。 

○小野委員長 すべて一応答弁いただきました。ほかどうですか。よろしいですか。 

  ほか質問。飯髙委員。 

○飯髙委員 ４４ページの今回新しく加わったのが国民保護協議会委員報酬ということで、

この３名の、これ国民保護法で決まってると思うんですけど、３名、前お聞きしたと

思うんですけど、ちょっと忘れましたんで、３名の方のどういう立場の方かというこ

とをちょっとお聞きしたいと思います。 

○小野委員長 西本総務課長。 

○西本総務課長 国民保護協議会につきましては、この委員の選任につきましては防災会

議のメンバーと同じ委員構成を考えております。その中で報酬支払い対象になります

のが、ＮＴＴと関西電力の方、それと消防団の団長と、この３名の方に報酬をお支払

いします。それ以外の方につきましては公務員関係でございます。関係公共団体が６

名、役場が７名、そして今申しました３名の方合わせて１６名の構成になりますので、

この公共団体の方につきましては報酬を支払わないということで計上いたしておりま

せん。以上でございます。 

○小野委員長 飯髙委員。 

○飯髙委員 これ国民保護法ということで条例でその任命の枠というのが決まってると思

うんですけども、その中に助役は入ってますですか。 

○小野委員長 西本総務課長。 

○西本総務課長 助役は入っております。 

○小野委員長 飯髙委員。 

○飯髙委員 それと防災会議での任命の対象ですね、これはどういうふうな形になってる

んでしょうか、参考に。 

○小野委員長 西本総務課長。 

○西本総務課長 防災会議の委員といたしましては、まず町長でございます。それから郡

山土木の事務所、郡山土木事務所から１人、郡山保健所から１人、西和警察署から２

人、役場から助役、総務部長、住民生活部長、都市建設部長、上下水道部長、教育長、

それから西和消防組合から１人、そして消防団長、そしてＮＴＴ、関西電力、郵便局
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の職員が１人ずつということで、全部で１６名でございます。 

○小野委員長 飯髙委員。 

○飯髙委員 それと４６ページ、勤務評定対応給与システム導入ということで、これ新し

くふえたと思うんですけども、以前に人事給与システム保守委託料ということで、前

年度上げられてあったんですけども、そのかわりかなとは思うんですけども、ちょっ

とお聞きしたいんですけども。 

○小野委員長 西本総務課長。 

○西本総務課長 これにつきましては今現在入れております人事給与管理システムがござ

います。この中に今度新たに国の方で給与制度の改革という中で勤務評定も組み入れ

て給与を支給していきなさいということになっております。そのためにこの今ある人

事給与システムの中にこの勤務評定対応システムを組み入れようとするものでござい

まして、そのためのパッケージソフトの予算を計上させていただいているところでご

ざいます。 

  なお、勤務評定につきましては、直ちに平成１８年度については職員には反映させな

いことにしておりますけども、今後このシステムを使って勤務成績による給与の支給

を考えていきたいと考えているところでございます。以上です。 

○飯髙委員 それと４７ページの文書広報費で報償費の、以前に町政モニター謝金という

のが入ってあったんですけど、今ちょっとこれは記入されてないんですけども、何か

理由がありましたんですかね。 

○小野委員長 藤原企画財政課長。 

○藤原企画財政課長 町政モニターにつきましては、２年間の委嘱をいたしております。

その関係で１８年度につきましては１８年度に委嘱をいたしまして任期が１９年度と

いうことになっていまして、任期の最後に謝金をお支払いする関係上１８年につきま

しては予算を計上させていただいておりません。 

○飯髙委員 よろしいです。 

○小野委員長 ほかにございませんか。三木委員。 

○三木委員 ３つございますので、続けて３つとも言いますので、お答えいただきますよ

うに。 

  １つ目は、４６ページ、無料法律相談でございます。これは恐らく毎月２回のところ

３回にして、そのふえた金額だろうとは思うんですが、１３７万６，０００円、これ
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ですけども、委託先は奈良弁護士会だと思うんですが、単純にこれ２回が３回にふえ

たんで１回が４５万８，０００何がしというふうに計算したものかどうか、それとも

この費用について弁護士会にお渡ししているこの内容ですね、これがどういうふうな

内訳になってるのか。 

  それと５０ページの業務委託料、町制６０周年記念式典開催等業務委託料ですが、多

分これ委託先は実行委員会になるのかなと思うんですが、ちょっと違ってれば教えて

いただきたいんですが、それとこれの中で１８年度の予算ですから。失礼、５１ペー

ジですね。ごめんなさい。これの予算内容ですね、太鼓台が出したりしてるのか、そ

れの内容がわかってたらちょっと教えてくれますか。 

  それから５３ページの自転車等駐車場運営費です。２，０７６万２，０００円、これ

のちょっと費用内容を教えていただけますか。この３点お願いします。 

○小野委員長 小城町長。 

○小城町長 ２点目の式典、町制６０周年の関係について、４００万の関係、この関係と

いうのは先ほども説明申し上げたように町勢要覧というのか、簡単なものを全戸配布

したいというのと、式典を１８年度中に、おおむね２月１１日か２月１２日ぐらいの

休みの日に式典をしたいということで４００万円分の費用を講じてます。 

○小野委員長 清水住民課長補佐。 

○清水住民課長補佐 無料法律相談でございますけども、相談の回数がふえただけで、１

回の回数につきまして料金が日当につきましては３万５，０００円プラス消費税で３

万６，７５０円掛ける１８年度は３６回、プラス事務費が５万円で、消費税入りまし

て５万２，５００円で、それでお支払いしております。 

○小野委員長 清水環境対策課長。 

○清水環境対策課長 ５３ページの自転車等駐車場運営費の委託料２，０７６万２，００

０円の内訳でございますけども、これすべて斑鳩町身体障害者福祉協会の方に業務を

委託しておりまして、その他にあります人件費がすべてでございます。細かい内訳を

申し上げますと、北口、南口両方ございますけども、北口が１時間当たり７９０円の

８時間、北口はこれを５名掛けて３６５日の計算です。南口につきましては、同じく

７９０円の単価で８時間、南口は４名でございまして、これに３６５日掛けたものの

合計が２，０７６万２，０００円という形になります。以上です。 

○小野委員長 嶋田委員。 
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○嶋田委員 ２点お伺いさせていただきます。 

  まずコミュニティバスの運行ですけれども、これは１６年。ページ数ですか。４５ペ

ージ。この運行ですけれども、１６年、１７年の利用者の動向と１８年の見込みです

ね、それちょっと教えていただきたいというのと、次に、５１ページの交通量の調査

業務委託料という、これはどういうふうな交通量を思ってはるのか、そこをちょっと

お聞かせいただけますか。 

○小野委員長 田総務課参事。 

○ 田総務課参事 済みません。コミュニティバスの運行状況ということで利用者数です

けども、１５年度は３万７，８６０人、１６年度につきましては３万７，９８３人、

１７年度見込みにつきましては３万９，０００人程度と考えております。以上でござ

います。１８年度につきましても大体３万９，０００人ぐらいかなという感じしてお

ります。 

○小野委員長 藤原企画財政課長。 

○藤原企画財政課長 交通量調査の件でございます。交通量調査につきましては、その目

的としましては計画的、効率的な都市基盤の整備を進めるために町の主要幹線道路に

おきまして交通量の調査を行うものでございます。これにつきましては平成１３年に

１回行っておりまして、５年に１度ということで実施をいたすものでございます。 

  この交通調査の実施でございますけども、予定をしておりますのが観測場所として１

４カ所、これは１３年度の実施箇所と同じでございますけども、１４カ所におきまし

て、それぞれの交差点の通行車両の方向でございます。そして乗用車、バス等の車種

別での交通量の調査を行いたいと思っております。 

○小野委員長 嶋田委員。 

○嶋田委員 コミュニティバスに関しましては、利用者がだんだんふえてくるような傾向

にはあると思うんですけれども、これからも町民の足として利用していただけるよう

に継続していっていただけたらなと思います。 

  そして交通量調査なんですけれども、これ平成１３年に１度やられたということで、

これこのときの調査の結果、県なり国なりの交通量調査をされた結果は持っておられ

ると思うんですけれども、そこと比較はなされてないんですか。 

○小野委員長 藤原企画財政課長。 

○藤原企画財政課長 申しわけございません。私その当時担当しておりませんでして、ち
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ょっと調査につきましては私承知していませんので、調査、調べさせていただきまし

て報告させていただきます。 

○小野委員長 嶋田委員。 

○嶋田委員 町で調査されるのも結構かとは思いますけれども、国なり県なりの調査の結

果を援用できものであればそれをしていただければ、その分コストがかからなくてい

いんではないかなとかように思いますので、そこら辺また調査していただけたら結構

かと思います。以上です。 

○小野委員長 里川委員。 

○里川委員 済みません。ちょっと幾つかあるんですが、まず４６ページにございます郡

の町村会負担金、これが意外と金額が大きいもんですから、この７９２万円という金

額についてどのような形でこの負担金というのが生じてきてるのか。そしてまた、こ

の郡の町村会でこんなにお金を持っていただいて一体どういうことに使われてるのか

というのがちょっと今回一度きちっと聞いてみたいなと思いました。 

  それとあとその同じ負担金補助金及び交付金という項目の中に自治会のこといろいろ

書いてあるんですが、前にも一度言ったかと思うんですが、自治会連合会で１泊の旅

行に行かれることにつきまして、毎年会長さんなんかが入れかわっていく中で比較的

若い方なんかが会長さんをされた場合に何であんなん行かなあんねやろう、何であん

なんすんねやろうというような疑問の声を割と私、自分より年下の方なんかからいろ

いろお聞きするんですけれども、この連合会の旅行について参加されてる率と、それ

とこの旅行の費用についてどのようにされてるのかというの、とりあえずその２点お

聞きしたいと思います。 

○小野委員長 小城町長。 

○小城町長 生駒郡町村会の関係等については、いつもこれ出てきますけども、議会も入

っておりますから、生駒郡町村議長会の関係もすべて包含されてます。その中でも特

に一番重点的に地域の生駒郡の郡内の防災訓練を年に１回とか、あるいはまた各種関

係等についての郡の団体等に対する補助とかいう関係と、それと一番大きいのはやっ

ぱり県町村会館の関係の方の負担金と、そしてまた町村会等に対する負担金とかござ

いますから、そういう関係等について議会も包含されますので、この負担金等が７０

０何がしというのが高い安いというのも昨年も減額なっておると思っております。で

きるだけ効率的に、そして全体でそういうむだを排して、できるだけ郡が向上してい
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くような体制づくりをしていきたいと思っております。 

○小野委員長 田総務課参事。 

○ 田総務課参事 自治会連合会の研修ということでお尋ねでございますが、連合会につ

きましては各自治会１万円の会費、年間払っておられます。これにつきましてはご存

じだと思いますけれども、町から出ます均等割分でございます。それと研修行かれる

ときに自治会長負担ということで５，０００円いうことで、大体それで人数につきま

しては大体半分程度になる、４７名ですか、ちょっと切れる程度でございます。 

  これにつきましては連合会の役員会の中でも、もう５年ほどなりますねんけども、ア

ンケート調査なりいたしまして実施するという方向でまとまった経緯がございますの

で、ご理解していただきたいと思います。以上でございます。 

○小野委員長 里川委員。 

○里川委員 町村会の負担金が何に使われているのかというのは町長からお聞きしたんで

すが、負担の割合ですね、これ４町でどんなふうになってるのかという、算定方法が

あると思うんですけれど、そのことも確認をさせていただきたいと思います。 

  それと自治会連合会の件ですが、５年前にアンケートをしていただいたということで

すが、最近、昔は十年一昔と言いましたけど、やっぱり最近はサイクルが早いです。

せめて５年たてば、またもう一回そういった方々、いろんな年代層がそういう５年た

ってきたら変わってきてると思います。一応やっぱりそういったアンケート、一定期

間の割合に１回やっていただけたらなというふうには思います。それは希望しておき

たいなというふうに思います。 

○小野委員長 田総務課参事。 

○ 田総務課参事 郡の町村会の算出法でございますが、人口割、財政需要額割合と均等

割と分かれまして、平成１８年度予算といたしましては２，７００万円考えておりま

す。先ほど町長の方から、町村会長の方からありましたように、交付金につきまして

そのうち２，１００万円、これは１６年度決算でございますけれども、２６万２，０

００円出ております。県町村会負担金として３１２万２，０００円、そのほかにつき

ましては事業費といたしまして郡の防災訓練等がございますけれども、大体１７６万

４，０００円出ております。以上でございます。 

○小野委員長 里川委員。 

○里川委員 わかりました。先ほども町長おっしゃっていただきました。町そのものの会
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計などもそうですが、これら町を含みます町村会の関係であるとか、こういったとこ

ろでも今後も常々やはり財政健全化に向けての合理化というもの意識をしていろんな

ところで会議などでもご発言をいただけたらというふうに思っております。 

  それと私常々気になって仕方がないのが、住基ネットが導入されました。そしてその

以前に、平成１０年でしたか、うちは自動交付機も導入してるわけなんですが、ここ

のところの経費ですね、この予算書見てるとちょっとわかりにくいので、この１８年

度について住基ネット関連の費用、そしてまた自動交付機の費用、そしてまたそれら

を利用していただけることによる収入の見込みなどどのように予算を組み立てられた

のか、お聞きしておきたいなと思います。 

○小野委員長 清水住民課長補佐。 

○清水住民課長補佐 失礼いたします。まず初めに、住基ネットの方から説明させていた

だきます。ページ数でいきますと５９ページでございます。戸籍住民基本台帳費の中

の１３、委託費の中にございます５４７万４，０００円のうち住民基本台帳ネットワ

ークシステム関連業務委託料として３０５万６，０００円、これが委託料になります。

この内訳といたしましては、機器の保守料と、それとカードの発行委託でございます。 

  それとカードの発行委託につきましては、来年度につきましては月５件で１年間で６

０件を予定しております。何で６０件と申しますと、ことしの分のを見てみますと月

に５件ぐらいが出てまいりますので、そして５件掛ける１２ということで６０件とい

うことで予定をさせてもらいました。 

  続きまして、自動交付機の経費でございます。委託料につきましては企画費、５１ペ

ージでございます。ここの中の企画費の中の委託料の方に自動交付機の委託料が入っ

ております。使用料につきましては、５７ページ、税務の賦課徴収費の自動交付、使

用料のソフト料の中に８６万２，０００円が含まれております。それと住民基本台帳

費の、５９ページでございます。１４番、使用料、賃借料の中の１，６７６万３，０

００円のうちの電算機使用料の２５２万４，０００円が充てられてます。合計で委託

料が５３９万１，０００円、使用料が２７４万８，０００円でございます。 

○小野委員長 里川委員。 

○里川委員 住基ネットの方もなかなか利用の方がふえてこないような状況ですが、国が

せえって言われて何ぼも国からお金ももらえんと町がえろう負担してこれやらんなん

の大変なことだなと常々思ってるところなんですけれども、それとともにこの際です
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ので、ちょっと確認させていただきたいんですが、総務部の中で見てましたら結局こ

れソフトの入れかえとかの委託料とかがたくさん出てきてて、多分市町村合併による

ものとか銀行の合併とかそんなんで名前を変えなあかんとかいうときにこういうすべ

てソフトを訂正するような委託料なんかが発生してくるのかなと思うんですが、それ

はもう全く町が負担しないといけない、もう町の完全な持ち出しというふうに考えて

いいんだろうと思うんですが、その確認と、それと税制改正があって、５６ページの

住民税の税制改正システム変更業務ありますね、それと５７ページの下には住民税の

森林環境税導入システム、これ県がやるというて決めたことだと思うんですけれども、

この辺でもやっぱりこういう変更するのにシステムの委託料が発生してくるんですけ

れども、これらについてはどうなんだろうと。国からそういう制度改正が起こってき

たときに一定の補助金が出るのか、県がこういう新税を入れるということで、システ

ムを変更するとなったら県の方から何らかの形で補助金なり出るのか、この辺の確認

はちょっとさせていただいときたいなと思うんですが。 

○小野委員長 植嶋税務課長。 

○植嶋税務課長 まず、税務の方からお答えさせていただきます。 

  住民税の税制改正に伴う分については、町単独でやっていかなきゃならないというの

でございます。 

  それから森林環境税の関係でございます。これも県税になるんですけども、この分に

つきましても県民税の取扱手数料の７％は入ってきますが、このシステムにつきまし

ては町単、町で持ち出しということになっております。以上です。 

○小野委員長 里川委員。 

○里川委員 なかなか厳しいですね。町もほんまにそれをお聞きしたらしんどい話ですね。

いろいろ上で決まってきて上部団体で県や、国やて変えてきはって、その事務変更す

るのに追われながらシステムにもお金かかりの、本当に大変な状況の中での地方分権

社会を皆さん方にも担っていただかなあかんということで、今お答えいただきまして、

つくづく大変な状況だというふうに感じましたが、委託料などもかなりふえてますし、

非常に大変ですけれども、そんな中にあってもやはり住民の皆さんのために頑張って

もらわなあかん。そのことでコンピューターの方はえろうふえてきてますけども、職

員さんの方の数は減ってまして、先ほど総務課長の方も定員管理の方の計画を下回っ

てる、既にとおっしゃってましたけど、確かにこれ総括的な質疑でした方がよかった
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んかもわからないんですが、私もいろいろ見させていただいてたら、平成１２年のと

きには２５２名の一般職おられたのが今度１８年の予算書では１９５名ということで、

この短期間にすごい数の人数が減ってるということなんです。それはこうやって委託

料大分出てますから、コンピューターも使うていただいてますけれども、今年度、１

８年度に向けましてさらに斑鳩町が事業力入れないといけない部署、そしてまた制度

の改正によって非常に体制を問われる部署、こういったところについて職員の配置な

んかの計画というんですか、何かお考えになられてることがあったら聞いておきたい

なというふうに、町の方針があればお聞きしておきたいなというふうに思ってます。 

○小野委員長 小城町長。 

○小城町長 １点目の平成１５年、２５２名の、これは総定員やということで理解しても

らって、今１９５名は一般職の職員という、一般階級の職員で、だから１５年だとす

べての職員が２５２名、現在一般会計の関係は１９５名ということだけ。 

○小野委員長 植村総務部長。 

○植村総務部長 課長が申し上げましたように、退職職員の半数はやっぱり雇用していき

たいなという中で、やはり計画もできていってると思いますけども、今回たまたま平

成１７年度末につきましては一般事務職で６名というような退職があったということ

で、実質的にそういうことで減が多くなっておりますけども、それについてはやはり

人事のいわゆる硬直といいますか、アンバランスなことになったらいけませんので、

その間については例えば臨時職員で対応しておくとかいうような関係でやはり年々計

画どおりに職員の数を削減してまいりたいというように考えております。 

○小野委員長 里川委員。 

○里川委員 私もうちょっと突っ込んで言うてもらえるかなと思ったんですけど、やはり

これから斑鳩町がやろうとしている方針に沿ってどこに力が入ってくるのか、そうい

うことなんかも含めてちょっとお尋ねをしてみたいなというふうに思ったんですが、

それは人事の問題もございますし、いろいろこれからどういうふうにお考えがあって

やられるのかは見させていただいておきたいというふうに申し上げておきます。それ

で結構です。 

○小野委員長 ほかにございませんか。三木委員。 

○三木委員 済みません。一つだけ。４６ページの宿・日直業務委託料なんですが、５０

０万、これの委託先と、それと時々職員が入ってらっしゃるんですが、これは何か時
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間外でやってらっしゃるのか、それとも何か理由があってやってらっしゃるのか、や

ってるなら日直、宿直でやってるのか、そして職員がやってるならばそのローテーシ

ョンですね、それはどういうふうになってるのかとお聞かせいただけますか。 

○小野委員長 小城町長。 

○小城町長 一応１７年度まで日直については職員が出ておりましたけども、組合がその

日直を廃止してほしいというかねがねの願いですから、１８年度から日直も廃止をし

て、今宿直をされている業者のところに委託をするということで日東カストディアル

という会社に委託をしてまいりたいということでございます。 

○小野委員長 ほかにございませんか。 

  ないようですので、これをもって第２款総務費に対する質疑を終結いたします。 

  次に、第３款民生費についての審査に入ります。 

  説明を求めます。中井住民生活部長。 

○中井住民生活部長 それでは、第３款民生費につきましてご説明を申し上げます。６５

ページから８４ページにかけてでございます。第３款民生費では、本年度は前年度予

算額と比較をいたしまして８，６０５万２，０００円、５％増の１７億９，３１４万

７，０００円を計上をさせていただいております。増となりました主な要因でござい

ますが、老人保健特別会計への繰出金及び（仮称）総合福祉会館の実施設計に要しま

す費用が主なものとなっております。 

  それでは、６５ページから６６ページの第１項社会福祉費、第１目の社会福祉総務費

につきまして説明を申し上げます。前年度予算額と比較をいたしまして１，００７万

９，０００円、４．６％減の２億８２０万３，０００円を計上をいたしております。

職員の人件費や６６ページの１９節負担金補助及び交付金で社会福祉協議会をはじめ

といたします各種団体への補助及び２８節の国民健康保険事業特別会計への繰出金が

主なものとなっております。 

  次に、６６ページから６７ページの第２目国民年金事務取扱費でございます。本年度

予算額は９７０万１，０００円を計上をいたしております。前年度予算額と比較をい

たしますと６５万６，０００円、６．３％減でございます。国民年金の事務につきま

しては、法定受託事務といたしまして第１号被保険者の資格関係届や保険料免除など

の手続を行っているところでございます。平成１８年７月からは保険料の免除制度に

おきまして負担能力に応じたきめ細かな制度にするため現在の２段階から４段階とし



－64－ 

ます多段階免除制度が導入されることになっております。その手続につきましても行

うこととしているところでございます。また、昨今の年金制度に対します関心の高ま

りから多くの窓口相談がありまして、単に法定受託事務を遂行するだけではなく制度

の正しい認識と理解を持っていただくため社会保険事務所とも連携を図りながら年金

制度に係ります相談などの対応に努めているところでございます。歳出の主なものと

いたしましては、職員の人件費及び１４節の電算ソフトの使用料となっております。 

  次に、６７ページから６８ページの第３目老人福祉費についてでございます。本年度

予算額は２億４，６４５万５，０００円を計上をいたしております。前年度予算額と

比較をいたしますと７１３万２，０００円、２．８％の減となっております。減とな

りました主な要因でございますが、老人保健特別会計への繰出金では増額となってい

るところでございますが、介護保険制度の改正によります地域包括支援センターの設

置に伴いまして社会福祉協議会及び第二慈母園に委託をいたして実施をしておりまし

た在宅介護支援センター事業を廃止をいたしますとともに、配食サービスや家族介護

用品の支給事業などといった高齢福祉で実施をいたしておりました事業が介護保険事

業特別会計の地域支援事業に組替えがされ、取組むこととなったことによるものでご

ざいます。 

  まず、６８ページの１３節の委託料におきましては１６９万８，０００円を計上をさ

せていただいております。敬老会は従来愛と輝き夢フェスタと同日の開催をいたして

おりましたところですが、本年度は別開催とし、お年寄りの方により喜んでいただけ

るような催し物を講じていきたい、このように考えております。その費用といたしま

して６１万１，０００円を計上をさせていただいております。 

  続きまして、１９節の負担金補助及び交付金では３，７８１万６，０００円の計上と

なっております。これは三室園組合への負担金が主なものでございます。 

  続きまして、２０節の扶助費でございます。４，０５６万６，０００円の計上となっ

ております。老人福祉施設措置費といたしまして養護老人ホームへの施設入所に係り

ます費用といたしまして１，８８１万円を、愛の訪問サービス事業、高齢者優待券交

付事業、緊急通報装置貸与事業など介護保険事業に組替えがされない事業につきまし

ては引き続き高齢福祉の事業として取組むことといたしております。なお、高齢者優

待券交付事業につきましては、奈良交通株式会社が平成１８年８月１日から従来のバ

スカードをＩＣカードに完全に切りかえがされますことから前年度より６４０万円増
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の１，５００万円を計上をさせていただいております。 

  続きまして、２８節の繰出金でございます。制度上の負担割合に応じて繰出しを行う

もので、本年度は１億６，４６１万８，０００円を計上をいたしております。前年度

予算額と比較をいたしまして２，０３６万１，０００円の増となっております。これ

は老人保健制度におけます医療給付費の支出増が見込まれますほかに平成１４年１０

月の制度改正に伴いまして町の公費負担割合が５年間で２０分の１から１２分の１に

引上げられることが増加の主な要因となっているところでございます。 

  次に、６９ページの第４目老人憩の家運営費についてでございます。本年度予算額は

１，７８８万７，０００円の計上となっております。前年度予算額と比較をいたしま

すと４１万２，０００円、２．４％の増でございます。老人憩の家の施設管理及び運

営に要します費用の計上が主なもので、高齢者の憩いの場や触れ合いの場などとして

利用をしていただけるように努めているところでございます。 

  次に、同ページの第５目新生活振興費についてでございます。前年度予算額より１万

円、９．５％減の９万５，０００円を計上をいたしております。生活学校の活動に助

成を行う中で会員の環境問題などの意識の高揚に取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

  次に、７０ページの第６目医療対策費についてでございます。本年度予算額は１億２，

２９７万４，０００円の計上となっております。前年度予算額と比較をいたしまして

９１０万１，０００円、８％の増でございます。県の補助を受け乳幼児、高齢者、障

害者、母子家庭の医療費の一部を助成し、経済的な負担の軽減と受診機会の確保に努

めているところでございます。当町では、従来から町単独で乳幼児や障害者の対象を

拡大して実施をしてきているところでございます。また、昨年県におきまして制度改

正がなされた際にも町単独で一部負担金分の助成や老人医療費の助成も継続をしてい

るところでございます。本年度からは障害者自立支援法が施行されることに伴いまし

て精神障害者の通院医療費の自己負担が５％から１０％に引き上げられることとなり

ますが、この医療費につきましても自己負担の全額を助成することとし、障害者の方

が安心して医療が受けられるように努めております。このことから２０節の扶助費で

は１億１，６９０万円の計上となっているところでございます。 

  次に、７１ページの第７目人権対策費でございます。前年度予算額と比較いたしまし

て３万６，０００円、２．６％減の１３３万７，０００円を計上をいたしております。
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今なお部落差別を初め女性や高齢者、障害者、外国人などに対するさまざまな差別や

人権侵害が根強く残っており、特に最近は児童虐待に関する事件も多発しているとこ

ろでございます。引き続きあらゆる差別の撤廃や人権侵害に対するなお一層の取り組

みを行ってまいりたいと考えております。 

  次に、同じページの第８目国民健康保険医療助成費についてでございます。本年度予

算額は１億１，４３９万７，０００円を計上をいたしております。前年度予算額と比

較いたしまして９０万１，０００円、０．８％の減となっております。低所得者の方

に対する国民健康保険税の軽減措置にかかります補てんが主なもので、法令の定める

ところによりまして国民健康保険事業特別会計に繰出しを行うものでございます。 

  次に、７１、７２ページの第９目あゆみの家管理運営費についてでございます。本年

度予算額は１１４万５，０００円を計上をいたしております。前年度予算額と比較を

いたしますと１万円、０．９％の減となっております。あゆみの家を適切に維持管理

を行うために要します費用が主なものでございます。 

  次に、同じページの第１０目福祉会館管理運営費についてでございます。本年度予算

額は２１２万９，０００円の計上となっております。前年度予算額と比較をいたしま

して２４万１，０００円、１０．２％の減でございます。社会福祉活動や介護サービ

ス事業の拠点としての施設の維持管理に伴います費用でございます。 

  次に、同じページから７６ページの第１１目障害福祉費についてでございます。本年

度は前年度予算額と比較をいたしまして７０４万７，０００円、２．９％増の２億５，

３３９万２，０００円の計上となっております。平成１５年度から導入されました支

援費制度が本年４月から施行されます障害者自立支援法に基づく制度へと移行されま

す。障害を持つ人が地域で安心して暮らせる社会の実現を目指し、障害の種別にかか

わらずサービスが利用できるようサービスを利用するための仕組みを一元化し、利用

者負担も応能負担から原則１割の定率負担と所得に応じました月額上限の設定に見直

されますとともに障害程度区分に基づきましてサービスの必要度を決める仕組みを導

入し、支給決定の透明化、明確化を図っているところでございます。 

  障害者自立支援法の円滑な施行のため利用者に制度の改正内容の周知など必要な情報

提供を行いますとともに、窓口におきましても十分に説明、相談を行っていくことと

いたしております。このことから自立支援法に基づきます給付などの経費といたしま

して、７４ページの２０節の扶助費で２億７４１万６，０００円を計上をさせていた
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だいております。 

  また、平成１６年度に策定をいたしました「斑鳩町障害者計画」の着実な推進を図る

ため当該計画の進捗管理及び評価を行いますとともに、施策の充実や見直しについて

のご意見をお聞きする「斑鳩町障害者福祉計画推進協議会」を本年度も開催し、計画

の円滑な推進を図っていくことといたしております。委員報酬といたしまして、７２

ページの１節の報酬で委員９人分の報酬を１５万円を計上をさせていただいておりま

す。 

  続きまして、７３ページの１３節委託料でございます。８２７万４，０００円の計上

をさせていただいております。これは障害者支援システムの導入業務、療育教室訓練

事業、心身障害者・身体障害者のふれあいの集い事業、重度身体障害者の移動支援事

業等の業務委託に要します経費でございます。 

  続きまして、７４ページの１９節の負担金補助及び交付金でございます。福祉作業所

及び虹の家への運営補助、精神障害者ホームヘルプサービスの事業補助、精神障害者

小規模作業所などへの補助・負担金を計上をさせていただき、障害者の地域での自立

を図っているところでございます。 

  なお、新たに自立支援法の施行に伴いまして障害区分の認定が必要となりますことか

ら、この判定を王寺周辺広域休日応急診療施設組合に委託をし、広域で取組むことと

いたしているところでございます。これに要します費用といたしまして自立支援認定

審査会事務負担金といたしまして６４万６，０００円を計上をさせていただいており

ます。 

  施設に入所をされている低所得の方の食費、光熱水費の実費負担の軽減を行います特

定障害者特別給付費では５９０万４，０００円を、社会福祉法人が提供しますサービ

スを受け、減免の対象になられた場合に社会福祉法人に助成を行います特例特定障害

者特別給付費では４６万２，０００円をそれぞれ計上をさせていただいております。 

  続きまして、２０節の扶助費でございます。２億７４１万６，０００円を計上をさせ

ていただいております。身体障害者（児）に対します補装具の交付・修理では８６０

万円を、重度心身障害者等福祉年金で２，１００万円を、支援費から移行になります

自立支援給付では身体障害者、知的障害者、児童の障害ごとに、またそれぞれのサー

ビスの種類別に予算計上をさせていただいておりまして、その合計額といたしまして

１億７，０１６万５，０００円を計上をさせていただいております。 
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  次に、７６ページの第１２目ふれあい交流センターいきいきの里管理運営費について

でございます。本年度は３，１９１万７，０００円の計上となっております。前年度

予算額と比較をいたしまして２，５４９万８，０００円、４４．４％の減となってお

ります。当該科目につきましては職員にかかります人件費及び施設の維持管理に要し

ます費用が主なものとなっております。平成１７年度に従来の料金体系を町外の方の

料金は値上げを行い、町内の方の料金は値下げの改定をさせていただいております。

その結果、これまで入浴者の割合が町外６に対しまして町内の方は４であったのが利

用者の割合が３対７と町内の利用者の方の方が多くなっている状況となっております。 

  なお、当施設の利用状況についてでございますが、１月末現在では入浴者数は前年度

の同期と比較いたしまして９７４人減の２万６，３０３人の利用状況でございます。

また、娯楽室は１，７５２人の利用状況となっております。全体の利用者数は前年度

の同期と比較いたしますと減少はしておりますものの、町内の方の利用者数は先ほど

も申し上げましたように増加をしている状況となっております。今後も多くの方に親

しまれる施設として引き続き円滑な運営に努めてまいりたいと考えております。 

  次に、７７ページの第１３目介護保険事業繰出費についてでございます。本年度は前

年度と比較をいたしますと２，８５８万８，０００円、１４．５％増の２億２，６４

１万円を計上をさせていただいております。増となりました主な要因でございますが、

先ほども申し上げておりますように高齢福祉で実施をしておりました事業の一部が介

護保険の地域支援事業に組替えられたことによりますものと介護給付費の増によるも

のでございます。当該目は介護保険事業特別会計へ保険給付の１２．５％に当たりま

す１億５，８７９万６，０００円を介護給付費繰出金として、また平成１８年度から

新たに始まります地域支援事業に対しまして地域支援事業費繰出金としまして１，０

３０万６，０００円を、その他職員の給与費等の繰出しを行うものでございます。 

  次に、同ページの第１４目（仮称）総合福祉会館建設事業費についてでございます。

本年度は４，０００万円を計上をさせていただいております。当町の福祉、保健の拠

点となります施設を目指し、特定の方の利用施設ではなく、広く町民に開かれた総合

的なサービスが行える施設としての整備を計画をいたしてるところでございます。現

在建設用地につきましては小吉田１丁目地内におきまして地権者の方々にはご協力を

いただけることとなり、境界の立会いも終え、事務手続を進めているところでござい

ます。本年度は実施設計などにかかります費用を計上をさせていただいております。
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なお、用地取得費につきましては土地開発公社で予算化をしていただいており、平成

１９年、２０年度の２カ年で建設工事に取り組んでいく考えでございます。 

  続きまして、７８ページから８３ページの第２項の児童福祉費でございます。第２項

全体の本年度の予算額は５億１，７１０万３，０００円の計上をさせていただいてお

ります。前年度予算額と比較をいたしますと４，５４６万８，０００円、９．６％の

増となっております。 

  ２月１日現在での平成１８年度の入園申込み状況は、たつた保育園では１２８人、あ

わ保育園では１４９人の合計２７７人となっているところでございます。保護者の勤

務の状況等によりまして他の市町村の保育園に入所をされます広域入所では６４人を

想定をいたしております。 

  また、女性の社会参加の増加や就労形態の多様化や緊急時の保育に対応するため、あ

わ保育園で実施をいたしております一時的保育事業は平成１８年１月末現在では延べ

４１８回の利用状況となっております。引き続き周知を図りまして利用の促進に努め

たいと考えております。 

  また、延長保育につきましても保護者の要望等にこたえ、午後８時まで保育時間を延

長し、女性の社会進出の増加、核家族化の進展に対応し、就労と育児の両立支援を総

合的に推進をいたしているところでございます。平成１８年１月末現在では延べ２，

２９６回の利用をしていただいてる状況となっております。 

  少子化が進む中、当町の未来を担う子どもたちが心豊かに明るく健やかに育つ町づく

りを目指しまして「斑鳩町次世代育成支援行動計画」を平成１６年度に策定をし、住

民、事業所、行政が連携、協力し合い、地域が一体となって子育て支援事業を推進し

ているところでございます。その一環といたしまして家庭や地域における子育て支援

機能が低下をいたしているところから平成１８年度から子育て親子の交流、集いの場

の提供や子育てに関する相談・支援を行います「斑鳩町つどいの広場事業」を開始を

いたしました。子育て中の親の孤独感や閉塞感を解消し、子育ての負担の軽減にもつ

なげていきたいと考えております。 

  それでは、７８、７９ページの第１目の児童福祉総務費についてでございます。本年

度予算額は１，８９１万３，０００円の計上をさせていただいております。前年度予

算額と比較いたしまして１１４万３，０００円、６．４％の減でございます。当該科

目につきましては職員にかかります人件費が主な経費となっております。 
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  次に、７９ページの第２目児童手当費についてでございます。本年度予算額は前年度

予算額と比較いたしまして４，６９２万９，０００円、４２．３％増の１億５，７８

２万９，０００円を計上させていただいております。平成１８年度から支給対象年齢

が小学校第３学年終了前から小学校終了前までに拡大されたことによります増となっ

ているところでございます。平成１８年１月末現在の受給者数は１，２１３人でござ

います。 

  次に、８０ページから８２ページの第３目保育園費についてでございます。本年度予

算額は３億２，３０２万４，０００円を計上をさせていただいております。前年度予

算額と比較をいたしまして４５７万６，０００円、１．４％の減でございます。子ど

もを取り巻く環境が大きく変化をいたしている中、保護者の就労と子育ての両立を支

援をいたしますとともに、園庭開放や家庭支援講座等を通しまして地域での子育て支

援事業の充実に努めていくことといたしております。 

  次に、８２ページ、第４目一日里親会費についてでございます。本年度予算額は５３

万２，０００円を計上をさせていただいております。前年度予算額と比較をいたしま

すと１万１，０００円、２．１％の増となっております。参加者には１日を楽しく過

ごしていただいており、開催を楽しみに待っておられるところでございます。本年度

も担当常任委員会の委員の皆様やボランティアの方々のご協力を得ながら実施をして

まいりたいと考えております。 

  次に、８３ページの第５目学童保育運営費についてであります。本年度予算額は１，

６８０万５，０００円の計上をさせていただいております。前年度予算額と比較をい

たしまして１９６万１，０００円、１３．２％の増でございます。学童保育室は、共

働き家庭の一般化、就労形態の変化によりまして受入れ児童数も年々増加をしている

状況でございます。平日の放課後及び土曜日や夏休みなどの学校休業日に午後６時３

０分まで開室をいたしまして、保護者の皆様のニーズに対応してるところでございま

す。本年度は増加いたします児童に対応するため学童保育指導員の２名の増員を図っ

ているところでございます。 

  次に、８４ページの第３項災害救助費についてでございます。本年度も万が一不幸に

して災害が発生したときに早急な対応がとれるよう名目予算といたしまして２，００

０円の計上をさせていただいております。 

  以上で簡単ではございますが、第３款民生費の説明とさせていただきます。よろしく
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ご審議をお願いいたします。 

○小野委員長 ご苦労さんでした。 

  １４時４５分まで休憩いたします。 

（午後２時２９分 休憩） 

（午後２時４６分 再開） 

○小野委員長 それでは再開いたします。 

  民生費についての説明が終わりましたので、これに対する質疑をお受けいたします。

予算に関する説明書の６５ページから８４ページまでです。どうぞ。松田委員。 

○松田委員 どうしても物わかりが悪いのかわかりませんけども、議案書を見せていただ

いたり、あるいは予算書を見せていただいてもわかりにくいのが結局指定管理者制度

の問題なんです。この制度を利用せずに直営する公の施設の管理などについてどこが

どう違うのかなという関係がどうもわかりません。 

  特に全体的にあちこちに出るわけなんですけど、６９ページでは憩の家の関係があり

ます。ここの関係は職員が派遣事業の委託であるいうふうに書かれています。職員の

派遣事業なんていうようなことは直営でやれるはずがないんだろうというふうに思う

んですけども、こういう関係などと、しかも７２ページでは、これはあゆみの家の関

係ですね、施設管理と運営の業務委託料というふうに言ってるわけです。ほかいろい

ろとこの委託をしてる関係が書かれているんですけども、それぞれに見てまいりまし

ても結局民生に限らずほとんどこの業務の関係を委託してるのは社協なんかが中心に

なってるというふうに思うし、その社協がまた委託をしてるということになる形のも

のが非常に多いと思うんです。いうような関係で、この指定管理者制度によっては一

体施設の管理だけなのかと思うと管理と業務運営も委託をしていますし、制度を利用

せずに直轄する公の施設として見ていきますとこういうふうな運営業務だけを委託し

てるのかというとそうでもないし、どこがどう区別されているんかなということがわ

かりにくいんですけども、その辺わかりやすい説明を一遍してくれませんか。どうし

てもわからない。また、この関係について総務委員会でも付託議案を受けているんで

すけども、できるだけわかるようにと思って一生懸命見てるんやけど、どうしてもわ

からん。だから今回の場合も特に民生の関係でもいろいろと委託の関係が出てくるん

ですけども、これが全部直轄、こういうのを直轄と言うんであろうかということわか

りません。それから特にこの提案説明を見ましても、あゆみの家の関係だとか高安の
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ふれあい交流施設の関係であるとか老人憩の家の関係についても今この委託、いわゆ

る管理者指定制度というなのも使用せずに公の施設で管理をしていくんやということ

でこの整合性を図っていってるんですけど、予算に関してはもうみんな同じことだと

いうふうに思うんですね。この辺がどこがどう違うんですかね、ちょっと明確にわか

るように教えてもらえませんか。どうもわかりにくいと思うんです。 

○小野委員長 藤原企画財政課長。 

○藤原企画財政課長 指定管理者制度と従来の直轄との違いということでございます。ま

ず指定管理者制度につきましては、基本的には団体等に対して委託を行うということ

でございまして、従来の部分委託につきましても同じように団体に対して委託を行っ

てるということでございます。このやはり一番大きな違いといいますのは全面委託を

していくのか部分委託をするのかということの違いが大きな違いであろうかなという

ふうには理解しております。そういった中で指定管理者制度を使いまして全面委託を

していくということになりますと、ここではもういわゆる地方自治法に定める指定管

理者制度ということで行うわけでございまして、その業務の範囲等につきましては当

然ながら条例で定めていく必要がある。そしてその中で施設の使用許可でございます

とか、あるいは場合によっては利用料金制度だよというのが指定管理制度でございま

す。 

  あゆみの家あるいは老人憩の家等につきましては直轄ということでございますけれど

も、基本的にはその業務の一部を、受け付け業務でありますとかそういったものを部

分的に委託をしていくということでございます。したがいまして、あゆみの家、憩の

家等につきましては、そこはいわゆる施設の使用許可につきましては町が持っていく

ということになっております。 

○小野委員長 松田委員。 

○松田委員 そうすると予算書なんかでは全面委託をしているはずのいわゆる指定管理者

制度の適用しているところも結局施設管理費などについては町が見ているという関係

になって、完全委託をしてるという関係ではないというふうに思うんですよね。赤字

が出そうな関係あるいは問題のある関係もほとんどがいわゆる行政の一般会計の予算

の支出をしてる。ほとんどしてるんですよね。それでいて結局業務委託をしてるんだ

と言うんやけど、どういう意味でそうしてるのか、ちっとも今までと変わってないん

ですよね。 
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  今言われてる関係について本当に明確に変えられるようなところというのはどこにあ

るのかな、予算がどう変わってきたのかなと見ますと、例えばいわゆる施設、指定管

理者制度をとってきているところについての箇所なんかを見てみましても予算書の関

係では維持管理費の関係などについて見ていますよね、予算で。それで全面委託して

んねやというようなことになるのか。直轄というとこについてもやっぱりいろいろ見

ているけど、この業務については委託してるいう関係にありますよね。その辺の区分

というのは説明は何ぼ聞くんですけど、わからんのですよ。ここでは自分たちの所管

ですけども、まだそこが聞けませんから、これ総務の関係では聞けると思うんですけ

ども、例えば、ちょっと話がそれて申しわけないんですけども、ホールの関係でも施

設管理費の関係については１億２，０００万ほどいたしてますよね。そして職員を派

遣してますよね。そこへ派遣してるんではない、これは。どういうていいんかね、結

局で町の企画財政課においでになる。それで仕事はそういうこと、それを担任してい

るという関係ですよね。そういう面が一体どう変わった、今度は指定管理者に変わっ

たか。一つも変わってないということが言えると思うんですよね。 

  この老人憩の家の関係でもそうですよね。職員を派遣しているというのは、これ今ま

でも派遣してるんですから、これは派遣といえば格好いいけども、町が雇用して、そ

してそこを勤務場所にしてしている、そして面倒見てもらってるということですよね。

一つも今までと変わりない。変わりないはずですよ、直轄ですから。 

  ところがあゆみの家などについても同じことですよね。だからどこがどう変わってい

ってるのか。ただ単に名前だけをつけて名前のつけかえをしただけのことと違うか、

中身がちょっとも変わってないんと違うかな、それが本音と違うかないうふうに私は

思うんですよ。だから中身の変わらん問題だけを変えて、整合性だとか必要だ、こう

言われているところになおわからんですけど、私が理解する本当に中身的に変わらへ

んねと。そやけど一応そういう制度ができてということになったら、これからの関係

というのは直轄か、あるいは指定管理者制度か、この二者択一やということになって

るさかいにそうするんやというか、そうではない、またほかにこの委託の方法という

のはあんねやという関係で幾つかあるんやということを言うかどうかにもよると思い

ますし、それから指定管理者制度の関係というのはこの単一の事業、単一の別個それ

だけで委託制度化をしていくというとこにも無理があるんかなというふうにも思った

りするんですけども、ただ、この関係についての制度の適用については審議会か何か
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持ってやられてるそうですし、そのメンバーというのは役場の職員だけだと思うんで

すけど、役場の職員というのは物わかりええんやなと、大分ええんやなと。だからよ

う聞いたら説明あんばいしてくれたなと思うんやけど、ところが１回聞いてみてもわ

からんということは一体どないなってるのかなと思うんですが、この辺についてはこ

の予算書のもうあちこちに出てくるわけですよ、委託の関係というのは。だからもう

少し我々が説明ができるように、理解ができるような関係の説明としてしてほしいと

いうふうに思うんですけど、どうしても今言われてる、課長から説明を受けてるんで

すけど、やっぱり矛盾があるんじゃないかな、おかしいやないかなと思うんですよ。

どこが変わってるのかな、どこが変わるのかな。そして理屈だけは２つあるわけです

ね。サービスをよくするという関係と人件費をできるだけ抑制するんやと。このどっ

ちも抑制するんならもうちょっと経費でも見たときの一般会計から補助の関係も減っ

てきて当たり前だ。ところが減らすということちょっともしてない。同じようにして

るんですね。いうことから見て、それで職員もちょっとも変わりがない。どこ変わん

ねやな。そらほんまにかわりばえをしない形のものでなおかつ変えたような気持ちに

なってるということだけのような感じがするんですけども、そういうこととやっぱり

違いますのかな。この辺をちょっと聞かせてほしいんですわ。 

○小野委員長 芳村助役。 

○芳村助役 この指定管理者制度というものは、今も松田委員からのご指摘があるように

非常にこの指定については議会の議決を経て行う極めて重要な行政処分ということで

あります。そういう中で指定管理制度を導入するということについてのノウハウとい

うのを我々はやっぱりやっていかなければならないけども、それについて、今、松田

委員指摘されたように適切な違いを説明していくということが私は非常に難しいんで

はないか、このように思います。 

  ただ、言えることにつきましては、まず今までは管理委託制度の中で管理を町が委託

制度の中で契約をしていた。これは今までそういういわゆる公の施設については民間

は管理できなかったわけです。それを今度は指定管理制度が導入されて、民間事業者

もそれが、個人はありませんけども、そんな団体については今言いましたように議会

の議決を得て指定することができるわけです。そういうことは先般もおっしゃってま

したように、この制度はやはり経費の節減、そしてサービスの向上、これに尽きると

思います。そういう中で町が今までやってきた管理委託制度では非常にもうマンネリ
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化して、単なる委託をしていけばええわということでやってきた。それが今度そうい

う制度ができた限りは競争性も生まれてくる、透明性も生まれてくるということでご

ざいます。 

  ただ、本町としては現実には公募し、競争性は持たない単独指定をした、こういうこ

とです。これはなぜこういうことしたかといいますと、やはり文化振興財団もしかり、

観光協会も、やっぱり今まで管理委託制度の中でやってきたというノウハウを持って

る。そういうことを当面させといて、その様子を見ようということが一つあります。

ましてや財団で競争性を導入して、仮に財団が競争性に勝てなかった場合、この財団

の措置をどないしていくかという難しい面もあるわけです。そういうことも考えなが

らこの管理委託制度が導入された中で財団なりに観光協会等に当面委託させていこう

ということです。 

  先ほど言いましたように、非常にわかりやすく説明するのは難しいことなんですが、

今も言いましたようにやはりこれは地方自治法の改正によって今まで公の施設がいわ

ゆるＮＰＯとかそういう団体が管理できなかったものをその団体、民間事業者が管理

できるということのメリットが出るということ。当然そこで議会の議決、いわゆる先

ほど言いましたように行政処分ですね、非常に重い行政処分、これは議会の議決を得

てやらないかん。そういうことによって指定管理事業者にさせるということの重みが

出てきたということでございます。今まで先ほど言いましたように契約でやってきた

ものが今度はそういうような重い行政処分という制度の中で議会の議決でやっていく

という非常に重い処分ということになってきておりますので、やはりこれまでよりも

以上にいわゆるその施設についてのサービスの向上といいますか、またコストの軽減

といいますか、そういうものはやっぱり考えていって、適切な管理をやっていくとい

うことであろう、このように思います。これは今まで管理委託制度でやってたやつが

この１８年の９月１日までに移行し、直営にするか指定管理者等にするかということ

でございますので、そういう意味で３カ所については今申し上げましたような形で指

定管理制度事業者としての指定管理でやってもらう、こういうことでなったわけです。

私、今言いました説明にも非常に松田委員さんは合点いかん点であると思います。そ

ういう中でやっていたということで、簡単に考えれば一つは民間事業者が公の管理が

できなかったものできるようになったということ、それでいわゆる非常に重い行政処

分によって議会の議決得てやるということになったということも一つございます。そ
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れによってサービスの向上並びにコストの減という新しい方法が生まれてきた、こう

いうことでこの制度が生まれたんではないか、私はこういう解釈をしたわけです。 

○小野委員長 松田委員。 

○松田委員 僕は、それで経費が節減できたりサービスがようなるんなら反対せえしませ

んねや。ところが、斑鳩町が今適用しようとしている指定管理者制度の関係から見て

いくと、いわゆる中身も外身ももうすべてが変わりない。ただ単に変わるのは、指定

管理者制度という関係を取り入れたということだけしかない。このことについては何

ら期待することはできない、また期待する何物もないというふうに言わざるを得んの

じゃないかなというように思うんですよ。そうではないんですかと。幾ら助役さんが

いろいろのことを言われているけども、民間に委託するわけではないわけです、うち

の場合。先ほど言われているように単独指定でやる。しかもそれはある意味では、す

べてではありませんけども、中には財団という関係、しかも財団の理事長については

町長みずからやっておいでになる。そのことが悪いというんではないんです。結構な

んですけど、今はやっぱりそのことが必要だというふうには思うんですけども、そう

いう段階において、しかもこの町から一般財源として管理費の関係もこういうふうに

出してる。どこも変わったとこないやないかと。変わるの指定制度だけ、管理者制度

という制度だけやという関係で今、助役さんの言われるような民間の委託でもないわ

けです、これはうちの場合。そしたら今までもそういうことをやってるんですから、

今までと変わりがない。そういう屋上屋を重ねるようなことをやって何も、いかにも

期待があるかのように言うんですけど、期待は全然ない。だから我々としては議会の

立場においては町側が３年と言われて、やっぱり３年というのは長いのと違うか言う

たのはそこにもあるわけですよね。こんなん期待でけへん。やられるし、条例で決ま

ったんやからこれしゃあないと思うけど、とにかくやってみようということだという

ふうには思うんですよ。じゃあ、その間において今の制度そのものについて管理運営

の方法について変わるかというと、僕は変えられないと思うんですよ。やっぱり財団

の関係であり、理事者制度であるというふうに思うんですよね。そういうことからい

くと一体いかがなものかと。しかもその例としては野迫川の例があるやないかと。野

迫川結構なこっちゃということ管理者制度採用して、それやってみた。これ１年でも

う言うてみたらご破算になってしまう。一体これはなぜなのかということですね。そ

れで、ああ、やっぱり難しいんやなと、やっぱり我々あんまり期待できないなという
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ふうに思ったんですけど、野迫川の場合は１年でやめたわけですけども、どういうふ

うに見てますか、野迫川の場合、何が問題だったんですか。そういう心配は斑鳩町の

場合にはないというふうに思うんですか、それはどうなんですか。 

○小野委員長 芳村助役。 

○芳村助役 野迫川のことの関係なんですが、１年足らずで業者がもう丸投げした、こう

いうようなことでございます。野迫川側としては、やはりもう直営でやる、こういう

ことを言ってるわけですが、やはり当初の業者の事業計画等も十分野迫川は野迫川で

審査されて、この手法を用いればサービスの向上もつながるしコストの削減もできる

ということでその業者を指定管理者として指定した、こういうことやと思います。と

ころが、業者は自分が計画出した中でスムーズにいけなかったんではないかなと。そ

れで脱退したんではないかな、このように思うわけです。 

  本町の場合は、あくまでも今まで管理委託制度を設けてやってきた財団なり観光協会

にやらすということは、それは私は見えないと思うんです。当然私としては今までと

同じような形で管理してくれ。同時に、審査会の中でも委員会の中でも、やっぱり財

団なり観光協会に出された内容は、若干今までと違うた形で努力するというような計

画書を出されておりますので、こういうなのは町としては問題ないということで指定

管理者としての指定をし、そして議会で議決得るわけでございますが、そういう判断

とったいうことから考えて本町の場合はそういう野迫川のような形にはならない。た

だ、これが将来的に本町も公募した場合にひょっとしたらそういうようなことになる

可能性も私はあるなと思いますけど、現在は町の外部団体にやらせてる限りは野迫川

のようなことはならない。ただ、松田委員もおっしゃるように何ら変わりないという

ような面は確かに多々あると思いますけども、ご指摘のとおりとしてはならないかと

いうことに対しては私はならないということの判断を持っております。 

○小野委員長 松田委員。 

○松田委員 僕は、助役は聞かせてもらっていると物すごい詭弁やと思うんですわ。この

制度取り入れることについては何かというと、やっぱり民間の活力を活用する、ある

いは民間と同じようなシステムがとれるようにしていきたいというふうに言うてる。

ところが、斑鳩町の場合はそういう状態ではありませんと言うてる。野迫川の場合は、

民間委託ということで民間委託しようとした。に基づいて活力出そうとした。失敗し

た。うちはそうではないと言った。それはいわゆる公社制度がええということや。財
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団法人組織で、これがええということ。それやったらそのことでええやないかという

ことやね。それにそういうふうにしておきながら、いかにもサービスがよくなるんや

とか、あるいは経営形態がよくなるんやとか経費が節減できるんやとか言うけども、

経費の節減の方途ということ目に見えるような施策は一つもないし、報告書という関

係も先ほど言われてますけど、計画書ですか、もし出るとしたらこの場所と町で総務

委員会の中で僕出してほしいと思うけども、ありますか、そういうたまたま、その中

で、そこ見てくると、本当にその計画書が計画書になってるんかどうかというと、既

に我々が１８年度事業計画を決定をし、なおかつ議会でも報告された内容を文書化し

たものにすぎないというふうに私は思うんや。これは推測ですよ、まだ見てませんか

ら。だからそういうものである限りにおいては何ぼ抗弁しようといえども余り期待で

きるものではないというふうに私は思うんです。それをあくまでもこだわってそれ抗

弁していくというところに僕は素直さがないように思うし、そこが行政の最大の欠点

であるというふうにも思うんですけども、この中見る限りにおいては全然そういうこ

ともわからん。 

  私は、もうここで申し上げておきたいと思うんですけども、町が言う説明というのは

理解ができないし、この１年間を思考した結果といえども町が言うような期待を持て

るようなシステムということにはなっていかんでしょう。またそういうふうにどう思

われて仕方がないということ、これは意見ですけど、私の見方ですけども、そういう

ふうに申し上げておきたいと思うんです。したがって、ここでいう指定管理者制度を

適用して効率を上げていくんやというふうな説明を受けてこの予算書は提起されてい

るけれども、そのことについては極めてまゆつばものであるという認識を持ってると

いうことだけ申し上げておきたい、こう思います。以上です。 

○小野委員長 別にそれに対してのもう言わない方がよろしいと思いますから。 

  ほかに質疑のある方どうぞ。三木委員。 

○三木委員 １つずつで。６６ページ、行旅死亡人葬祭業務委託料、追悼式設営業務委託

料、この件なんですが、両方で３１万ということですが、見込んでますが、この予算

組みなんですが、これは１７年度の実績に基づいてやられたのか。だとすると去年は

こういう何か実績があったのかどうか。 

  それと最近の町内の行旅人の情報、これは入ってますか、相変わらず。 

○小野委員長 西川福祉課長。 
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○西川福祉課長 今ご質問いただきました行旅死亡人の葬祭業務委託料につきましては、

１６年度から申しますと１６年度で実績はございません。１７年度は今まで実績ござ

いません。ただ、予算組みをさせてもらっておりますのは、もしあった場合に想定し

まして措置できるようにということで上げさせてもらっております。 

  それと町内の行旅人の情報ですが、今現在情報は私の方に上がっておりません。 

○小野委員長 三木委員。 

○三木委員 もしあった場合は、これ委託先というのはどこになるんですか。 

○小野委員長 西川福祉課長。 

○西川福祉課長 この葬祭業務委託料につきましては、町内業者で処理をお願いするとい

うことで考えております。１０万円という形で最低の金額を聞かさせていただきまし

て、処理できるというようなことで組まさせていただいております。 

○小野委員長 三木委員。 

○三木委員 町内の葬儀屋さんという解釈をしてよろしいんですね。 

  それでは、６８ページの老人クラブ助成金１９３万９，０００円なんですが、これは

町内の福祉会と別に老人クラブってあるわけですが、多分それだと思うんですが、こ

れの配分なんですが、老人会の連合会に一括してのか、それとも各老人会に別個で個

別にやってるのか。だとするとその金額なんですが、人数割でやってるのかどうかで

すね、その辺はいかがですか。 

○小野委員長 西川福祉課長。 

○西川福祉課長 今ご質問いただきました老人クラブの補助金につきましては、老人クラ

ブに一括でお支払いさせてもらっております。ただ、積算の中身としましては、老人

クラブ数等を報告していただきまして、それに基づきまして積算しておりますので、

あと老人クラブの方でお渡しして、それでそこから分配していただくという形になっ

ております。 

○小野委員長 三木委員。 

○三木委員 わかりました。 

  それでは、７６ページ、いきいきの里の管理運営事業費ですが、先ほど説明では町外

料金を上げ、町内を下げた、５００円の３００円で、以前は町外が６で町内が４、最

近では町外が３、町内が７と逆転してる。１月末の統計では９３４人というふうにち

ょっと聞いたんで、間違ってたらちょっと訂正してください。 
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  それで収入は当然減ってくるわけですけど、当初町内の人たちのできるだけ来てもら

おうということでこういう料金体系とったわけですけど、目的はただ町内の人をふや

すということではあったけども、収入が減るということについては、当然多い方がい

いわけなんですけど、その辺ちょっと狂いが来てないのかどうか。今年度何人ぐらい

の入浴人がいるのか、予定してるのか。それでそれに対しての収入幾ら見込んでるか

どうか、それに対して町が持ち出しは幾らになるのかをお聞かせください。今わかる

かな。 

○小野委員長 西川福祉課長。 

○西川福祉課長 いきいきの里の入浴料の関係でございます。１月末現在で入浴者数は２

万６，３０３人でございます。前年度同期、１月末と比較しますと９７４人の減とな

っております。先ほどありましたように、料金改定を行います前は町内４割、町外の

方が６割と、正確にははかっておりませんが、そういう形で状況をつかんでおりまし

た。料金改定の後、町内の方が７割、町外の方が３割という形で町内の方の利用者が

ふえているということはあります。 

  ただ、委員さんも言われますように使用料の関係で町内料金を下げておるという関係

で収入等は入ってきておりますが、見込みとしましては１月３１日現在で５６５万円

程度収入があります。昨年は７８０万程度でございましたので、２２０万程度今現在

で下がっております。年度末では収入としては６８０万程度になりまして、前年度と

比較しまして約２８０万程度下がるんではないかという見込みを持っております。 

  それと町内の利用者の方をふやすということを考えまして、敬老会の記念という形で

いきいきの里利用券を配らせていただいた関係で料金改定の分と合わせまして町内の

利用者の方が今多いということでございます。 

  それと今申しましたのは見込みといたしましては１７年度の見込みを説明させていた

だきました。１８年度につきましても今申しました見込みということで計算をさせて

いただいております。 

○小野委員長 三木委員。 

○三木委員 本年度では最終に２８０万のマイナスになるだろうということですけど、と

いうことはここに書いてある３，１９１万７，０００円と中でそこに対してのマイナ

スの分は負担していくというふうに解釈していいわけですか。 

○小野委員長 西川福祉課長。 
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○西川福祉課長 ふれあいいきいきの里管理運営事業でかかります費用から使用料を差し

引きましたものにつきましては町の負担になります。 

○小野委員長 三木委員。 

○三木委員 同じくいきいきの里の中の７７ページのカラオケの通信回線使用料とカラオ

ケの機器使用料、両方で４０万４，０００円という予算組んでますが、これは当然カ

ラオケ室が２つあるんですね。そこでの回線と機器の使用、カラオケの機械の使用料

を払ってると思うんですけど、そこでこれのじゃあ昨年度はどのぐらいの使用回数が

あって、カラオケでの収入がどのぐらいありましたか。 

○小野委員長 西川福祉課長。 

○西川福祉課長 今ご質問いただきましたカラオケの機器の使用でございますが、１６年

度決算では７７万円使用料がございました。今利用料が７７万円でございます。 

  使用件数としましては５１０件、利用者数にしましては２，１２７人でございます。

利用時間にしましては７７０時間、１６年度で使用していただいております。 

○小野委員長 よろしいですか。 

  嶋田委員。 

○嶋田委員 まず、７４ページですが、１９節のとこの下から４番目ぐらい、精神障害者

小規模作業所負担金ということで、これはどこに出しておられるのか、複数あればそ

れを教えていただきたいのと、減額になってるんですけど、これの原因まず教えてい

ただきたい。 

  それから７５ページの自動車運転免許取得助成事業と改造費助成事業ですか、これ去

年利用者の方おられたのかどうか、おられたら何名ほどおられたのかいうことをちょ

っとお聞きしたいと思います。 

○小野委員長 西川福祉課長。 

○西川福祉課長 ご質問の精神障害者小規模作業所でございますが、今現在利用されてお

られます施設につきましては３施設でございます。施設名はよろしいですか。郡山に

ある３カ所の施設で利用していただいております。利用者数につきましては合計６人

の方が１６年度利用されております。それと減っておりますのは、そのうちの１カ所

が利用者が１８年度されなくなるということで、それで減らしております。 

  続けてお答えしたい。自動車運転免許取得、改造の支援ということで１６年度の実績

でございます。お二人の方がご利用いただいております。１７年につきましては今現
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在利用はございません。以上でございます。 

（「改造」と呼ぶ者あり） 

○西川福祉課長 取得と改造と今合わせましてお二人ということで、一人ずつ。 

○小野委員長 嶋田委員。 

○嶋田委員 それと７３ページ、リフトつきバスの運行なんですけれども、これは監査委

員さんから利用目的の明確化によって住民に疑義を生じさせないようにとのご意見賜

ったと思うんですけれども、そこら辺はどういうふうに考えておられるのか、対処さ

れるのか、お聞きしたいと思います。 

○小野委員長 西川福祉課長。 

○西川福祉課長 リフトバスの運行の利用規定につきましては、要綱等をこしらえており

まして、それに基づきまして今現在利用者を受け付けしておりまして、それに基づく

場合は許可をしております。今現在もそういう形で利用者の方がおられましたら利用

内容、また利用者の方の、おおむね６０歳以上という形にもなっておりますので、そ

の辺の確認させていただいて、また使用目的、使用の方の福祉のことにつながるとい

うような活動、また町内の福祉活動をしておられる団体さんが使われるというような

ことも規定にも載っておりますので、それに従いまして許可を出すという形でしてお

ります。今後もその条件につきましてはきちっと運用してまいりたいというふうに考

えております。 

○小野委員長 嶋田委員。 

○嶋田委員 なるほど要綱に基づいて、そういうふうに規定にのっとって運行されている

んであれば、わざわざ監査委員さんがただし書きでそういうふうなことをおっしゃる

のはちょっとおかしいと思うんですけれども、今までからちゃんとやってきたという

ことであればそれはそんで結構なことだと思いますが、今後監査委員さんからそうい

うご指摘の受けないように今後やっていただきたいと思います。 

  それと６６ページなんですけれども、社会福祉協議会との連携ということで一般質問

でもあったと思うんですけれども、これはどういうふうにちょっとお伺いしてええか

困ってるんですけども、福祉協議会の方で会費として５００円を集められて、それは

そんでいいと思うんです。ただし、その中で運用するんだったらいいねんけども、半

額ぐらいですか、ええ言葉で還元するということなんですけれども、そんだけの余裕

があるんであれば補助金というんですかね、その分を減らしていただいてもいいんで
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はないかなという単純な考えで質問させていただいてますねんけれども、そこら辺は

どうですのやろか。 

○小野委員長 小城町長。 

○小城町長 嶋田委員のご指摘のように、これは会員制度をつくったわけでございますけ

ども、１７年度から出発して、まず自治会等説明会等に行かせていただいて、おおむ

ね１，８００何口という形で会員を募ったわけでございますけども、この小地域福祉

制度の関係等について今まで一律４万円という補助の関係を今度世帯によって削減し

ていこうということでそういう中で、そしたら自治会理事の中で、できましたらそう

いう郵便局で手数料が１００円が５０円と、振り込み等は何や５０円、１５０円かか

るということであれば、そういう関係等によって減る自治会等については、小地域に

ついてはやっぱり半額でもそういう形で小地域に還付できないかということで、おお

むね自治会でまとめて集めていただけるということになれば、できるだけ私の方かて

１７年度で１，８００何口ですけども、それだけやっぱり会員をできるだけ多く募っ

ていくことが大事であろうということでそういう点で理事会に２月２日に最終的に決

まったということでございます。ご指摘のように確かに補助金を会員制度、５００円

を集めながらその半額をどうかということについては、それはまたいろんな問題は起

きますけども、そういう中ではいろいろとそういうお世話を願ってる方がそういうご

意見等いただいた中で、そしたら２５０円の小地域に還元をしていこうということに

なったような経緯でございますので、その辺のご理解をいただきたいと思います。 

○小野委員長 嶋田委員。 

○嶋田委員 還元する小地域福祉会ですか、それはいろんな自治会が集まって一つの小地

域福祉会をつくっておられるとこもありますので、ある一つの自治会のお金をそこへ

戻すというのも不公平感が出てくるんではないかなと思いますので、それは福祉協議

会の中での話しされたらいいことなんですけど、結局その半額でも還元しようという

余裕があるのならば、補助金はその分削っていただいたらどうかなと、単純な話。し

かも４万円を２万円に、４万円を何ぼかに削った。それは苦しいから削ったんやと思

うんですよ、財政的に。せやのにまたそれを還元しようというふうなことはちょっと

矛盾しているんではないかなと思いますけれども、そこら辺福祉協議会の中でいろい

ろ論議していただいたら結構かと思いますけど。以上です。 

○小野委員長 その件につきまして一般質問の後、この予算委員の方からも、私からもそ
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のときの２月２日の社会福祉協議会の理事会の会議録をこの委員会に提出してもらい

たいと申し入れしたところ、担当から社協の方へ聞いてもらったらまだそれできてな

いという回答いただいております。このことについて町長は会長でもありますし、ま

た監査委員さんがそのことについても触れておられますので、これは私としてはこの

委員会にできましたらそのときの、今はっきりと町長が理事会で決まったということ

ですが、同僚議員が質問してる中で決まったという認識を持っておられる方が少ない

ような感じもしますし、きちっとしとくべきだと思うんですが、その点この予算委員

会で今、嶋田委員から、町長は会員数をふやすということが目的のようにもおっしゃ

ってましたので、予算委員会ですから、嶋田委員がおっしゃるようにこちらからの補

助金のこともありますので、会員数をふやすという目的では、私はそれだけではない

と思いますし、嶋田委員の意見、それらもしっかり聞いてほしいと思うんですけど、

それらについて再度答弁願いたいと思います。小城町長。 

○小城町長 今申し上げたように、いろいろとこういう関係等についてまだこれからもい

ろんな問題が出てこようと思います。これは１７年から始めた関係ですぐに１８年と

いうことになってしまっておりますけれども、そこらはやっぱり整理していく中で十

分１８年度中に検討をすべきことで、また理事会あるいは委員会等で協議をしてもら

いたいと思います。 

○小野委員長 それとこれも同じく嶋田委員が話してたリフトバスの運行についての監査

委員さんの意見、それについての担当課長の答弁で要綱でやってるということですが、

嶋田委員はそのまま突っ込んで話ししてないんですが、要綱があるのは私どもも承知

してます。ただ、その要綱の解釈の仕方が余りにも大き過ぎるというか、弾力性持っ

てるために住民からいろんな誤解をされてるんじゃないかなと私は思っとるんです。

確かに福祉のバスですので、要綱でこれはだめだ、これはだめだというようなやり方

も、これは一つの福祉の後退になると思いますが、余りにもこれを使ったらいけるで

ないかなということが監査委員さんから見たら住民から誤解を受けるんじゃないかと

いう指摘があったように私は思うんです。その点について担当課の課長としてはもう

少し改善していくというんですか、福祉の後退を招かないような利用の仕方を検討す

る余地がないのかどうか、ちょっとお伺いしたいんですが。小城町長。 

○小城町長 その関係については厚生常任委員会でしたか、中でこのリフトバスの関係等

についてゴルフに行かれる方が使われるというご意見も出て、そのものがええのか悪
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いのかというご意見も当然あったと思います。そこらの判断をどうしていくかという

こともこれもやっぱり決めていかなかったら、ゴルフはあかんとかいうことを決める

のか、そこらをまた協議していくことが大事だろうと思います。その方はやっぱりゴ

ルフはリフトつきのバスは好ましくないということでございますから、その中で監査

委員さんがご指摘されてるのかというような感じも感じますから、そこらも十二分に

検討をして、また議会とも委員会とも話をさせていただきたいと思います。 

○小野委員長 松田委員。 

○松田委員 ちょっと今言われてる関係で不思議に思うんやけど、小地域福祉会の関係は

僕らの認識では、民生委員会で取り上げて、民生委員の呼びかけによってこれをつく

られてきたという記憶をしてるんですよ。私もたまたまその福祉の自治会の役員もや

ったりしているんですけど、民生委員の呼びかけによってこれをやってきて、それは

非常に結成と運営についてまず４万円受けた。それは結成をするについて費用として

いただいたいう関係があって、この辺からこの民生委員と社協との関係がどっちがど

っちになっているんやという関係が私はあると思いますよ、一つ。この辺をすっきり

してくれて、そして小地域福祉会の位置づけを上の方の関係としてはどうするのか。

地域ではそれぞれもう軌道に乗ってると思うんですよ。随分うち、北庄なんかはでき

た時分が１１番目か１０番目ぐらいだったと思うんですよ。その後ずっとふえてきて、

結構今各自治会単位を一つの規模にしながら、ほぼ行き届いてくるような状態になっ

てきたということで組織づくりは進んできたということもあるんですが、その中での

この問題が起きてくる状態とあわせてまた会員制という関係が発足したいう関係にな

ってきてるんで、この辺を一遍整理をしてくれて、主体がどこかもわからんようにな

ってくるんですよ。だから小地域でといいながら自治会であってみたり、あるいは民

生委員かと思うと、これはまた社協と言うてみたり、もうごじゃごじゃになってきて

る、その辺が。だからこの辺を一遍整理してもらう必要があるんではないかという感

じがしている。これは意見です。 

  それから今リフトの関係は、これは監査委員から指摘を受けたという関係だけではな

いで、一番初め問題があったのは、西谷議員が、今おやめになったけども、提起をさ

れたんです。おかしいじゃないかと。余りにも不合理な使い方がある。記載のあるも

のとないものとがあるということなどの指摘があって見直しをしようということにな

ってきたのが出発だと思うんです。だからその辺からいくと今また同じようなことを
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今度は監査委員の方に来てるということになってくるんですけど、随分議会の中で議

員が審議中にこういう関係を提起をしているということを忘れてしまってはならんと

思うんですよ。だから言う人が違うたら同じように対応も違うてくるんやというよう

なことではやっぱり困るというふうに思いますから、やっぱりこの辺は十分含んで、

歴史的な経緯と、それと指摘をされてる状況というものを十分に把握しながら対応す

るようにしてほしいというふうに思います。これは私の感じだけです。以上です。 

○小野委員長 ほかにございませんか。飯髙委員。 

○飯髙委員 仮称の総合福祉会館建設事業の委託料として実施設計委託料というのが出と

るんですけれども、これは測量業務も含んでの値なんかどうかということが１点と、

先ほど児童手当の３年生から小学６年生までという１，２１３人、これのちょっと。 

○小野委員長 済みません。ページ数を上げていただいて。 

○飯髙委員 ７９ページ、児童手当費ですけど、各学年ごとの人数できれば教えていただ

きたいと思います。 

  それと各種団体の補助金ですね、軍恩会の斑鳩支部補助金が今回ゼロということで、

それと、さをりひろばの福祉作業運営補助金がゼロということになってますの、それ

ちょっとなぜゼロになってるんかということを教えていただきたい。その２点よろし

くお願いいたします。 

○小野委員長 西川福祉課長。 

○西川福祉課長 ご質問いただきました（仮称）総合福祉会館の実施設計委託料３，９６

５万９，０００円でございますが、測量につきましては本年度実施しておりますので、

ここには入っております。実施設計委託料として、設計委託料としてここに入っては

ございません。 

  それと児童手当でございますが、学年別ではちょっといらっておりません。今回来年

度、４月から児童手当が改正されます。ご存じのように小学校３年から６年生まで上

限が延びるということで、この延びた分を計算しまして上がっております。合計、全

体の人数で、申しわけありませんが、報告させていただきたいと思います。小学校３

年生までの人数では１，８１９人でございます。４年生、５年生、６年生が５１８人

でございます。合計２，３３７人でございます。そういう内訳になっておりますので、

よろしくお願いいたします。 

  それと軍恩会の補助金につきましては今回につきましては本年度で解散されるという
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ことでご報告受けておりまして、来年につきましては補助金計上しておりません。 

  あと、さをりひろばにつきましても、現在通所している利用者の方が来年度は利用さ

れないということで計上しておりません。 

○小野委員長 里川委員。 

○里川委員 ちょっと幾つかあるんですが、まずお聞きしたいのが、７１ページの人権対

策費のところで常々私申し上げております一つの特定の団体の研修会に余りにも多人

数の職員さんが参加されるということ。こういう人権問題についての研修をしようと

思ったら、いろんな団体があるだろうということを提起しながら来たんですが、この

１８年度については１７年度と比較してそういう部落解放同盟さんがされる研修会、

また全国集会参加の方をどういうふうにお考えになってるのかということと、それか

ら保育園費の方で、これ８２ページになるんですけれども、このいろんな研究会をし

ていただいてます、先生方にも。特に保育所というのはいろいろな、お母さんもお勤

めの方であったりとか、お母さんがご病気であったりとか、いろんな状態の中で来ら

れてる幼児さんも乳児さんもいらっしゃると思うんですが、この保育所の研究会など

につきましても県の人権教育研究大会の参加負担金と、それと県の解放保育研究集会

参加負担金なんかすごい違いなんですよね、数字的に。郡の人権教育負担金であった

り県の外国人教育、確かに外国人の方もいらっしゃるので、そういう外国人教育の研

究会の負担金であったりとか、いろいろ出されてるわけなんですが、余りにもこの辺

の数字の違いがあるので、こんなに数字が違うのはどういうことなのかちょっとわか

りにくいので、お聞きしたいと思います。まずそれについてお願いしたいと思います。 

○小野委員長 西川福祉課長。 

○西川福祉課長 まず、部落解放研究集会への参加でございます。町職員の人権問題に対

する理解または資質の向上を図りますことからこの研究集会には参加するということ

で予算計上しております。 

  参加の人数につきましては、１８年度予算では２０人を予算化しております。今１７

年度と比較しまして予算額定めておりますが、それにつきましては１７年度につきま

しては３５人という形で予算計上しておりました。今回他の負担金等と同じ考えを持

ちましてできるだけ精査できるものはしていこうという考えもあることから今回も人

権問題につきましても精査させていただきまして、現在の人数にさせていただいてお

ります。 
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  それともう１点、保育園におきます負担金のことでございますが、これにつきまして

はちょっと私この中身の方詳しくつかんでおりませんので、後ほど答弁させていただ

きます。申しわけありません。 

○小野委員長 里川委員。 

○里川委員 それはまたそしたら聞かせていただいたら結構ですが、前段の方で全国大会

に行かれる分についても２名これまで派遣されてきたということ。行革の中ではそう

いう大会でも複数で参加することはどうかというような国からの指針もあったじゃな

いですかという話を私したと思うんですね、以前。それの方、全国大会の方どうされ

たのかということもあわせてお聞かせいただけますか。 

○小野委員長 西川福祉課長。 

○西川福祉課長 先ほどちょっと説明漏れまして、申しわけございません。全国集会につ

きましては、１人の予算化をしております。１７年度につきましては２人予算してお

りましたが、今回１人にさせてもらっております。 

○小野委員長 里川委員。 

○里川委員 そういうふうに積極的に見直しをされていることについては一定の評価をさ

せていただきたいというふうに思います。 

  続きまして、７２ページの障害福祉費に障害者福祉計画推進協議会の報酬ということ

で上がってます。先ほど部長の方も計画を立てて進捗管理も必要であることから協議

会を開催するんだとおっしゃっておられましたが、自立支援で新たに制度が大きく変

わる中では、事業量などの見込みを立てる、法律の方できちっと位置づけられた障害

者福祉計画があると思うんです。今、斑鳩町が持ってるのは障害者基本法に基づく計

画なんですよね、これは。だから障害者基本法に基づく計画をつくった協議会ですが、

今度は自立支援の中での事業量に関する福祉計画をつくりなさいよと、１８年度中に

と言われてるはずなんですよね。その計画どうしはんのかなと。そのことはあらわれ

てきてないので、そのことはどうするつもりなんだろうと。事業量の見込みであった

り障害者の実態をつかんでということであれば、この障害者基本法に基づく障害者計

画をつくるのと同じメンバーではちょっと無理があるのではないかというふうに私自

身は考えてるわけなんですが、その辺の考え方についてお聞きしたいというふうに思

います。 

○小野委員長 西川福祉課長。 
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○西川福祉課長 障害者福祉計画のことでございますが、自立支援法に基づきます障害者

福祉計画につきましては委員さんも今述べられておりますように事業費等を見込んで、

それを入れた計画ということで聞いております。ただ、その詳細につきましてはまだ

私らも入ってきてない状況でございまして、予算の作成時期におきましてもそういう

状況が全くつかめない中で作成をしております。 

  ただ、これをつくるときに考えておりましたのは今言われました障害者基本法に基づ

く障害者基本計画が平成１９年までにつくらなければならないというふうになってお

りまして、昨年斑鳩町につきましては以前ありました計画を見直しまして新しくつく

ったものでございます。当初考えておりましたのは、その計画に新しく事業量を入れ

るということでなって、その分が書いておりましたので、その計画に事業量部分を見

直すという形で、追加するという形で計画を今持っておったわけです。ただ、今現在

新しくはっきりとした情報は来てないわけですが、さきにそのことをあたっておりま

すと全く別個の計画だということも今こちらの方にも把握はしております。ただ、そ

の自身がはっきりまだ文書等でその事業量のサービス料をどうする、諮問についても

どうするという指針が３月末までにはという形では来ておるんですが、なかなかそれ

がまだ来ておらない状況で今現在に至っております。今言いましたように当初考えて

おりましたことから障害者福祉計画推進協議会、今現在ございます。それが今のつく

りました福祉計画の見直しというか、進捗管理していくという、協議会でまたその計

画に基づく重要なことも審議をしていただくというふうに考えておりましたんで、そ

の中で協議もしていただいてつくっていくという形では思っていたんでございます。

その階層につきましても、それがありましたので、２回協議会を開かせていただきま

して審議していただくという形で考えております。 

○小野委員長 里川委員。 

○里川委員 済みません。私、厚生委員会でもメンバー大丈夫ですかと、今のメンバーで

事業量とかそういうことまでの計画立てていくの大丈夫ですかと、もうちょっと実態

の、現実問題として実態がわかるような状況の中で、例えばいわば介護保険の運営協

議会みたいな方で、本当にそういう施設の関係者の人とか入ってやってますやんか、

そういう形にならんでも大丈夫なんですかと、三障害が一本化されて新しく制度が変

わって事業量の見込みとかそういったこと立てていく中で現体制でそういう新しい計

画をつくるということについては十分な体制なんですかということを心配して聞いて
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たわけですけども、それが明確に、いや、もう大丈夫です、それでいきますと自信持

って答えてくれはんのか、いや、また計画の内容がちょっと違うんでこうするんやと

か、その辺が私わからなかったから言ってたんですが、私は心配してるんです。十分

ではないのではないかなと心配してましたが、町はそしたら、私何回か言ってるんで

すけど、じゃあもうそのまま、これ２回の予定ですけど、ここで、障害者基本法に基

づくものと自立支援法に基づくものともう一緒につくってしまおう、今の課長の答弁

やったらそういうふうに聞こえるわけですけど、そういう理解でよろしいんですね、

そしたら。もう一遍確認させていただきます。 

○小野委員長 中井住民生活部長。 

○中井住民生活部長 先ほど課長もお答えをさせていただいておりますように、これの今

自立支援法に基づく計画の策定につきましては、その詳細な点については国の方から

まだおりてきておらないという状況の中で今現在の基本法に基づいての推進協議会の

メンバーの方々の構成で組織が可能かどうかということの状況も把握できないところ

でございますので、このことからして今のままで、今現在の福祉計画の推進協議会の

組織を移行するということには少しなり得ないのではないかというように考えており

ます。 

  だから状況等の構成メンバー等の関係等々が国の方から詳細な点におりてまいりまし

たならば、この予算編成に当たるときにはつかみ切れない情報等もございましたので、

今後の対応としてそういう形で国の方で情報がおりてきた段階で別組織としての対応

という形でまた、当初予算の審議をしていただいてる中でありまするけれども、補正

というような形で組織を立ち上げていく方がいいんではないかなというようには考え

ております。 

○小野委員長 里川委員。 

○里川委員 何にしても間違いのないようにやっていただきたいということをお願いをし

ておきたいと思います。 

  そうしましたら７３ページ、予算書の、ここには委託料としていろいろ上がってるわ

けなんですけれども、またシステムにこだわるわけですが、障害者支援システム導入

業務委託料ということで、これも結構やっぱり２１９万３，０００円という金額上が

ってるんですね。たしか県補助で障害福祉のこの関係の中で自立支援事務費補助金と

いうことで５０万円予算書の中にも入の方であったとは思うんですけれども、入って
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くるのはそれだけなんですかね。あとはもう町が、やっぱり負担もほんまに全く町が

自前でやらなあかんという状態になってるのかということ、これも一つ確認をしとき

たいと思います。 

  それとその同じところに認定調査事務の委託料と、それと自立支援サービス計画作成

業務委託料というのが２つ入ってるんですね。認定調査というのは、介護保険と同じ

ように調査をして、それから今度審査会の方ですね、また行くんやと思うんですが、

また審査会の後、障害者の程度区分によって、また障害者の状況によってこのサービ

ス計画を作成する、いわゆるケアマネージャーのような仕事、ケアプランを立てるよ

うな、介護保険でいう、そういう仕事があると思うんですが、これらの方が私たちず

っと見てきてる中でどうも委託料となってるんだけれども、どういうふうに委託しは

んのか、そして障害者のこういう問題について十分それを委託でき得る状況になって

んのかというところが非常に気になってるところなんですけれども、今、町がこの予

算を出してこられるに当たってどのようにお考えになられてるのか、お尋ねしておき

たいと思います。 

○小野委員長 西川福祉課長。 

○西川福祉課長 まずお尋ねの補助金の関係ですが、システム導入に基づきまして補助金

というのは先ほど言われました５０万円だけでございます。町に入ってくるのはその

お金だけでございます。このシステム導入業務委託料は２１９万３，０００円かかり

ますが、そういう形でなっております。 

  それと認定調査事務委託料につきましては、介護保険自立支援法に基づきまして認定

審査会にかける前に申し込みをされてました利用者の方の状況等を調査するものでご

ざいます。その認定調査員につきましては、国、県の研修を受けた者が実施するとい

う形になっておりまして、現在町の職員もそれを２月末ぐらいにありましたが、受け

てしました。それと同時に事業所さんの方もその認定調査員の研修を受けるという形

で県の方もされるというふうに聞いておりましたので、事業に調査員の研修を受けて

事業所の方もそういう体制をとってもらってくれてはるというふうに考えております。

実際の調査につきましては、町の職員４名、その調査員の研修を受けて当たっていく

というように考えておりまして、ただ認定の調査が難しい場合もございますので、そ

の場合は認定業者の研修受けた業者さんに委託をできるとなっておりますので、そち

らの方も利用しながら調査の方を漏れなく進めていきたいというふうに考えておりま
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す。 

  それと自立支援サービス計画作成業務委託料でございます。これにつきましては認定

調査が終わりまして１次判定、２次判定が終わりまして障害程度区分の認定がされた

利用者の方に利用計画を作成するという段階での委託料でございます。これにつきま

しても町の職員がケアマネージャー研修、福祉課だけで申しますと２人現在受けてお

ります、その職員が利用者の家庭を訪問してその家庭の状況、また介護者の状況等し

て、また利用者の意向等も確認しながら利用計画を個々に作成していくという業務が

ございます。だから町の職員では先ほども言うように困難なものもございまして、専

門的なことも必要な場合もございます。その場合は同じように指定地域相談事業者の

方に委託してできるとなっております、これにつきましても。ですからそこの方にも

町の職員も行きますが、同じようにその事業者も委託しながら障害者利用の方に支障

がないというような形で応対はさせていただきたいというふうに考えております。 

○小野委員長 里川委員。 

○里川委員 わかりました。金額が低いからどんなふうなやり方になるのかな、そしてま

たどこにと思ったんですが、基本的には職員ができる範囲は職員がやると。職員では

非常に障害者の問題難しい点もいろいろありますので、そういう複雑であったり難し

い問題についてはこういうふうに委託をするんだということの部分で予算化されてる

ということですね。 

  ７４ページには自立支援認定審査会の事務負担金というのが入ってるわけなんですが、

私これちょっと一般質問でも言わせてもらおう思ってた部分だったんで、この程度区

分ですね、６段階に分かれるとなってると思うんですが、そしたら多分上限とかは設

けられないと言いつつ、でも区分ごとの限度額的な、国は裁量的な経費の扱いで一定

そういう形でやってくるんじゃないかなと。だけど区分の限度額を超えても利用した

い人があるかもしれない、その状況の中でね。そしたらその限度額を超えたらどうな

るのか、町はこの予算立ててくるときにそういう想定をどの程度されたんかというの

がすごく私気になってたもんですから、一般質問でも実は入れさせていただいてた問

題なんですけれども、その限度額を超えた部分のサービスを利用しなければならない

という障害者の方が出てきた場合の利用料というのはどんなふうに町の方は考えよう

とされてるのか、お聞きしておきたいと思います。 

○小野委員長 西川福祉課長。 
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○西川福祉課長 先ほど申しましたように、利用者の方がサービスを受けるという段階で

申請をされます。そのときに認定調査の方も職員も行きますし、その辺調査する。た

だ、その後１次判定、２次判定終わりまして認定が終わりました段階でも利用計画を

作成するときにご本人さんの意向を聞きながら利用計画をつくってサービスを受けて

いただくという形をなります。そういう状況の中で、その本人さんが必要なサービス

量はその認定判定の中でも十分反映されて出てくるというふうに考えております。そ

の本人さんが利用限度額をそれ以上にもし利用したいというような場合は今考えてお

りませんが、そういうもしなれば、もちろん一定率の１割の負担はご自身がしていた

だくことになると思いますし、それ以上の超えた分につきましては今現段階では個人

負担に、介護保険と同じような状況になるのではないかというふうにも考えておりま

す。 

○小野委員長 里川委員。 

○里川委員 そういうことになってしまうのかなという、どこも財政厳しいですからね。

ただ、法律ができて大きく制度が変わって、そして障害者の方の負担が重くなる中で、

やっぱりどうしても利用したいと、これまでも利用してきたし、ぜひともこのサービ

スは利用したいというケースも出てくるかなというふうには思うんですね。そんな場

合に、やっぱり障害者の方のいろんな条件、状況を考えて、またその方の世帯、本人

の所得状況とか見る中で一定町の方も融通をきかせて対応ができるような状況という

のをやっぱり持っとってほしいなと思うんです。ただ、そんなどこまでもはできませ

ん。財政厳しいですから。財政厳しいのはわかってますので、ただそういうところも

注意をしていただいて、今後そういう意味でも計画を立てるときにも十分協議をして

いっていただきたいということをお願いしときたいと思います。 

  それと７７ページにあります総合福祉会館の関係なんですけれども、この選考委員会

の委員さんに謝金を出すんだとおっしゃって、ここに書かれてるんですけれども、こ

の選考委員会の内容ですね、どういう選考をしていただいてどういう方が委員さんに

なっていただくことを考えておられるのかというところをお聞きしたいなと思うんで

す。 

  それと７９ページにありますつどいの広場業務委託料というのがあるんですね。こう

いう事業が行われるというのは私も情報としては知っていましたけれども、９３万６，

０００円という金額を見て、このつどいの広場の内容とその委託をどこへされるのか
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ということについて、もう少しこの事業についてご説明いただけたらというふうに思

いますので、お願いしたいと思います。 

○小野委員長 小城町長。 

○小城町長 ７７ページの総合福祉会館の建設事業の関係の３４万の報償費、選考委員会

等についてはプロポーザルをしてもらいたいということでプロポーザルの関係の選考

委員というのか、そういう関係でございます。それに精通した人を人選をしていきた

いということで考えています。 

○小野委員長 西川福祉課長。 

○西川福祉課長 つどいの広場でございます。これにつきましては子育て中の親御さんが

子育てについて気軽に相談できる相手や仲間が身近な地域に現在いないということで、

家庭や地域における子育て支援能力の低下ということが今問題になっております。こ

のため気軽に親御さんとお子さんが寄っていただいて子育てについてのお話や、また

指導員がその場におりまして相談等に乗っていくというものがつどいの広場という形

で考えております。 

  月曜から１週間の間で週３日開設という形で今考えております。時間につきましては、

午前１０時から午後４時まで、その間にいつ来られてもいいようにという形で予約制

もなしで来られるという形をとっております。 

  また、運営をお願いしておりますのは、町の方で子育てサポーターを養成させていた

だいておりました。１４年から１６年まで３年間で４７人の方が子育てサポーターと

して養成講座を受けられてサポーターとして町内からそうした方がおられます。その

方のサポーターとしての方の活動の場ということで今保健センターでも事業があれば

活動はしていただいておりました。また、中央公民館で託児サービスという形で、１

６年度から中央公民館の一室を借りまして託児サービスをやっている状況もございま

す。その子育てサポーターがクラブという形でゆりかごという子育てサポータークラ

ブを今結成されております。そのゆりかごの方に委託して運営をお願いしてまいりた

いと思います。１日に２人の方がその開設の間に常駐していただくという形を今考え

ております。 

  週３日ですので、１年間で１５６日、開設時間が５時間で１時間６００円という単価

をもちまして計算させていただいております。９３万６，０００円という委託料とい

う形で考えておりますので。以上でございます。 
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○小野委員長 里川委員。 

○里川委員 まず総合福祉会館の方ですけど、町長が精通した方とおっしゃったんですけ

ど、私その精通した方が一体どういう方たちになるのかというのもよくわからないの

で、想定できましたらどういう肩書というのか、そういう方をお考えになられてるの

とかいうこともできたら教えていただけたらと思います。 

  そして新しい事業としてやっていただくつどいの広場ですね、これについてもそうや

ってやっていただけることは非常にありがたいと思います。ただ、斑鳩町の場合、啓

発広報が弱いという点が比較的あるように私は思うんですね。ええことやっていただ

いてんねんけど、周知がうまいこといってないとかいう場合も住民さんからいろいろ

聞くんです。それで言われて私、いや、こんなんやってますよとかいって私らももち

ろんお知らせはするんですけど、いいことをやっていただくときにはできるだけやっ

ぱり広報に努めていただきたい、啓発に努めていただきたいということをお願いをし

ときたいと思います。 

  前段については、教えていただけるのであればお願いしたいと思います。 

○小野委員長 芳村助役。 

○芳村助役 町長も言われましたように、この設計についてはプロポーザル方式をとって

いきたいと考えております。プロポーザルというのは技術提案型の入札制度なんです。

今まで里川委員もご存じのように、うちは設計協議やってました。コンペというやつ

ですね。そのときにも委員さんを、コンペというのは自分と会社が考えてるパースを

出して、その作品をみてもらう、こういうのが今までコンペでした。今度は先ほど言

うたようにプロポーザルというのは会社を選ぶわけです。会社をまず。会社を選んで、

それからいろいろな設計に入る、こういう方式ですから、今現在考えてるのは指名プ

ロポーザルということを考えてますけども、まだ委員さんがどのような形の委員さん

を決めていくかということも町長言われたようにまだ決まってません。ただ、今これ

から想定してもわかるように設計コンペでも委員さんを決めました。そのときは専門

家の方がほとんどでしたので、そういう方がプロポーザルのそのような方式になるん

ではないかな、こういうように思います。ただ、どのような方ということは今まだ協

議中ですから、言えないということでご理解願いたいと思います。 

○小野委員長 里川委員。 

○里川委員 そうやっていろいろ考えてやっていただくということはいいんですが、こう
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いう各世代の方が利用できるような施設というのは今までから住民参加型で住民さん

にいろんなアンケートをしてもらったりとか、幾つか設計上げて投票したりとか、い

ろんなやり方をされてるところもあるんですけれども、斑鳩町としてはそういう設計

までどうかはわからないんですけれども、この総合福祉会館について住民さんに意向

調査というのか、もっと簡単なアンケート、いろんな福祉サービス受けておられる方

とか、例えば学校の生徒さん通じてとか、そういう形でいろんな世代の方からいろん

な中身の問題、運営の問題にもなってくるかとは思いますけれども、どんなものがい

いかというようなものを極力意見が聞ける、聞いて運営に役立てていくというような

ことできたらいいなと思うんです。町長が前向きに出ていっていろいろ住民さんとお

話をさせていただくんだということで言っていただいてますけれども、そういうこと

もとても大事なことで、町長もそういうふうにしていただけるいうのはいいことだと

思ってるんですけれども、やっぱり大きいものをつくるときには、こんな時代ですの

で住民さんにより理解をしていただく、そしてまたより関心を持っていただくという

ことが大事で、そういうふうに問いかけると関心も持っていただけるかなというふう

に私も思ってるところなんです。ですから極力お金のかからない方法でより住民さん

の意見が聞けるような、ご希望とか、希望に沿える沿えないはいろいろありますけれ

ども、何を望んでおられるかというような意向調査なんかができ得ればやっていただ

きたいなということを前々から申し上げてるんですけれども、そういう点については

いかがでしょうか。 

○小野委員長 芳村助役。 

○芳村助役 まず、やはり先ほど申しましたように、このプロポーザル方式は会社を、い

わゆる業者を決める、こういうことですから、それからいろいろな住民の意見も聞き

ながら、検討委員会の提言された内容も十分そこにあるいは考えながら一つの形の構

想を練る、こういうことですから、ただ意向調査というようなことまでは私考えてま

せんねんけど、いかるがホールが建設したときには検討委員会住民参加の中でやりま

した。そういう方式はこれもやっていきたいな、このように思います。 

○小野委員長 よろしいですか。 

○里川委員 結構です。 

○小野委員長 ほかにございませんか。 

  ほかにないようですので、これをもって第３款民生費に対する質疑を終結いたします。 
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  次に、第４款衛生費についての審査に入ります。 

  説明を求めます。中井住民生活部長。 

○中井住民生活部長 座ったままで失礼します。第４款衛生費につきましてご説明を申し

上げます。第４款衛生費につきましては、８４ページから９７ページにかけてでござ

います。 

  まず、第４款衛生費の全体の関係につきましてご説明を申し上げたいと思います。本

年度の予算額は前年度と比較をいたしまして１億１７０万７，０００円の１１％減の

８億２，１６１万６，０００円を計上をさせていただいております。減となりました

その主な要因でございますが、平成１７年度の途中におきましてその他プラスチック

類、不燃物の処分方法を埋立処分からリサイクル処分に変更をいたしましたことに伴

いまして委託料が減となっております。また、最終処分場の修繕が完了したことに伴

います修繕料の減というのが主なものでございます。 

  それでは、各科目ごとでご説明をさせていただきます。まず、８４ページから８６ペ

ージでございます。第１項保健衛生費、第１目保健衛生総務費でございます。本年度

予算額は１億４，５３０万６，０００円の計上をさせていただいております。前年度

予算額と比較をいたしまして１，５９７万４，０００円、１０％の減となっておりま

す。 

  当該科目の主な支出でございますが、職員の人件費で９，６３７万８，０００円、８

５ページの１９節の負担金補助及び交付金で王寺周辺広域休日診療施設組合へ交付金

と組合分担金の合計１，６９５万５，０００円を、西和衛生試験センター組合分担金

といたしまして１，５３４万円を、また住民の皆様に環境・健康・福祉につきまして

考えていただく機会の提供といたしまして「愛と輝き夢フェスタ」を本年度も住民主

体での開催を考えているところでございます。その経費といたしまして１２６万円を

実行委員会の補助金として計上をさせていただいております。次に続きまして、８６

ページの２８節の繰出金でございます。水道事業会計への繰出金といたしまして１，

３２８万５，０００円を計上をさせていただいておりますのが主なものでございます。 

  次に、同じページの第２目感染症予防費でございます。前年度予算額と比較をいたし

まして３５万円、１％増の３，４８６万４，０００円を計上をさせていただいており

ます。インフルエンザ、麻しん、風しん、三種混合などの予防接種を実施することで

感染予防に資しまして、疾病の蔓延の防止に努めているところでございます。また、
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新型インフルエンザ発生のおそれが報じられるなど感染症に対します警戒感が高まっ

ております中、高齢者のインフルエンザ予防接種者も年々増加をしている状況となっ

ております。また、日本脳炎につきましては、平成１７年５月３０日付で厚生労働省

から積極的勧奨を差し控えるようにとの通知もありましたことを踏まえまして当町に

おきましては町医師会と協議の上で予防接種の積極的勧奨を控えているところでござ

います。しかし、厚生労働省からの通知の解除がいつなされてもよいように、その準

備に怠りが生じないように情報収集には留意をしてまいるというように考えておりま

す。 

  次に、８７ページの第３目結核予防費でございます。本年度予算額は１７４万３，０

００円の計上をさせていただいております。前年度予算額と比較をいたしまして１５

万６，０００円、８．２％の減となっております。６カ月未満の乳幼児に対しまして

ＢＣＧ接種を実施をいたしまして、結核感染の予防に努めているところでございます。 

  次に、同じページの第４目母子衛生費でございます。本年度予算額は６６３万３，０

００円を計上いたしました。前年度予算額と比較をいたしまして７万８，０００円、

１．２％の減でございます。母親の妊娠から育児に至る間のさまざまなステージにお

きまして子どもの健康及びその過程の支援をさらに図ってまいりたいと考えておりま

す。これまで別々の機会で実施をしておりました１歳６カ月児及び３歳児の内科健診

と歯科健診につきましては、受診者の利便性をも考慮いたしまして平成１８年度から

は同時に実施をすることといたしました。あわせて両健診の受診率の向上にもつなげ

ていきたい、このように考えております。 

  また、子どもの健やかな成長には健全な食生活が非常に重要でありますことをかんが

み、乳幼児期から健診や各種教室などさまざまな機会を通しまして食べることの大切

さを伝えますとともに、保育園、幼稚園に栄養士等が出向きまして楽しい食卓を囲む

ことができる家族での工夫などにつきまして保護者の方に話をするなど「食育」に積

極的に取り組んでまいりたいと考えております。 

  次に、８８ページの第５目老人保健事業費でございます。前年度予算額と比較をいた

しまして９２５万円、１４．１％減の５，６４６万５，０００円を計上いたしました。

基本健康診査、各種がん検診、脳ドック健診、歯周疾患検診等を実施をいたしまして、

疾病を早期発見し、早期治療を促しているところではございます。また、結核予防で

高齢者が対象の胸部レントゲン撮影につきましては、肺がんとの総合判定を行います
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ことから当該費目から支出を行うことといたしているところでございます。 

  また、保健事業につきましては、「健康いかるが２１計画」に基づき高血圧、脳卒中

の予防に重点を置いた保健事業を展開しておりますが、介護保険制度の改正によりま

して介護予防に主眼を置きました６５歳以上の方の保健事業が介護保険の地域支援事

業として取り組むこととなりましたことから、主として４０歳から６４歳までのいわ

ゆる壮年期の生活習慣病の予防に努めてまいりたいと考えております。一人一人が自

分の健康観に基づいて自分の意思で生活習慣病を見直すことにより健康づくりを進め

ていただくことが重要であり、健康健診等のデータを通しまして各自の健康状態を知

っていただいた上で望ましい食生活や運動習慣づくりが実践できるよう生活改善指導

を積極的に行ってまいりたいと考えております。 

  なお、４０歳から７０歳までの５歳刻みの節目の基本健康診査時に実施をいたしてお

りますＣ型肝炎検査につきましては、平成１４年度からの５カ年事業であり、平成１

８年度が最終年度となりますことから未受診者に対しまして勧奨に努めていきたいと

も考えております。 

  次に、８９ページの第６目健康づくり推進事業費でございます。本年度予算額は３３

万３，０００円を計上をさせていただいております。前年の予算額と比較をいたしま

して２０万７，０００円、３８．３％の減でございます。当該目につきましては食育

料理教室や生活習慣病料理教室の実施に係ります費用、食生活改善推進協議会及び栄

養士会への補助金が主なものとなっております。 

  次に、同じページの第７目狂犬病予防費でございます。本年度予算額は前年度予算額

より３万３，０００円、６．４％減の４８万５，０００円を計上をさせていただいて

おります。狂犬病予防法で定められております狂犬病予防注射の接種につきましては、

本年度も奈良県獣医師会の協力をいただきながら町内４カ所で実施をする計画でござ

います。また、散歩時のふん処理など飼い主のマナー向上につきましては狂犬病予防

集合注射の会場を初めさまざまな機会を通じましてその啓発に努めたいと考えており

ます。 

  次に、同じページ、８９ページから９０ページの第８目火葬場費でございます。本年

度の予算額は３，１３６万３，０００円の計上をさせていただいております。前年度

予算額と比較をいたしまして７１１万５，０００円、２９．３％の増となっておりま

す。増となりましたその主な要因でございますが、火葬場周辺の環境整備に要します
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事業費の増が主なものでございます。平成９年３月に供用を開始後、設備面、運用面

ともに大きな事故もなく順調に運営をいたしているところでございます。本年度にお

きましても８９ページの１１節の需用費の修繕料で設備の修理費８０万円と１３節委

託料で施設の管理運営委託料７９９万１，０００円と、それと設備の保守点検委託料

１２８万６，０００円の計１，００７万７，０００円の予算をもちまして良好な稼働、

適切な運営に努めますとともに、周辺地域の環境整備につきましても引き続き進めて

いくことといたしているところでございます。 

  次に、同じページの第９目環境対策費でございます。本年度予算額は２４０万４，０

００円の計上となっております。前年度予算額と比較をいたしまして３２万６，００

０円、１２％の減となっているところでございます。本年度におきましても環境問題

に対します正しい認識と行動を起こす契機としていただくため親子を対象といたしま

した２教室の環境教室の開催を計画をいたしております。また、日常生活が大きくか

かわっております地球温暖化につきましても、その防止に向けてますます住民の方々

の積極的かつ継続的な取組みが求められております。そのためＮＰＯ法人「奈良県ス

トップ温暖化推進員の会」に温暖化防止講座の開催に際しまして講師派遣をお願いを

いたしますとともに、当町での地球温暖化防止に向けての人材・組織の育成に努めて

まいりたいと考えております。その費用といたしまして、９０ページの１３節委託料

で５万円の計上をさせていただいております。 

  また、昨年の８月までは５０人体制で地域の環境保全に努めていただいておりました

環境保全推進委員の委嘱につきましては８月からは各自治会に１名の環境保全推進委

員の委嘱をさせていただき、それぞれの地域の実態に応じた活動を展開をしていただ

いているところでございます。特に活動範囲がみずからも属します自治会内というこ

とでもあり、これまでよりもきめ細やかな取組みを行っていただいていることが毎月

提出をしていただいております活動報告書からも見てとることができ、本年度も１９

節負担金補助及び交付金で環境保全推進委員活動助成金といたしまして３４万８，０

００円を計上をさせていただいております。 

  また、奈良県の市町村で初めて認証取得をいたしましたＩＳＯ１４００１の登録につ

いてでございますが、本年度は更新時期に当たりますことから本年の２月に更新審査

を受診をいたしました。新たに３年間の登録が認められたところでございます。本年

度もＩＳＯ登録団体といたしまして環境マネジメントシステムを活用しながら継続的
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改善に取り組むことといたしているところでございます。この環境マネジメントシス

テムは、深刻化します環境問題を切り口にしましてマネジメントシステムでございま

すが、行政運営に置きかえても十分活用できるシステムであると考えているところで

ございます。このことから今後ＩＳＯ登録の範囲外であります施設・部署にも随時環

境マネジメントシステムの運用を広げていき、環境保全への継続的な改善を図りなが

ら、かつ効率的な行政運営に努めてまいりたいと考えております。その費用といたし

まして、１２節の役務費の手数料４０万円と１３節委託料の環境マネジメントシステ

ム支援業務委託料２０万円などの合計で７２万８，０００円を計上をさせていただい

ております。また、平成１０年度から各自治会に赴きまして開催をいたしております

自治会別環境問題学習会、いわゆるエコトーク２１につきましても本年度から２年計

画で各自治会で開催をお願いし、環境問題について理解と認識を深めていただくこと

にいたしているところでございます。 

 次に、９１ページの第１０目保健センター運営費でございます。本年度予算額は６６４

万円を計上をさせていただいております。前年度予算額と比較をいたしまして５万６，

０００円、０．８％の減でございます。保健センターでは各種健診、予防接種、各種

教室の開催など乳幼児から高齢者まで住民の皆様の健康管理に関します事業を開催し、

ボランティアグループや各種教室の終了後のグループ活動に対しましてもその活動の

場としてご利用をしていただいてるところでもございます。当該目につきましてはそ

の保健センターの維持管理運営に係る費用が主なものでございます。 

 次に、同じページの第１１目精神保健費でございます。本年度は前年度と同額の１００

万８，０００円の計上をさせていただいております。保健センターにおきましては日

常的に精神障害に関わります相談に応じているところでございますが、社会復帰や居

宅生活支援事業などの利用など、より専門的な相談、助言につきましては社会福祉法

人の精神障害者地域生活支援センターに業務委託を行いまして、その相談等の対応を

行っております。それに要します費用の計上をさせていただいてるところでございま

す。 

 次に、同じページの第１２目在宅訪問歯科診療費でございます。本年度は１６万９，０

００円を計上をさせていただいております。前年度と比較をいたしまして４３万７，

０００円、７２．１％の減でございます。歯科治療が必要な寝たきりなどの高齢者の

方に対しまして歯科医師や歯科衛生士を派遣をいたしまして在宅で訪問歯科診療サー
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ビスを行うものでございますが、近年この制度の利用者数も少なくなってきておりま

すことから歯科医師とも今後の事業のあり方などにつきまして検討を行っていくとい

うことで考えております。 

 次に、９２ページの第２項清掃費、第１目の清掃総務費でございます。本年度予算額は

前年度予算額と比較いたしまして３９万４，０００円、２．２％減の１，７８４万１，

０００円を計上をさせていただいております。職員に係ります人件費が主なものでご

ざいます。 

 次に、９３ページから９５ページの第２目塵芥処理費でございます。本年度予算額は３

億８，０６６万６，０００円を計上をさせていただいております。前年度予算額と比

較をいたしまして８，７０４万４，０００円、１８．６％の減となっております。減

となりました主な理由でございますが、ビニール類、不燃物の処分方法の変更に伴い

ましてごみ処理委託料が減少したことに伴うものでございます。当町の家庭から排出

されますごみ、資源物の量は平成１２年度から当該年度の排出量は前年度を下回る結

果が出ております。ピークでありました平成１１年度と平成１７年度を比較をいたし

ますと３０％近く減少してるのではないかと、このように見込んでおります。 

 また、年度途中から処分方法を変更いたしましたその他プラスチック類のリサイクル処

理につきましても当初想定をしておりました量よりも多くリサイクル処理がなされて

る状況でございます。これは住民の方々のごみ問題に対します意識が高く、ご協力を

いただいている賜物と感謝をいたしてるところでございます。しかしながら全国的に

見てみますと焼却灰を含みます埋立処分場の残余容量はあと１２年前後で飽和状態に

なるといった調査結果も報告をされておりますことから、今後当町におきましても焼

却残渣が必ず発生します可燃ごみの量をさらに減少させていく必要があると考えてお

ります。そのため平成１７年度から古紙などの資源物の集団回収の未実施地域を対象

に町で回収を行い、リサイクル処理を行っているところでございますが、本年度も引

き続き町で回収を行っていくことといたしております。 

 また、平成１８年度から新たな取り組みといたしまして紙製容器包装類回収モニター事

業を８自治会、約１，０００世帯にご協力をいただき実施を考えております。これは

可燃ごみとして処分をされております紙製容器包装類を可燃ごみから分別をして別途

回収を行いましてリサイクル処理を行おうというものでございます。将来的には全町

的な取り組みに発展をさせていきたいというようにも考え、担当としましてもそうい
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う考えを持っておりますことから、当該モニター事業から問題点や課題等を掌握し、

本格的な実施に際しての参考にこの事業をしていきたいというように考えております。 

 また、ごみ減量化の基本でありますリデュース、リユース、リサイクルの実践をさらに

推進するためにごみの行方探検ツアー、生ごみ堆肥化講習会などの啓発事業につきま

しても計画をしているところでございます。 

 また、指定袋には氏名を記入して排出していただくようお願いをしてきているところで

ございますが、環境保全推進委員の活動報告の中でも無記名の袋も多く、ルール違反

の排出ごみであっても自治会内で対処できずに困ることがあるといった意見も多くい

ただいておりますことから、全世帯に啓発物品を兼ねましたマジックの配布を計画を

させていただいております。この費用といたしまして８８万５，０００円を計上をさ

せていただいております。 

 続きまして、資源物の集団回収、家庭生ごみ減量化、空き缶リサイクルなど住民の方々

の取り組みに対しまして引き続き奨励金交付事業を実施をしていくことといたしてお

ります。その費用といたしまして１，０６０万５，０００円の計上をさせていただい

ております。それとリサイクル処理委託料といたしまして２，７８１万９，０００円

を、廃棄物の処理委託料といたしまして６，２２３万８，０００円の計上をさせてい

ただいているところでございます。 

 また、廃棄物の処理施設につきましても適切な維持管理及び安定かつ良好な施設運営を

行い、ダイオキシンをはじめとします環境汚染に対します周辺住民の方々の不安解消

及び周辺地域の環境整備につきましても引き続き進めていくことといたしております。 

 次に、９６、９７ページの第３目し尿処理費でございます。本年度予算額は１億３，３

２１万４，０００円の計上をさせていただいております。前年度予算額と比較をいた

しまして４７１万８，０００円、３．７％の増でございます。この増となりました主

なものは、平成１９年１月末をもちまして海洋投棄が全面禁止となりますことから設

備を改修するための費用でございます。本年度におきましても鳩水園の設備機器の補

修を計画的に進め、安全かつ良好な稼働に努めますとともに、周辺地域の環境整備に

つきましても引き続き進めることといたしております。 

 次に、９７ページの第４目美化推進費でございます。本年度予算額は２４８万２，００

０円を計上させていただいております。前年度予算額と比較をいたしまして６万５，

０００円、２．７％の増となっております。住民の方々に環境問題を考えていただき
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ますとともに、美化意識の向上、環境の保持に努めることを目的といたします「いか

るがの里クリーンキャンペーン」、「自治会内美化キャンペーン」を本年度も引き続

き実施をいたすことといたしております。その事業に要します費用を計上をさせてい

ただいているところでございます。 

 以上で第４款衛生費の説明とさせていただきます。よろしくご審議を賜りますようお願

いをいたします。 

○小野委員長 第４款衛生費についての説明が終わりましたが、質疑は明日お受けいたす

こととし、これをもって本日の審査を終了いたします。 

 あすも引き続き予算審査特別委員会を行いますので、定刻にご参集をお願いいたします。 

 本日はこれをもって散会します。ありがとうございました。 

（午後４時４５分 散会） 

 


